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中学校における学校保健活動のカリキュラムマネジメントに関する研究 
―養護教諭の保健室経営機能に焦点をあてて― 
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第１節  研究課題の設定（研究の目的と意義） 
本研究は，「学校保健活動」と「カリキュラムマネジメント」という教育経営学と教
育方法学の 2つの視点を整理し，相互補完的に扱うことにより，中学校における学校保
健活動の現状と課題を分析し把握し，これまでの研究の残余部分となっている学校保健
活動のカリキュラムマネジメントのシステム化について考察する。さらに，学校教育の
保健活動のなかでも，学校改善に向けた養護教諭のコーデｲネーター力に特化し，経営能
力および経営機能の重要性と必要性について実証し，明らかにすることである。 
その第１は，学校保健の教育経営学と教育方法学の交差的領域の研究において，教育
経営学の「カリキュラムを誰が立案しどう実践するのか」という理論やシステムの構築
は多くの研究分野で進展している。しかし，それらが「如何なる教育効果を挙げるのか」
という教育方法学は現代の大きな課題である。 
日本における「カリキュラムマネジメント」の理論は，1970(昭和 45)年の『学校経営化
の方法』において，経営現代化が方法論上，「教育課程経営」という名で高野桂一が体系
化したものである１(高野，1989)。その背景には，経営を「組織化の過程」（management 
process or cycle）と考える立場を基底においている J.B. Sears の存在がある 2(中
留,1983)。 
高野は，「教育課程経営」について，『単に教育課程の内容をどうするか（教育課程内容
論）ということだけでなく，教育課程内容の計画=編成（P）→その実施=展開（D）→
評価（S）を進めていく過程でなされる，さまざまな組織・運営上の条件づくり
．．．．．
（条件
整備）を意味している』3 (高野,1998）と定義づけている。  
また中留は，教育課程の論理を「“教育課程”は教育目標具現化の“手だて”としてあ
ることである。」また，「教育活動には意図的な指導計画（P）があること，そして計画の
中にこのような“手だて”を打ったならばその成果はこうなるだろうという予測を立て
位置づけることである」4（中留,1993）と初めから極めて重要なこととして論じ，教育
課程経営を捉え直した。総合的な学習の時間に見るような教科横断的なものまで含めて
考慮し，「カリキュラムマネジメント」という用語を用いることとした。そして，「カリ
キュラムマネジメント」とは「各学校が教育目標達成のために，児童・生徒の発達に即
した教育内容を諸条件とのかかわりにおいてとらえ直し，これを組織化し，動態化する
ことによって一定の教育効果を生み出す経営活動である」5と規定した。また，「カリキ
ュラムをつくり，これを動かし，変えていく」という動態的な経営的思惟に他ならない。
静動的な教育課程観を動態的なカリキュラム観に変えることである。」6（中留,2005）の
 4 
 
意味も含まれている。 
日本においては，「カリキュラムマネジメント論」は教科教育において中留を中核とし
て論ぜられてきたが，「学校保健活動においてのカリキュラムマネジメント」はほとんど
論じられていない。また，学校保健系統の学会では，日本学校保健学会，全国養護教諭
研究会，日本看護学会など過去 10 年間の学会誌を中心に学校保健活動の保健室，養護
教諭，学校保健組織活動に焦点化した論文や先行研究を総括しても，教育経営学や教育
方法学のそれぞれに独立した論説は散見できるものの本研究のように「カリキュラムマ
ネジメントの理論と実践」とを融合させ協働性のある研究はいまだ論じられていない。 
そこで，本研究におけるカリキュラムマネジメントの理論と実践により，本稿の中心
的な課題であるカリキュラムマネジメントによる中学校における学校保健活動の取り組
みについて，上記の視座から分析していく。 
つまり本研究の目的は，「カリキュラムマネジメント論」上で，「学校保健活動のカリ
キュラムマネジメント」を捉え直し，学校経営の改善，言うなれば組織的に経営する視
点がカリキュラムの効果性を高める上で，相乗的に教育的効果を生むということを主張
することにある。    
第２に、学校改善に向けた養護教諭のリーダーシップと同じ要素の一つであるコーデｲ 
ネーター力の医学的知見，心理学的知見，教育学的知見の３視点に焦点をあてて，カリ
キュラム開発とその保健室カリキュラムマネジメントに関する価値観の伝達を学校カリ
キュラムマネジメント脈へと捉え，質的，実践・実証的研究の新たな枠組みを構築し，
内発的・外発的に学校変革と効果的な学校改善を探ることである。 
具体的には，保健室をカリキュラムマネジメントする養護教諭が，勤務する学校の改
善に変革的コーデｲネーター力を発揮すれば，効果をあげることができるか，ということ
を医学的・心理学的・教育学的視点からアプローチすることにより学校カリキュラムマ
ネジメント論を考察することである。 
 
第２節 研究の方法と分析の視点  
  本研究の方法上の特色としては， 
 A） 研究課題を歴史的，現実的な場面で吟味したこと。 
B)  フィールドワーク(参与観察，インタビュー調査も含む)によって得た資料を本研究
の実証分析資料の一部に位置づけたこと。  
C) 数量的なデータや典型的な実践事例研究において理論を実証しかつ，実証からモデル
化を試みたことにある。 
   本論文の全体構成は大きく５章の構成から成る。 
   研究の方法は,仮説検証型の研究である。 
第１章では，学校保健活動のカリキュラムマネジメントに関する理論的考察を行う。 
 第２章では，学校保健における養護教諭の経営機能に関する理論的考察を行う。 
 第３章では，養護教諭の現状と課題に関する実践的考察を行う。本調査における予備 
調査として実施する。 
① 個(保健室)への対応，中集団(学級)への対応，大集団(学年/全校)への対応， 
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② 対保護者への対応，対教師への対応，対地域の大人への対応，などとした。 
第４章では，対象の①と②をさらに具体的に示し①医学的知見，②心理学的知見， 
③教育学的知見(含：組織的活動)に領域を分け,「Research Question－方法－結果 と
いう検証過程について考察する。 
終章では，本研究の成果と課題および本研究からみる実践的提言などを行う。 
資料収集の方法上，以下の点に配慮した。 
  (1)  調査対象数を確保するためにアンケート等は各地区に出向き，対面式で調査を実 
施した。  
  (2)  児童生徒の情報に対しては，本人はもとより保護者にも，知り得た情報は個人的 
な配慮をすること，本研究終了後は廃棄処分すること。これらのことを条件に研究 
資料として使用することの許可を得た。 
分析の視点は，具体的には以下に述べる通りである。    
  第１章では，学校保健活動における学校カリキュラムマネジメントと保健室カリキュ
ラムマネジメントの関係性において PDCA サイクルの経営 12,(倉本,2008)ルース・カップ
リング理論 13,14,( 佐古,1986・田中,1981)保健室経営 15(日本学校保健会)モデル化など
理論的考察を行う。 
   第２章では，学校保健における養護教諭の経営機能に焦点化し，１養護教諭制度の沿
革と職務内容，２養護教諭の職務内容および実際，３兼職発令などについて論ずる。 
第３章では，予備調査で,養護教諭に求められる資質能力および研修体制を構築するた
めに，フィールドワークを含めた事例や数量的な調査研究を吟味することを通し職務内
容や役割について探り，養護教諭の職務内容の実態把握，具体的には「保健管理」，「保
健指導」，「組織活動」，「感染症予防」，「健康相談」を重点化し養護教諭の役割について探
ること，および養護教諭の資質向上のための研究のモデル化を図る。具体的には,１養護
教諭の研修の体系化,２養護教諭の効果的な研修の在り方，３研修内容の具体化モデルな
どである。アンケート調査による生徒の実態把握をし,中学校(含,実践事例校)の特質か
ら本調査で中学校を取り扱う必要性をも述べる。 
第４章では，研究対象校における生徒の実態から,次の３つのことを検証する。  
Research Question①人間関係においてパニック症状を持つ生徒に,「Eye-Tracker」を
導入すれば内省の可視化ができ医学的分析が可能になり教育的な効果が期待できる。 
Research Question②不登校生徒・学習支援生徒に ICTの利活用「遠隔カメラ：教室の
カメラと保健室のノート型パソコンを有線で繋ぐ)を導入すれば学習補償の新たな提案
として教育的効果が期待できる。 
 Research Question③統合的(Integrated)カリキュラムを保健学習に導入(協働学習
と生徒主体の学習)すれば QOL の向上と自己肯定感の向上における教育効果が期待がで
きる。 
また，組織活動(生徒会：健康づくり部)に SL理論および生徒主体による自治活動を導
入すれば主体的な活動における教育的効果が期待できる。 
終章では,本研究の成果と課題および本研究からみる実践的提言などを行う。 
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第３節 全体の構成 
具体的には,本論文の全体構成図を図１のように類型化した。 
(1)では,保健室のカリキュラムマネジメントを明確にする。 
学校組織の中で,学校全体の活性化への実践では，保健室の相互関係の視点から,学校
内では，学級，職員室，事務室との相互関係，学校外では，保健室と学校薬剤師,医療に
関する関係諸機関，次に，家庭(保護者他)，地域，大学などがある。また，地域や県の
養護教諭との関係などある。これらの相互関係のスムースな実現のために保健室を発信
源とし学校全体へのカリキュラムデザインの開発をする必要がある。そのためには，保
健室経営を明確にし，学校のコーデｲネーター的役割を果たし，学級・学年(生徒や職員)
へと指針を発信することが必要となる。そのようななか，養護教諭は,学校教員の多くが
保健専科ではく，学校保健活動全般に対する認識の希薄や不安感などの解消を図り,模索
中である生徒の心身の諸問題の解決を図る必要がある。そうすることにより，学校全体
を活性化する一旦を担うものと考える。多種多様な関係をもつ保健室経営において,情報
やデータを基に「対処的指導から予防的(開発的)指導へ」の移行策の啓発つまり，人づ
くりの基盤となる支持的風土を培う場とする学級づくり・学年づくりの構築の一旦を担
うことを核とし，保健室と学校に焦点化し，学校カリキュラムと保健室カリキュラムに
ついて特化し考察する。 
(2)では,学校保健における養護教諭の経営機能を焦点化し，保健室におけるコーデｲ
ネーター的役割について明確にする。養護教諭の概要の特徴として，次のように整理さ
れる。 
まず，１,養護教諭制度の沿革と職務内容，２,養護教諭の職務内容および実際，① 保
健管理,② 保健教育,③ 保健組織活動,④ 感染症の予防,⑤ 健康相談,３，兼職発令であ
る。４，中学校(含実践事例校)に特化する必然性を述べる。コーデｲネーター力について
は,上述のように中留がカリキュラムマネジメントを学校文化と関わって「学校改善の過
程を教育課程経営に限定」した校長のリーダーシップ論として展開した７(中留,2005)。
これに関して,「教育課程経営研究の展開の延長線上に教育的リーダーシップを位置づけ
たという意味をもつ」と，生嶌(2000)は総括している。学校経営に視点をおいた変革的
リーダーシップとは,「より高次の目標達成の方向に教師集団を動機づけ，組織内外にお
ける価値と資源とを新たに結合し,各教師の学級・学年（教科）・学校レベルでの変革志
向の教育活動を引き出そうとするリーダー行動」８（露口, 2008)。また，交換的リーダ
ーシップとは,「リーダーによる報酬とフォロワーのサービスとの交換を通して，期待さ
れた努力と業績をあげることをねらいとしたリーダー行動」９（露口,2008,Bass,1985）
などがある。 
コーディネーター(coordinator)とは，①物事が円滑に行われるように，全体の調整や
進行を担当する人。②全体の統一性を考え，衣服や装身具の組み合わせを考える人のこ
とである。そこで，本研究における「保健室における養護教諭のコーデｲネーター力」と
は,この①と②を兼ね併せた意味合いをなす。これらは,中留らが論じているリーダーシ
ップを背景にする要素を含むコーデｲネーターと定義することができる。つまり，リーダ
ーシップをとる人とコーデｲネーターは，学校経営においては校長であり,保健室経営に
おいては養護教諭といえる。今日,教育経営学においては間，「カリキュラムを誰が創り
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どう動かすのか」という理論やシステムの構築は多くの研究がなされている。そこで，
学校保健活動の，外的要因においては，保健室マネジメントの立場から保健室経営が「教
育開発的機能」10（倉本,2007）を果たす。また，内的要因においては，養護教諭が「創
造性」・「協働性」・「積極性」をもち,リーダーシップとコーデｲネーター的役割を果たし
積極的に学校経営に参画することにより学校機能が活性化するであろうと考える。しか
し，それらが「如何なる教育効果を挙げるのか」という教育方法学の立場まで踏み込ん
だ研究はあまり見られない。そこで，その残余部分においては学校保健活動における保
健室カリキュラムマネジメントをシステム化した研究は未だなされていない。また，各
学校で養護教諭の役割必ずしも統一されていない現状（保健室運営が中心となっている
養護教諭，授業に取り組むなどのコーデｲネーター的な役割を担っている養護教諭の経営
機能），今後の保健室管理運営機能をめぐっての政策的実践課題などを明確化し問題点の
中核として取り上げ調査している。 
また，残余部分に対応した考察の指針として，第１に，「カリキュラムマネジメント論」
上で，「保健室カリキュラムマネジメント」を捉え直し保健室経営「CAPD」サイクルの
便益性から学校経営「PDCA」の改善を促す。言うなれば組織的に経営する視点がカリ
キュラムの効果性を高める上で相乗的に教育的効果を生むと言うことを考察する。第２
に保健室カリキュラムマネジメントにおいて，養護教諭の経営機能を医学的・心理学的・
教育学的視点の３点から実践・実証し，保健室カリキュラムマネジメント論を考察する。 
(3)では,佐賀県の養護教諭の現状把握に努める。 
佐賀県全域の養護教諭を対象にアンケートによる予備調査を実施し,職務内容の①保 
健管理,②保健指導,③組織活動,④感染症予防,⑤健康相談についての実態調査および養
護教諭の資質向上のために,①養護教諭の研修の体系化,②養護教諭の効果的な研修の在
り方,③研修内容の具体的モデルを策定し構築を図る。 
また，筆者の保健室経営のなかで対子どもへの支援の必要性から，実践事例校におけ
る包括的支援として実践しているモデルを提示する。まず「支援水準」を４段階に設け
それに併せて対象者を４区分する。また，その４区分に併せて対処策である戦略を４戦
略考案するものである。このように中学校(実践事例校)に特化して実践・実証の意義の
必要性を論ずる。 
 (4)では,学校保健における養護教諭の実践・実証について考察する。 
実践事例校の生徒の実態把握から，医学的知見では，人間関係においてパニック症状
を起こす生徒に対して「Eye-Tracker」で科学的に分析し対処策を探る。心理学的知見
では，教室と別室(保健室・相談室)を遠隔カメラで連結させる ICT の利活用の導入を取
り入れた不登校(保健室・相談室登校)の事例と現実的脱感法の手法で学校と病院とが協
働的に連携する手法を用いた不登校解消の事例について，理解と改善の実践・実証を行
う。また，教育学的知見では，問題解決型学習を軸とし，発展的な授業デザインで統合
的カリキュラムを導入する保健学習と組織的活動(生徒会の健康づくり部)の実践・実証
を述べる。また，本章では,①個を原理とする医学的知見・心理学的知見，②中集団を原
理とする教育学的知見から,③大集団を原理とする生徒会を中心とする組織的活動にお
いて実践・実証を行う。 
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(5)では，本研究の成果と今後の課題を述べる。 
また，補論として本研究からみる学校保健活動における実践的提言を言説する。 
本論文の全体構成図 
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図２ 本研究の全体構成図 筆者作成 2013 
以下，本論で論じる。 
終 章  本研究の成果と課題  
 
補 論  本研究からみる実践的提言 ―佐賀県への提言― 
［仮説③-2］ 
組織活動（生徒会：
健康づくり部）に SL
理論および生徒主体
による自治活動を導
入すれば，主体的な
活動における教育的
効果が期待できる。 
 
第４章 学校保健における養護教諭の実践と実証的考察     
     
 
 
 
 
 
      
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[方法③-1] 
統合（Integrated）的 
カリキュラムの活用 
・ライフスキルの活用 
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［仮説①］ 
別室登校(パニッ
ク症状)の生徒に
「Eye-Tracker」
を導入すれば内
省の可視化がで
き医学的分析が
可能になり対処
策の教育的効果
が期待できる。 
 
 
［仮説③-1］         
統合的 (Integrated)カリ
キュラムを保健学習に導
入(協働授業と生徒主体の
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自己肯定感の向上におけ
る教育的効果が期待でき
る。 
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[結果③-1] 
・問題解決学習は生徒
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メントすることがで
きる点で，「QOL の向
上」と「自己肯定感
の向上」に有効であ
った。 
 
[結果①] 
人とのかかわり
が苦手な生徒に
とって，内省の
可視化ができ医
学的分析が可能
になり対処策に
有効であった。 
[結果③-2] 
・SL 理論および生
徒主体による自治
活動は，生徒会の
主体的な組織活動
にとって有効であ
った。  
 
考 察 保健室ｶﾘｷｭﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの機能は，対子どもの医学的知見・心理学的知見・
教育学的知見の実践において「QOL の向上」「自己肯定感の向上」が明ら
かになり学校改善の一端が担えた。 
 
 
 
心理学的知見 
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ケースⅠ学習支援生
徒にICTの利活用「遠
隔カメラ：教室のカ
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ト型パソコンを有線
で繋ぐ)を導入すれ
ば学習補償の新たな
提案として教育的効
果が期待できる。 
ケースⅡ不登校生徒
に「行動療法」「オ
ペラント条件づけ」
「専門機関との連
携」による支援はよ
学校復帰を可能にす
ることができる。 
[方法②] 
・ICT の効果的な
利活用「遠隔カ
メラ」の活用 
・「行動療法」「オ 
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「専門機関との 
連携」による支 
援 
         
 
 
[結果②] 
ケースⅠ学習支援生
徒に ICTの利活用「遠
隔カメラ：教室のカ
メラと保健室のノー
ト型パソコンを有線
で繋ぐ)を導入すれ
ば学習補償の新たな
提案で教育的効果が
明らかになった。 
ケースⅡ不登校生徒
に「行動療法」「オ
ペラント条件づけ」
「専門機関との連
携」による支援は学
校復帰に有効であっ
た。 
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第１章  学校保健活動のカリキュラムマネジメントに関する理論考察  
  第１節 学校カリキュラムマネジメントと保健室カリキュラムマネジメント 
(1)  教育課程経営における学校経営   
     学校保健の教育経営学と教育方法学の交差的領域の研究において，教育経営学,
「カリキュラムを誰が立案しどう実践するのか」という理論やシステムの構築は
多くの研究が進展している。しかし，それらが「如何なる教育効果を挙げるのか」
という教育方法学は現代の大きな課題である。 
 1998 年 9 月 21 日，中央教育審議会の『今後の地方教育行政の在り方』におい
て「教育課程基準の大綱化・弾力化」と「学校の自主性・自律性」がワンセット(答
申自体はワンセットとしては使ってはいない)となった 1。(中留 2005) 
 つまり，カリキュラムを創り，これを動かし，変えていく(P-D-S)カリキュラム
マネジメントである。これは，「カリキュラム―学校文化―組織マネジメント」を
一体として考えることがカリキュラムマネジメントの発想である 2。(田中 2005) 
      教育課程基準の大綱化・弾力化の兆しが学習指導要領に見られはじめたのは，
1977 改訂版の「ゆとりと充実の教育課程」で，この改訂で各学校が相違を生かし
それぞれの地域や児童・生徒の実態に即して適切に教育課程を編成・実施するよ
うに一層の弾力化が図られ，文字通り全国的観点に立った大綱的な基準となった。 
教育課程経営論は，「ゆとりと充実」の教育を提唱した 1976 年の学習指導要領
改訂前後に生み出された。「教育課程経営」という用語は，それまで用いられてい
た「教育課程管理」「教育課程行政」といった用語が示す行政主導の教育課程観か
らの脱却と，自主的な取り組みの実現を意図して，「経営」の用語を使った点で画
期的であった 3（田村，2005）。 
1998年改訂の教育課程基準の大綱化・弾力化では，総合的な学習の時間の創設，
一部の教科で学年の目標，内容を複数まとめて示したこと授業の一単位時間の扱
いの弾力化，その他中学校選択教科の拡大や高校における学校設定科目，教科の
設定などがそれに該当する。特に総合的な学習の時間の創設は教科ではなく，ね
らいはあっても内容は各学校で定めることとなっており，大綱化の中でも目玉で
あった 4。(中留 2005)2001 年１月文部科学省『学びのすすめ』は「いずれの教科
においても取り扱わねばならない」との性格であった。 
2008年１月に中教審答申から『学習指導要領等の改善について』が出された。 
2008年２月に文部科学省から『小・中学校学習指導要領』が告示された。 
学習指導要領改訂の基本的な考え方は，①教育基本法改訂等で明確になった教育
の理念を踏まえ、「生きる力」の育成，②知識・技能の習得と思考力・判断力・表
現力等の育成のバランスを重視、授業時数の増加，③道徳教育や体育などの充実
により、豊かな心や健やかな体の育成である。また，現行学習指導要領は、「生き
る力」をはぐくむという理念に立脚しており、「知識基盤社会」の時代において「生
きる力」という理念がますます重要になっている。「生きる力」は、OECD の「主
要能力（ｷｰ・ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ）」という考え方を先取りしたものと言える。基礎・基本を
確実に身につけ、いかに社会が変化しようと、自ら学び、自ら考え、主体的に判
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断し、行動し、よりよく問題を解決する資質や能力。自らを律しつつ、他人とと
もに協調し、他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性。たくましく生
きるための健康や体力など。また，キー・コンピテンシーの条件は，①社会や個
人にとって価値ある結果をもたらすこと。②いろいろな状況の重要な課題への適
応を助けること。③特定の専門家だけでなく、すべての個人にとって重要である
ことである。 
キー・コンピテンシー」の概念は，①社会・文化的、技術的ツールを相互作用
的に活用すること。②異質な集団で交流すること。③自律的に活動する力である。 
    特に注目する点は，教育内容に関する主な改善事項の７項目である。①言語活動
の充実，②理科教育の充実，③伝統や文化に関する教育の充実，④道徳教育の充
実，⑤体験活動の充実，⑥外国語活動の充実，⑦重要事項の詳細は・幼小連携を
推進、幼稚園と家庭の連続性を配慮，預かり保育や子育て支援を推進（幼稚園）・
環境・家属と家庭，消費者，食育，安全に関する学習を充実・情報の活用，情報
モラルなどの情報教育を充実・部活動の意義や留意点を規定・障害に応じた指導
を工夫(特別支援教育)・「はどめ規定」(詳細な事項は扱わないなどの規定)を原則
削除 5。(中央教育審議会 2008)「はどめ規定」に関わらず，児童・生徒の一人ひ
とりの実態によって，学習指導要領に示していない内容の指導が可能であること
も明確となった。 
  1999 年中央教育審議会答申での分権化が勧告され，これまで行政がもっていた
権限が学校へ移されるようになっていった。学校の自主性・自律性は，学校の運
営上に関わる問題である。自主性の方は学校の主体性と言い換えてもよく学校の
実態への弾力的対応，学校における創意工夫，意欲などへ配慮して教育実践の質
と効果を高めることである。一方の自律性は，学校自らが立てた規範と意思に基
づいて，すなわち，他からの抑制に自由な学校としてマネジメントすることに配
慮して教育実践の質を高めることである 6。(中留 2005) 
   中留は，カリキュラムと経営とが対応的な関係でないと機能しにくいこととな
り，カリキュラムマネジメントを「教育課程の大綱化・弾力化と自主性・自律性」
との「接点」として捉えている。また，自律的学校とは，「管轄の教育委員会から，
主として教育課程(カリキュラム)，人事，予算などの権限を大幅に委ねられて，
主体的にマネジメントを遂行していくことのできる学校」と述べている。 
「カリキュラムマネジメント」の理論は,1970(昭和 45)年の『学校経営化の方
法』において,経営現代化が方法論上,「教育課程経営」という名で高野桂一が体
系化したものである７(高野,1998)。 
高野は,「教育課程経営」について,単に教育課程の内容をどうするか(教育課程
内容論)，ということだけでなく，教育課程内容の計画=編成(P)→その実施=展開
(D)→評価(S)を進めていく過程でなされる,さまざまな組織・運営上の条件づくり
．．．．．
(
．
条件整備)を意味している」８((高野,1989)と定義づけている。  
「教育課程の論理を“教育課程”は教育目標具現化の“手だて”としてあるとい
うことである。」また，「教育活動には意図的な指導計画(P)があること，そして
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計画の中にこのような“手だて”を打ったならばその成果はこうなるだろうとい
う予測を立て位置づけることである」９（中留,田村 2004）と初めから極めて重要
なこととして論じており,教育課程経営を捉え直した。総合的な学習の時間に見る
ような教科横断的なものまで含めることまで考慮し,「カリキュラムマネジメント」
という用語を用いることとした。そして,カリキュラムマネジメントとは「各学校
が教育目標達成のために児童・生徒の発達に即した教育内容を諸条件とのかかわ
りにおいてとらえ直し,これを組織化し動態化することによって一定の教育効果
を生み出す経営活動である 10」(中留,1983)と規定した。「カリキュラムをつくり，
これを動かし，変えていく」という動態的な経営的思惟に他ならない。静動的な
教育課程観を動態的なカリキュラム観に変えることである。11」（中留,2005）の
意味も含まれている。 
本研究は,カリキュラムマネジメント論上で,学校保健活動のカリキュラムマネ
ジメントを捉え直し,学校経営の改善,言うなれば組織的に経営する視点がカリキ
ュラムの効果性を高める上で,相乗的に結果を生むことに意義がある。    
教育課程経営の理論的実践的基盤は，戦後民主化の時期のカリキュラムブームに
さかのぼる。この時期においては，教育経営の「条件系列」「内容系列」の両者が
原始的なかたちではあったが，動態的なものとして作動し，またそれが広く認識
されてきた時期であった 12（生嶌，2000）。 
教育課程経営論の特徴として田村(2005)を引用する 13と次のように整理される。 
①学校の教育目標の具現化を目的とする。 
 ②単位学校を主体とした組織的な取り組みである。 
③教育課程を PDS サイクルによって動態化する。 
④教育活動と条件整備（経営）活動とを対応関係としてとらえる。 
⑤教師を授業者およびカリキュラム･メーカーとしてとらえる。 
1998年以降，「学校課程経営」の用語との併用あるいは単独で，「カリキュラム
マネジメント」の用語が使用されるようになった。「カリキュラムマネジメント」
というカタカナ用語を使用するのには理由がある。それは，「教育課程」の用語は，
わが国の学校においては，伝統的に，年度初めに教育委員会へ提出するために書
かれる届け出用紙を想起させるからである。これに対して，「カリキュラム」の用
語を使うことで，教育課程の計画・実施・評価までをも含めたトータル的な過程
を表すことを意図してのことである 14（田村 2004，2005）。  
中留は，教育課程を学校改善の中心的領域と捉えた上で，その実証においては，
学校分化組織論の視点を援用し，そこにおける阻害要因と促進要因とを比較検討
する方法により，学校現場に導入可能な教育経営の理論構築を試みてきた。中留
は，学校改善を「個々の学校が子どもの行動変容に対応した教育の目標をよりよ
く達成するために，学校内外の支援を得ながら，なお固有の自立的な社会的組織
体として，学内外の諸案件を開かれた共働によって改善していく活動である」と
定義した 15。また，カリキュラムマネジメントを「各学校が教育目標の達成のた
めに，児童・生徒の発達に即した教育内容を諸条件とのかかわりにおいてとらえ
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直し，これを組織化し，動態化することによって一定の教育効果を生み出す経営
活動である」と定義づけた 16(中留,田村,2004)。 
その一連の研究は，学校文化と関わって，「学校改善の過程を教育課程経営に
限定」した校長のリーダーシップ論として展開した 17(中留,2005)。これに関して，
「教育課程経営研究の展開の延長戦上に教育的リーダーシップを位置づけたとい
う意味をもつ」18 と生嶌(2000)は総括している。このように，教育経営学におい
て，学校組織文化の概念の導入は本来，教育課程経営において，教授＝学習領域
の協議のそのものが，分析対象として浮上させたことをも意味する。すなわち，
学校組織への着目が，文化という概念において進化し，学習の内容領域をも可変
的・動態的なものとして，組織におけるそれと一体のものとして認識されたと 19，
生嶌(2000)は論じている。 
このように，日本においては,カリキュラムマネジメント論は教科教育において
は中留を中核として論ぜられてきた。しかし,学校保健活動においてのカリキュラ
ムマネジメントは論じられてはいない。また学校保健系統の学会では,日本学校保
健学会,全国養護教諭研究会,日本看護学会などの過去 10 年間の学会誌を中心に
学校保健活動の保健室,養護教諭,学校保健組織活動に焦点化した論文や先行研究
を総括しても教育経営学や教育方法学のそれぞれに独立した論説は散見はあるも
のの本研究のようにカリキュラムマネジメントの理論と実践とを融合させ協働性
のある研究は,いまだ論じられてはいない。 
学校組織の中で「特色ある学校保健づくり」を目指して，①学校経営と保健室
経営の関係性，②学校文化と保健室における養護教諭の経営機能に焦点をあてて，
佐賀県内の養護教諭がどのような組織文化の中で教育活動に取り組んでいるかを
調査し検証することにより，保健室マネジメント改善のための方策を探求するこ
とを目的とする。 
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第１章   学校保健活動のカリキュラムマネジメントに関する理論 
１理論研究    （・PDCA サイクル） 
２保健室のカリキュラムマネジメント 
P D C A P´ 
学 校 経 営 
 C 
A 
P 
D 保健室経営 
学級経営 事務室経営 
(2)  学校ｶﾘｷｭﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄと保健室ｶﾘｷｭﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(図１)の関係性 
図１ 学校カリキュラムマネジメントと保健室カリキュラムマネジメント構造図 
 
学校経営は「各学校が教育目標の達成のために，児童・生徒の発達に即した教育
内容を諸条件とのかかわりにおいて捉え直し，これを組織化し，動態化することに
よって一定の教育効果を生み出す経営活動である」と定義づけられた20(中留.田村
2004)。学校経営の目的は，「学校の経営計画の策定に際しては，教育目標と経営目
標を区別した上で，両者の構造的関連をはかること。教育目標は，教職員の参加と
共通理解のもとに，学校教育の３つの領域，すなはち教科・道徳・特別活動とその
授業場面について，また学校・学年・学級・児童生徒という段階を追って，具体的
かつ明確に設定されなければならない。さらに，かかる設定目標については，保護
者にも理解してもらう必要がある。経営過程では分掌する公務についての適材配置
と過重負担解消などの合理化の原理と，教職員の積極的な参加を可能にする民主化
の原理にそった組織を編成して機能させることが必要である。学校の経営過程の評
価においては，その評価結果が教員が行う教育指導の改善や学校経営の改善に役立
つような評価方法を工夫することと，全職員を経営評価に参加させることが重要で
あると述べている21(佐藤,2000)。また，中留の一連の研究は，学校文化と関わって，
学校改善の過程を経営研究に限定した校長のリーダーシップ論としても展開した22 
(中留，2005)。これに関して，教育課程経営研究の展開の延長戦上に教育的リーダ
ーシップを位置づけたという意味をもつ23 (生嶌，2000)と総括している。具体的に
は，校長は学校教育目標を達成するために，学校経営の運営構想を明示し，当該年
度の学習指導，保健指導，生活指導，進路指導，学校運営などの具体的な目標と方
策を策定して，教職員全員が目標に向かい協働体制を確立し，その成果を評価して
結果を公表することである。教育活動の展開のためには学校全体の計画書が必要で
あり，学年経営計画，学級経営計画，学校保健計画，学校安全計画および保健室経
営計画など児童生徒の実態に即した単年度計画を作成して実施し，教育目標の具現
化を図ることが必要である。保健室経営においては，多様化した児童生徒の心身の
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生 徒 保護者(地域) 教職員 
教育学的知見 
(1)学校保健 
学習論 
・保健学習 
・保健指導 
 
医学的・心理学的知見 
(2)保健管理 
・心身の健康課題 
 の対応 
・特別支援関係 
組織活動的知見 
(3)生徒会活動 
(健康づくリ部) 
・生徒主体の自治
活動 
 
関係諸機関 
保健室経営（養護教諭） 
２月（D:H22 の実践）   （P:H23 の計画立案） 
３月（C:H22 の評価反省） （D:H23 の一部計画修正・実践） 
４・５・６月   
     ７月           （CA:学校保健委員会開催） 
     ８月           （P′：学校保健委員会→補正の時期） 
9/10/11/12/1 月          
         ２月           （D:H23 の実践） （D:H24 の計画立案） 
     ３月           （C:H23 の評価反省）（D:H24 の一部計画修正・実践）                 
問題解決への流れ 
健康課題の設定 
課題解決のための計画 
 
・学校保健年間計画 
・保健室経営案 
・具体的な細案 
問題解決
への実践 
昨年度の評価・反省 
子どもの健康実態 
子どもの健康情報 
子どもに関す
る社会の情報 
 
望ましい子どもの健康像 
教育に関する情報 
（C） 
（A） （P） 
（D） 
健康課題を解決し，健康づくりを推進するためには，学校経営に学校保健を明確に
位置づけ，計画的・組織的に学校保健活動を推進できるようにすることが重要であ
る。保健室は，保健管理，保健指導，組織活動等，学校保健のセンター的役割がい
っそう求められる。 
図１-1  １年間における「CAPD」サイクルの具体図 筆者作成2008 
図 1-2 実践事例校における課題解決「CAPD」サイクルモデル 筆者作成 2008 
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日本における「カリキュラムマネジメント」の理論は「教育課程経営」という名
で高野桂一が体系化したものである。その背景には,経営を「組織化の過程」と考え
る立場を，（management process or cycle）を基底においている 24(中留,1983)。  
学校カリキュラムマネジメントにおける学級・学年の教育課程は，１年間の期間
で，４月から翌年の３月に(Ｐ)→(Ｄ)→(Ｃ)→(Ａ)サイクルで経営する。しかし，
保健室経営においては，大きくは，前年度の１・２月に(Ｃ)評価と(Ａ)修正をし，(Ｐ)
計画を立て，(Ｄ)実行するサイクルを設定する。そのサイクルを短期にも中期にも
活用する(図 1-1)。 
①Ｐ：内容－方法上の系列の基本作業として，特色あるカリキュラムづくりの「基
本構想」を構築し，その年間指導計画までを作成すること。この時の重要な戦略
のひとつに，内容―方法上の「関連性」を持たせる工夫が必要である。  
②Ｄ：学年，教科，学級レベルでのカリキュラムマネジメントである。指導体制，
個に応じた指導の工夫，地域との連携による授業づくりの工夫，その他授業の条
件づくりに関する多様な支援の在り方に配慮する。単元開発から授業づくりに至
るまでの過程における内容，方法上の関連性とそれを支える教師間の協働性につ
いて焦点化する。  
③Ｃ：途中で成果を測定・評価する。  
④Ａ：必要に応じて修正を加える。 一連のサイクルが終わったら，反省点を踏まえ
て再計画へのプロセスへ入り，次期も新たなＰＤＣＡサイクルを進め 
る。また，実践事例校では，保健室等での個人指導では，個別の短いスパンの「CAPD」 
がスパイラル化し広がりと深まりを持つ。 
さらに，保健室カリキュラムマネジメントと学校カリキュラムマネジメントの関 
係を図 1-3 に示す。上記の図 1-1 は，「一年間の年間計画の CDPA サイクル」を図式
化したものである。また，図 1-2 は，「保健室の課題解決の流れ」を具体的に図式
化したものである。このような図 1-1と図 1-2 を背景に図 1-3では，保健室の日常
の業務等をカリキュラムマネジメントすることは最大の使命であるが，その保健室
カリキュラムのマネジメントの quality を挙げるためにはさらに，養護教諭の資質
の向上を図る必要がある。保健室経営案を確実に作成し業務遂行する。また，養護
教諭の配属が，各学校に一人であれば，近隣の養護教諭または地区や県の研修会の
折に示唆を受け業務が滞ることなく，勤務経験による業務の濃淡が無いようにする。 
そして，保健室のカリキュラムマネジメントが学校カリキュラムマネジメントへ 
と繋ぎながら学校全体の活動の改善の一端を担うことができ，動的な相乗関係が生
まれるのである。 
  中留は，カリキュラムマネジメントについて「学校をカリキュラムによって改善
していくには，組織(ストラクチュアー)よりもむしろ文化を変えていく事のほうが
重要である」とも述べている 25)(中留 2005)。 
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図 1-3 保健室カリキュラムマネジメントと学校カリキュラムマネジメントの関係図 筆者作成 2013 
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保健室経営に関しては，子どもの心身の健康を守り，安全・安心を確保するため 
に学校全体としての取組を進めるための方策について「中央教育審議会答申」26 
(2008，1，17)において次のように述べられている。子どもの健康づくりを効果的に
推進するためには，学校保健活動のセンター的役割を果たしている保健室の経営の
充実を図ることが求められる(図 1-4)。 
そのためには，養護教諭は保健室経営計画を立て，教職員に周知を図り連携して 
いくことが望まれる。また，養護教諭が充実した健康相談や救急処置などを行うた
めの保健室の施設設備の充実が求められる。これは，教育に必要な執務として一義
的に，教育に帰結する執務として「管理経営的機能」を有すると考えられる(図1-1)。
そこで，学校保健の保健室経営の充実を図るためには，新たに養護教諭の「創造性」
や「協働性」などが必要である。 
一方，日本における保健室経営に関する先行研究では，保健室経営の調査から，
「養護教諭は保健主事と連携しながら保健室経営を展開していくことが望まれる」，
「養護教諭は学校保健活動の中心となってはいるが，今新ためて「管理者」として
の意識を持つことが求められる。」27 (大野，2008)の視座から，保健室経営では，
「校長目線」「子ども目線」28 (藤井，倉本，2007)および「保護者目線」「教師目
線」「養護教諭目線」の要素が必要である。 
さらに，研究の残余部分であった医学的知見，教育学的知見，心理学的知見を社
会・組織システムとして統合する必要がある。 
 
第２節 保健室カリキュラムマネジメント 
(1)  学校文化と保健室経営 
教育経営学においては，1980年代以降，組織文化研究が発展した。教育経営学に
おいては，個人の価値志向を変えるのは難しいが，組織の文化は変革可能であると
考える視点から，組織文化を経営対象と捉えている29 (田村，2005)。高野，小泉ら
の教育課程経営論は人間関係論を展開しているが，中留がカリキュラムマネジメン
ト論において着目した学校文化は，人間関係に限定せず，「学校成員のものの見方・
考え方」といった，より広範囲の価値・認識形態・行動様式を含む概念であり，こ
れをマネジメントの重要な対象としたことは新しい発想である30(田村，2004 p.39)。 
組織体としての学校の深層部分に一人一人の子どもの個性を生かす学校文化が教育
課程経営といかに連動しているかという発想に立った研究が今日期待されている
31(田村，2004；中留，1997)。 
中留は，E.H.ScheinやT.E.Dealの考察を踏まえて，学校文化を「各学校に固有の
ものとして形成されている規範，価値，信念や行動様式などの認識枠組み」と定義
づけている。 
このような学校文化には，顕在化(explicit)した文化と目には見えにくいが 潜在
化(latent)した文化がある32(中留，1996)とも述べている。これは，ここでいう認識
枠が大方の構成員にとっては「ごく当然のもの(こと)」として根付いているためで，
「目に見えにくい」もの，例えば風土とか雰囲気(エトス)というものも，射程に入
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れているからである33(出，2008)。中留(1998)は，学校文化に関して，次の４つの下
位文化に分類している。①教員文化，②組織文化，③児童・生徒文化，④教育課程
文化である34(中留，1998)。 
① 教員文化は，大きな特色としては，同僚との調和志向が挙げられる。仕事は組
織間・個人間のバランスを保持してこそ進むという日本の大方の組織にも共通す
る伝統的な文化観である。 
② 組織文化は，日本の学校における行動様式の特色としては，職員会議に見られ
るようなボトムアップとしての運営組織である。また，教授組織においては，教
科，生徒指導の双方の役割を前提にしている。さらに研究組織では，校内研修の
ように，ウチに向かって凝集性を強めている組織文化があるといえる。これは，
全人的・調和的発達観を教員が持っており，一人複数役の校務分掌となっている。
従って，ボトムアップを重視した人間関係のかたちのほうが好まれる。 
③ 児童・生徒文化は，学級文化として説明することができる。日本における学級
文化は，全人的・調和的発達観に立った生活文化がベースであり，これは教科と
生活を統合させた文化である。特に小学校においては，１日中ほぼ同じ仲間であ
り，個性を生かすにしても集団の中で，集団を通して，それを行う文化を重視す
る。しかも，学級集団内でも，学級間でも，できるだけ歩調を合わせようとする
横並びの文化である。 
④  教育課程文化は，日本の場合，伝統的に共通性(画一性)の文化を保持している。 
しかし，教育課程の基準としての学習指導要領は，今日一方において教育の量的 
拡大と形式的平等主義において生じてきた教育の画一性と硬直性を前にして，一 
連の教育改革における個性・創造性という面からの一定の修正(改革)を要請され 
ている。そこにおいては，偏差値学力や受験戦争を是正し，個性を尊重するとい 
うかたちでの国民的な合意を形成しつつ，新しい意味での教育課程基準が要請さ 
れている35 (出，倉本，2008)。 
これらの学校文化はまた同様に保健室にもあてはめることができる。保健室にお 
いては，このような学校文化(①②③④)のなか，養護教諭の業務遂行のためには，
これら関係者との協働を最も重んじる必要がある。また，教員や児童・生徒などの
心身の健康の保持増進および健康問題の解決にあたって，組織的に対応し，関係機
関や関係者と協働して効果的な解決を図らなければならない。これらを充当するた
めには，養護教諭の保健室経営機能としては，各個人の資質はもちろんであるが，
リーダーシップとコーデｲネーター的役割を担う必要がある(図1-5参照)。 
 
(2) カリキュラムリーダーシップに視点をおいたカリキュラムマネジメント 
    最近のリーダーシップの条件適応理論などは現場即応的な実践的研究の性格をも 
った理論として校長，教頭，主任らの学校指導性研究にも活用できる可能性を持っ 
ている。リーダーシップというものは，従来のような固定的(権威主義とか民主的ス 
タイル)なものでなく，リーダーのおかれた状況に応じて変化するものであることが 
望ましいという立場にあるこの条件適応の理論の大きな特色は，指導者の人間への 
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関心と課業への関心とともに，さらに部下のマチュリチィ(成熟)の度合い(高から低 
までの四段階)に応じて，リーダー行動の効果的スタイルが決まるという仮説に立っ 
ている。たとえば指示を多く与え，人間への関心をほとんどもたないリーダー行動 
は，課業の方法を一方的に教え込む「教示的」なリーダー行動のスタイルだとされ 
る。そして，これとは全く逆に人間への関心をほとんど示さずに，さらに指示をも 
ほとんどしないリーダー行動を「委任的」としている。この２つのリーダースタイ 
ルの間に２つのスタイル(説得的，参加的なリーダー行動)があり，合計４つの類型 
化がなされている。こうした視点は部下の成熟度合いというリーダーのおかれた条 
件によって，リーダーの行動(四類型)が変わってくるほうが効果的ということにほ 
かならない。この点は，学校指導者が所属の教職員の経験年数別(経験年数による職 
能成長を認めることを前提にする)による指導の在り方を変えることが効果的とい 
うことを示唆する 36（中留 1993）。 
 
 (3)  リーダーシップ・アプローチと保健室経営 
      倉本は，アメリカにおけるカリキュラムマネジメント論の構成要素となり得る各
分野の先行研究を次の５つに総括している。それは，①カリキュラム開発論にみる
カリキュラムマネジメント，②組織改善論とシステム論との関係性にみるカリキュ
ラムマネジメント，③学校改善論(School Improvement)にみるカリキュラムマネジ
メント，④「学校に基礎を置く経営」(School Based Management 以下 SBM) / 「効
果的学校」(Effective School)にみるカリキュラムマネジメント，⑤学校文化論
(School Culture)とリーダーシップ論(Leadership)にみるカリキュラムマネジメン
ト，というものである 37(倉本,2008)。 
     第 1 にカリキュラム開発論とは，「カリキュラム設計」(Curriculum Design)・「カ
リキュラム実施」(Curriculum Improvement)・「カリキュラム評価」(Curriculum 
Evaluation)で構成されている。アメリカでも日本同様に，カリキュラム開発を支援
する条件整備としてのマネジメント活動は，カリキュラム開発活動に必然的に包含
された活動である。 
   第２に組織改善論とシステム論との関係性においては，一般的に組織には定着し
た行動や固有の状態があるが，それを発展的に組織改善していくためには柔軟な変
化を受け入れる革新性が必要となる。組織改善において，組織構成員の緊張状態は
必要であり，保守的な安住性は改善志向にとって一種の阻害要因となってしまう。  
そこで，組織改善が可能となるためには，組織リーダーが改善志向に関わって，
ビジョン・目標・具体的計画に関するストラテジーを明確化し，同僚文化の範囲内
でリーダーシップを発揮することが鍵となる。組織改善のストラテジーを実行して
いくことが肝要である。これを学校組織の改善過程に着目すると，学校経営過程に
民主性を反映することである。このことは,「経営への民主的参加と民主的組織開発」
を促すことが意図されているおり，学校組織マネジメントサイクルに教師・父母・
生徒・コミュニティが協働して関与参加することで，その教育目標の共有度を上げ，
協働システムを潤滑にしていくストラテジーである。また，システム理論と学校改
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善論の関係性において，システムとは，環境に対して開放的であり，その環境との
相互作用を行うものである。よって，そのシステムとは，新たな局面で継続的進化
を遂げることを通した問題解決性によって，質的な向上を図れる。 
第３に学校改善論とは，「学校経営と学校改善過程論」と「受容能力と職業的開
発」の視点から分析している。つまり，学校組織の改善性を志向する各営みにおい
て組織構造を経営する条件整備の潜在的能力を高めることであり，カリキュラム開
発・経営との関係性で捉え直せば，いわゆる，学校改善の中心に位置づくカリキュ
ラム開発の全体的能力のことである。 
  第４に，効果的学校では，学校経営の中心がまずは授業経営・学校経営にある。
そこでは批判的思考力・問題解決能力，そして全生徒に対して高い期待がかけら 
れている。また，「学校に基礎をおくカリキュラム開発」(School Based Management) 
では，各学校単位で当該学校区から可能な限り自主・自立し人事権・予算権・自主 
的なカリキュラム開発を主体的にできる新たな形態の学校改善論である。 
 第５に，学校文化論とリーダーシップ論である。これは，本研究の根幹をなすも
のであり，今後の研究の中心的な課題となるものでもある。まずは，リーダーシッ
プ論とカリキュラムマネジメントの関係性であるが，リーダーシップの類型化論は，
国内外で研究も多く進んでいるため多種多様である。日本においては，T, E. Deal & 
K, D. Peterson の『学校文化を創るスクールリーダー』などが紹介されている。そ
の中には校長のリーダーシップスタイルを学校の組織構造に配慮した「技術的リー
ダーシップ」「文化的リーダーシップ」に大別し，そのバランス志向が課題であると
整理されている。さらに中留は，この２つのリーダーシップスタイルの媒介となる
のが「教授的リーダーシップ」であり，この３つが学校改善の鍵となるとしている
ことは先述の通りである。 
また，学校文化とカリキュラム開発は，単位学校の内外の構成員である教職員・
父母・生徒・コミュニティに共通する規範，価値観，信念によって占められ，これ
が時間的経過によって学校独自の固有な伝統や主流となる組織的な行動様式を生み
出している。そこに異なる信念が混ざり合う際に，その信念を新しい形で分かち合
い，それが生徒への授業思想へと反映されていく。 
さらに倉本は,残余部分として，４つの点を挙げている 38(倉本,2008)。 
第１に，カリキュラムマネジメント論は，各項目において部分的には論じられて
いるが，全体構造性を把握する理論は未だ存在していない。 
第２に，特定のカリキュラム内容・領域を分析視点として具体的に特化したカリ
キュラムマネジメントの全体構造の態様を構築しようとする研究動向も皆無である。 
第３に，学習者の児童・生徒の教育的効果を論証する視点も抜け落ちており，カ
リキュラムマネジメント論のアウトプット要素が研究上の課題となっている。 
第４に，カリキュラムマネジメント論の先行研究にシステム論の見地から「境界
線論」は登場したものの，あくまで単位学校における組織改善論が中心であり，コ
ミュニティーに基盤を持つコミュニティー・エージェンシー(Community Agency 以
下 CA)などの学校外組織が学校組織内部に如何に関わり効果を上げるのか，とりわ
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け，カリキュラム開発分野への貢献をどのように進めていくか等についても問題意
識が薄いと言わざるを得ない，と倉本(2008,P71)は述べている。 
これらの残余部分に関しては，本研究にも参考になるところが多くカリキュラム
リーダーシップ論を考える場合，ある意味重要な示唆であろうと解釈している。 
   図1-4 森山・倉本2012,『小中一貫教育におけるアクションリサーチの研究-カリキュラムリーダーシ
ップの研究-』p.83図1-12 一部加筆 筆者2014  
 
(4)  リーダーシップ・コーデｲネーター 
上述したカリキュラムリーダーシップ論は，学校経営を運営する学校長に焦点化
して論じた。これらは保健室経営を運営する養護教諭とそのまま置き換えることが
可能であると考える。そう考えたときにここで述べるリーダーシップ論をコーデｲ
ネーター論とする。コーデｲネーターとは，企業や集団において，いろいろな要素を
統合したり調整したりして，１つにまとめ上げる係りである。リーダーシップをと
る人とコーデｲネーターは，学校経営においては校長であり，保健室経営においては
養護教諭といえる。今日，教育経営学においては「カリキュラムを誰が創りどう動
かすのか」という理論やシステムの構築は多くの研究がなされている。しかし,保健
室マネジメントの立場から保健室経営が「教育開発的機能」39 (倉本，2007)を果た
 25 
 
     保健室の機能 
学校保健活動のセンター的機能 
(場としての機能) 
①健康診断，②健康相談，③保健指導， 
④救急処置(休養を含む)，⑤発育測定 
⑥保健情報センター，⑦保健組織活動 
 
養護教諭の職務 
(専門領域における主な内容) 
 
①保健管理，②保健教育 
③健康相談，④保健室経営 
⑤保健組織活動 
し，養護教諭が創造性,協働性,積極性をもち，リーダーシップとコーデｲネーター的
役割を果たし積極的に学校経営に参画することにより学校機能が活性化するであろ
う教育方法学の研究は残余部分である。 
本研究では，各学校で養護教諭の役割は必ずしも統一されていない現状(保健室運
営が中心となっている養護教諭，授業に取り組むなどコーディネーター的な役割を
担っている養護教諭)を問題点の中核として取り上げ調査した。(詳細は第２章で述
べる) 中教審答申では，「学校保健に関する学校内の体制の充実」を養護教諭の視
点から次のように述べられている 40(中教審答申,2008)。 
①  養護教諭は，学校保健活動の推進に当たって中核的な役割を果たしており，
現代的な健康課題の解決に向けて重要な責務を担っている。     
②  子どもの健康づくりを効果的に推進するためには，学校保健活動のセンター
的役割を果たしている保健室の経営の充実を図ることが求められている。 
そのためには，養護教諭は保健室経営計画を立て，教職員に周知を図り連携して 
いくことが望まれる。保健室経営計画とは，当該学校の教育目標および学校保健の
目標などを受け，その具現化を図るために，保健室の経営において達成されるべき
目標を立て，計画的・組織的に運営するために作成される計画のことである。 
また，保健室の機能は，中教審答申に示されているように，学校保健活動のセン 
ター的機能として統括することができる。「場」としての機能として整理すると， 
学校保健安全法第7条（保健室）に示されている「健康診断」，「健康相談」，「保
健指導」，「救急処置」に加え，「発育測定」，「保健情報センター」，「保健組
織活動センター」などの機能（役割）がある(図1-6)41(中教審答申,2008)。 
保健室経営を実施するに当たり，養護教諭は保健室の機能（役割）や養護教諭の
職務（役割）を十分考慮した上で，保健室経営計画（課題解決型）を立て，教職員
や保護者などに周知を図り，理解と協力を得て組織的に運営していくことが求めら 
保健室経営を実施するに当たり，養護教諭は保健室の機能（役割）や養護教諭の
職務（役割）を十分考慮した上で，保健室経営計画（課題解決型）を立て，教職員
や保護者などに周知を図り，理解と協力を得て組織的に運営していくことが求めら
れるのである。 
             図 1-5  保健室の機能と養護教諭の職務『日本学校保健会』  
 
 
 26 
 
第３節 考 察 
ここまで，教育経営学的側面から，教育課程経営（カリキュラムマネジメント），保健
室経営（カリキュラムマネジメント），学校文化論，養護教諭のコーデｲネーター的役割
について，断面的にではあるが整理してきた。カリキュラムマネジメントに関しては，   
1998年教育課程基準の大綱化・弾力化と学校の自主性・自立性の確立を背景に，学校
現場では関心の高い領域である。その構成要素の一領域として，学校文化論や養護教諭
のコーデｲネーター的役割について，十分ではないがその概略を把握することを試みた。
しかし今日，教育経営学においては「カリキュラムを誰が創りどう動かすのか」という
理論やシステムの構築は多くの研究がなされている。保健室マネジメントの立場から保
健室経営が「教育開発的機能」を果たし，養護教諭が創造性,協働性,積極性をもち，リ
ーダーシップとコーデｲネーター的役割を果たし積極的に学校経営に参画することによ
り学校機能が活性化するであろう教育方法学の研究は残余部分である。 
そこで，第２章において，養護教諭の学校保健における養護教諭の経営機能に焦点化
し，養護教諭制度の沿革と職務内容，養護教諭の職務内容および実際，兼職発令につい
て，中学校(含事例校の概要)(アンケート調査)など，養護教諭の経営機能に特化したカ
リキュラムマネジメントについて教育方法学の詳細を側面から述べる。 
 
《 注 》 
(1)  中留武昭（2005）「教育課程行政の裁量とカリキュラムマネジメントに関する実証的
研究経営研究」『教育課程基準の大綱化・弾力化と学校の自主性・自律性との関連
性を規定する要因の研究』平成 14-16 年度 科学研究費補助金 基盤研究
(B)(1),p.1。 
(2) 田中統治(2005)「確かな学力を育てるカリキュラム・マネジメント」『教職研修 6
月号増刊』教育開発研究所,ｐ.55。 
(3)  田村知子（2005）「カリキュラムマネジメントのモデルの開発」『日本教育工学会論
文誌』第 29 号，日本教育工学会,p.5。 
(4)  中留武昭（2005）「教育課程行政の裁量とカリキュラムマネジメントに関する実証的
研究経営研究」『教育課程基準の大綱化・弾力化と学校の自主性・自律性との関連
性を規定する要因の研究』平成 14-16 年度 科学研究費補助金 基盤研究
(B)(1),p.2。 
(5)  『中央教育審議会答申』文部科学省 2008,1,17。 
 (6)  中留武昭（2005）「教育課程行政の裁量とカリキュラムマネジメントに関する実証
的研究経営研究」『教育課程基準の大綱化・弾力化と学校の自主性・自律性との関
連性を規定する要因の研究』平成 14-16 年度 科学研究費補助金 基盤研究
(B)(1),p.3。 
(7)  高野圭一（1998）『教育課程経営の理論と実際―新教育課程基準を踏まえ―』教育開
発研究所,p.7。 
(8)  高野圭一（1998）「教育課程経営・授業経営の科学化とは何か」高野圭一編『教育課
程経営の理論と実際―新教育課程基準を踏まえ―』教育開発研究所,p.8。 
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(9)  中留武昭・田村知子(2004)『カリキュラムマネジメントが学校を変える』学事出
版,p.4。 
(10)  中留武昭（2005）『教育課程行政の裁量とカリキュラムマネジメントに関する実証的
研究』教育開発研究所,p.98。 
(11)  法解釈学的アプローチには，行政的なものと，教育法などの教育条理的なものに分 
けられる。また，社会学的アプローチとは，法的視角を重視しながらも，教育条理
解釈を手掛りに現実の法規を教育的社会関係において，実証的，法則的に究明して
いくものである。（中留,1983） 
(12)  生嶌亜樹子（2000）「総合的学習のカリキュラムマネジメントに関する考察―研究主
任の経営機能に焦点をあてて―」，九州大学大学院人間環境学研究科修士論文,p.15。 
(13)  田村（2005）は以下の文献をもとに，各論者による定義から整理を行っている。 
・小泉祥一（2000）「教育経営過程研究の分析視角」，日本教育経営学会編，『教育経
営研究の理論と軌跡』（教育の経営 5）。 
・高野桂一（1989）『教育課程経営の理論と実際―新教育課程基準を踏まえ―』，教   
      育開発研究所。 
・中留武昭（1984）『戦後学校経営の軌跡と課題』，教育開発研究所。 
(14)  田村知子（2005）「カリキュラムマネジメントのモデルの開発」『日本教育工学会論
文誌』第 29号，日本教育工学会。 
(15)  中留武昭（1998）『学校文化を創る校長のリーダーシップ―学校改善への道―』，エ
イデル研究所,p.100。 
(16)  中留武昭・田村知子(2004)『カリキュラムマネジメントが学校を変える』学事出
版,p.16。 
(17)  カリキュラムマネジメント研究が盛んに行われるようになった背景には,1998(平成
10)年の教育課程基準の改訂による教育課程の大綱化・弾力化や同年の中教審答申
「今後の地方教育行政の在り方について」による学校の自主性・自立性が認められ
たことが挙げられる。また,教育課程経営なる用語を使ってきた時代とは異なる経営
環境であることから,中留は教育課程経営を捉えなおした。(中留,2005) 
(18)  生嶌亜樹子（2000）「総合的学習のカリキュラムマネジメントに関する考察―研究主
任の経営機能に焦点をあてて―」，九州大学大学院人間環境学研究科修士論文。 
(19)  同上書。 
(20)  中留武昭・田村知子(2004)『カリキュラムマネジメントが学校を変える』学事出版。 
(21)  佐藤 全(2000)『教育経営研究の理論と奇跡』日本教育経営学会,p.16。 
(22)  中留武昭・田村知子(2004)『カリキュラムマネジメントが学校を変える』学事出版。 
(23)  生嶌亜樹子（2000）「総合的学習のカリキュラムマネジメントに関する考察―研究主
任の経営機能に焦点をあてて―」，九州大学大学院人間環境学研究科修士論文。 
(24)  中留武昭（1983）「教育経営研究の系譜」『日本教育経営学会紀要』第 25号日本教育
経営学会,p.8。 
(25) 中留武昭（2005）「教育課程行政の裁量とカリキュラムマネジメントに関する実証的
研究」『教育課程基準の大綱化・弾力化と学校の自主性・自律性との関連を規定する
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要因の研究』(最終報告書),p.181。 
(26) 『中央教育審議会答申』文部科学省 2008,1,17。 
(27)  わが国の教育経営学における校長研究の萌芽は，一般的な見方では戦後新教育制度
の見直しが始まり，校長職務をめぐる論争が激しく展開された 1950 年代中頃で，初
期の校長の職務分析の行動科学的研究に端緒を持つ。（大野，1984） 
大野（1984）は，それ以降の，今日の文化的リーダーシップ論に至るまでの理論上，
実証分析上の特質の経過をまとめている。 
(28)  藤井，倉本哲男(2007)「義務制学校における学校事務職員についての一考察―開発
的学校事務職員を志向して―」,佐賀大学教育学研究科修士論文。 
(29)  田村知子（2005）「カリキュラムマネジメントのモデルの開発」『日本教育工学会論
文誌』第 29 号，日本教育工学会。 
(30)  田村知子（2004）「カリキュラムマネジメントの構成要因の研究―国際理解教育を事
例として―」「九州大学大学院教育学コース院生論文集」第 4号，九州大学,p.39。 
(31)  中留武昭・田村知子(2004)「カリキュラムマネジメントが学校を変える」学事出
版,p.29。 
(32)  中留武昭（1997）「学校経営研究の功罪」，『日本教育経営学会紀要』第 38号，日本 
教育経営学会。 
(33)  出 明理,倉本哲男(1981)「小学校英語活動のカリキュラムマネジメントに関する 
考察-研究主任の経営機能に焦点をあてて-」佐賀大学教育学研究科修士論文,p.14。 
(34)  中留武昭（1998）『学校文化を創る校長のリーダーシップ―学校改善への道―』エイ
デル研究所,p.37。 
(35)  出 明理,倉本哲男(1981)「小学校英語活動のカリキュラムマネジメントに関する 
考察-研究主任の経営機能に焦点をあてて-」佐賀大学教育学研究科修士論文,p.16。 
(36)  中留武昭（1993）『学校改善ストラテジー―新教育課程経営に向けての発想の転換―』
東洋館出版社,p.312。 
(37)  倉本哲男（2008）『アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの研究：サービス 
ラーニング（Service-Learning）の視点から』ふくろう出版,p.35。 
(38)  同上書,p.150。 
(39)  同上書,p.167。 
(40)  中教審答申（2008.1）。 
(41)  中教審答申（2008.1）。 
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第２章 学校保健における養護教諭の経営機能に関する理論的考察 
 
学校保健を運営するにあたり，学校教育における養護教諭のあり方についての諸提言
を整理し体系化する必要があることである。体系化にあたっては佐賀県の事例を述べる。 
 
第１節 養護教諭の概念 
養護教諭は「養護訓導」という職制が敷かれて身分的に保障され，正規な教員として 
学校内に位置づけられる以前は（学校衛生婦（看護婦））の時代であった 1(三木,2000)。
「勅令を出させるということは，難しいものである。衆議院をようやく通過させ貴族院
の難関をやっとくぐりぬけ，もうひとつ上の枢密院の諮詢を得て，初めて「養護訓導」
の勅令が発布されたのが 1941年(昭和 16年)であった。それでやっと，教育公務員とし
て正式に教員の身分を確保したのである」２(南,1949)。 
また，南氏は当時を振り返りこうも述べている。「当時の教育社会に大きな希望を持っ 
て飛び込んだものの，身分の確立していないための様々な不合理にまず驚き，身分確立
を求めて未曾有の国会闘争へと挑み１２年間の苦闘の日々を過ごすのであると」
3(南,1949)。当時の状況から考えれば，無暴とも言える容易ならない運動を，孤立無援
の中から歩み始めたのが 1929年(昭和４年)であった。 
「戦後は，教員の身分は勅令ではなく衆参両院の国会で，法律として決められるが，当 
時は，兵役，納税，教育は国民の三大義務として厳守させられた。判任官待遇も特に与
えられていた。大切な兵隊さんをつくる任務が，知ると知らざるにかかわらず科せられ
ていたのである。一国の教育，特に師範教育のなかには，学校保健の重要性はおろか，
予防教育の域には手がほとんどつけられていなかった。いわゆる保健については，未開
の国であった。従って，学校看護婦の苦労は一通りではなかったのである。出世主義教
育のはびこるなかでひたすら保健に携わる者たちの身分は低く，また，一般の看護婦に
対する社会通念はそれより低かった。この苦境を自らの手で脱出をはかり，勅令発布に
こぎつけたことは，日本の教育史上にも，世界の教育の現場にも大きな１ページを画し
たものと言えるであろう」4(安藤,1991)。「養護訓導」勅令発布の昭和 16 年といえば，
労働運動のみならず，すべての民主的運動が時の権力に圧殺された「冬の時代」でもあ
ったと言える。そして，終戦を迎え病院には帰らずに，中堅教員研修会などの研修会を
経て各県の教育委員会の位置づけにより，養護教諭として身分が確保されていった。 
 
第２節 養護教諭制度と職務の史的考察  
   (1) 国民学校令の制定(学校看護婦から養護訓導へ)   
国民学校令に規定された学校衛生  
昭和 16 年２月 28日：国民学校令（勅令第百四十八号）を制定公布，同年四月
一日より施行され，これに基づき学校衛生に関し，次の事項が規定された。 
一 児童の養護を掌らしめ養護訓導を置くこと。 
二 身体虚弱，精神薄弱その他心身に異常のある児童にして特別養護の必要ありと
認めるもののために特に養護学級又は養護学校を編制すること。 
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三 大練科体操において衛生を課し衛生上の基礎的訓練を重んじ，漸次その程度を
進め，救急看護などにつき会得せしめ，そしてこれが実行の習慣に導き心身の健
全なる発達をはかること 5(鈴木,2002)。 
 
(2) 養護教諭職務の変遷 
「養護教諭」という職業は，日本が独自に学校内の「養護」をつかさどる教諭と
して位置づけたものである。「学校看護婦」から「養護訓導」へ，さらに「養護教
諭」と名称の改訂と共に子どもたちに関わる業務内容も変遷していった。その変
遷を『日教組養護教諭 30 年史』や『教諭制度 50周年記念誌』などから抜粋し，
筆者が整理し直していった(表 2-1)。 
表 2-1   養護教諭の本務の変遷 
学校看護婦ニ関スル件 養護訓導執務要領 養護教諭の職務 養護教諭の執務 養護教諭 
文部省訓令第二一号 
昭四・１０・２９ 
文部省訓令第一九
号  
昭 17・7・17 
学校保健法解説書 
昭３３ 
荷見秋次郎氏見解 
日本学校保健会養
護職員部会 
昭３９・７・１ 
小学校保健計画実施要項（第
３次試案） 
昭４０・１０ 
学校看護婦ハ学校長，学
校医其ノ他ノ関係職員
ノ指揮ヲ受ケ概ネ下記
職務ニ従事スルコト。 
 学校保健計画の立
案に協力する。 
学校保健計画の立
案に参画する。 
学校保健計画の立案に参画
する。立案のために必要な資
料を提供し，また意見を述べ
るなど計画がより効果的に
立てられるよう努力する。 
校地，校舎其ノ他ノ設備
ノ清潔，採光，暖房ノ良
否など設備ノ衛生ニ関
スルコﾄ。 
学校設備ノ衛生ニ
関スルコﾄ。 
学校環境衛生の維
持および改善に関
し，実際的な指導，
助言を行なう。 
学校環境衛生の維
持改善につとめる。 
学校環境衛生の維持改善に
つとめる。 
・維持改善に留意し必要な指
導助言を行う。 
・環境衛生検査の協力。 
・日常校舎教室の換気。 
照明保温など好適状態の
維持に努める。 
・校庭校舎の清潔を保つ計画
を立て実施する。 
学校食事ノ補助 学校給食其ノ他児
童ノ栄養二関スル
事項 
学校給食の施設設
備の衛生とその維
持に関し必要な指
導助言を行う。 
食物の栄養と衛生
に関し指導助言を
行なう。 
学校給食の衛生管
理にあたる。 
学校給食の衛生管理にあたる。 
・施設設備の衛生と維持 
・調理従事者の保健管理 
・保健指導の必要な助言 
・食物の栄養と衛生に関し指
導助言を行い学校給食に
よる伝染病，食中毒の発生
防止につとめる。 
身体検査（学校食事）ノ
補助ニ関スルコト 
身体検査ニ関スル
事項。 
法第６条の規定に
健康診断の準備を
し，実施を補助す
る。 
健康診断の実施計
画に参画し，必要な
検査にあたる。 
健康診断の実施計画に参画
し，必要な検査にあたる。健
康診断の具体的計画に参画
し実施の準備をし実施の補
助にあたる。 
疾病ノ予防，診療の介抱
（消毒，救急処置の及診
療設備ノ整理並ニ監察
ヲ要スル児童ノ保護）ニ
関スルコト 
 
 
 
 
 
疾病ノ予防ニ関ス
ル事項 
児童心身ノ情況ヲ
査察シ養護訓導ナ
医務ニ関スル学校
医学校歯科医ノ指
導ヲ求メルコト 
 
 
 
学校医又は学校歯
科医の指導監督の
下に法第七条の規
定による予防処置
に従事し，保健指導
監督の下に学校に
おける伝染病中毒
の予防措置に従事
する。 
児童生徒又は幼児
疾病の予防管理と
指導にあたる 
 
 
 
 
 
 
 
 
疾病の予防管理と指導にあ
たる。 
・事後措置についてはとくに
学校医，学校歯科医の指導
監督のもとに第七条の予
防措置に従事し，保健指導
に従事する。 
・児童生徒の疾病の発見，健
康観察に従事し疾病異常
の児童に対する保健指導
にあたる。 
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の疾病の発見，健康
観察，予防措置に従
事する。 
 
   
 
 
 
 
安全の管理と指導
にあたる。 
 
安全の管理と指導にあたる。 
・学校の安全管理や安全教育
について校長，保健主事，
一般教師に対し意見をの
べ必要に応じて指導助言
を行う。 
 健康相談ニ関スル
事項。 
法第１１条の規定
による健康相談の
準備をし実施を補
助する。 
 
 
健康相談の実施計
画 
ならびに運営にあ
た 
る。 
健康相談の実施計画ならび 
に運営にあたる。 
・学校医，学校歯科医が直接
あたる。 
養護教諭は相談の対象の
選定，事前調査，準備，相
談の介補，記録の整備，事
後措置にあたる。 
 
    ・その他相談に応じ必要な指
導助言を行なう。 
救急処置 救急看護ニ関スル
事項。 
児童生徒又は幼児
の救急看護に従事
する。 
救急看護にあたる。 救急看護にあたる。 
・学校に傷病者のでたときは
適切な救急看護を行なう。 
 このため救急看護に必要
な器具などを整備する。 
 
監察ヲ要スル児童ノ保
護 
養護児童ノ特別養
成ニ関スル事項。 
身体虚弱，疾病異常
の児童生徒に対す
る保健指導に従事
する。 
  
 
 
 
家庭訪問ヲ行ヒテ疾病
異常ノ治療矯正ヲ結合
シ又ハ必要ニ応ジテ適
当ナル診療機関ニ同伴
シ，或ハ眼鏡ノ調達など
ノ世話ヲ為シ，尚病気欠
席ノ調査，慰問などエオ
為スコト 
 必要に応じ児童生
徒又は幼児の家庭
を訪問し，保護指導
に関し必要な指導
助言を行なう。 
 
 
 
 
 家庭訪問。 
  職員の健康の保持
増進に関し必要な
助言を行なう。職員
の健康観察に従事
する。 
  
学校衛生二関スル調査
並ニ衛生講話ノ補助ニ
関スルコト，身体，衣服
ノ清潔其ノ他ノ衛生訓
練ニ関スルコト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
養護訓導ハ常ニ児
童ノ心身ノ情況ヲ
査察シ特ニ衛生ノ
躾，訓練ニ留意シ
児童ノ養護ニ従事
スルコト 
 
 
 
 
 
 
 
 
下記の健康教育に
協力する。 
一 職員の行なう
健 
康教育 
二 必要に応じて
行なう健康教育 
三 健康教育に必
要な資料，記録な
どの整備 
 
 
 
 
健康教育に協力す 
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
健康教育に対する協力。 
・教師の行なう健康教育に協
力し必要な資料，記録の整
備をはかり，伝染病の流行
など必要に応じ保健教育
を行なう。 
・教師の行なう保健教育とは
救急処置に関する内容で
あって包帯法。止血法，傷
の処置。 
・保健教育に必要な資料，記
録とは，統計，資料，テキ
スト，掛図その他の資料を
蒐集作成しておく。 
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診察設備ノ整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健室の管理整備
に 
あたる。 
 
 
 
保健室の整備につ
と 
めその運営にあた 
る。 
 
 
保健室の整備につとめその 
運営にあたる。 
・設備備品の整備につとめ，
健康診断，救急処置のため
の器具，薬品の管理にあた
る。 
・保健室の書類，記録資料な
どの整備につとめ整理整
頓を行なう。 
  学校保健委員会又
は 
児童生徒保健委員
会 
の運営に協力する。 
学校保健活動に参
画 
しその運営に協力
す 
る。 
学校保健活動に参画しその 
運営に協力する。 
・学校保健委員会，研究協議
に必要な資料の提供。過去
現在の実施状況，問題点な
どを提供する。 
・児童生徒保健委員会研究協
議に必要な資料の提供お
よびその内容について必
要に応じ指導助言を行な
う。 
学校看護婦ハ執務日誌
其ノ他必要ナル諸簿冊
ヲ学校ニ備フルコト 
運動会，遠足，校外教授，
休暇，しゅう落などノ衛
生事務ニ関スルコト 
 健康に関する記録
の 
整備にあたる。 
  
 
 
幼稚園其ノ他ノ教育機
関ニ於テモ本訓令ニ準
拠スルコト 
本訓令ノ実施ニ関シ必
要ナル事項ハ地方長官
ニ於テ適当ニ之ヲ定ム
ルコト 
養護訓導ハ其ノ職
務ニ当リ常ニ他職
員ト充分ナル連絡
ヲ図ルコト 
   
学校看護婦ハ看護ノ資
格ヲ有スルモノニシテ
学校衛生ノ知識ヲ修得
セル者ノ中ヨリ適任者
ヲ採用スルコト，但シ教
育ノ実務アルモノニシ
テ学校衛生ノ知識ヲ修
得セル者ヲ採用スルモ
妨ゲナキコト 
（昭四・１０・２９・文
部省訓令第二一号） 
 
 
 
 
 
 
 第三条 教育職員
はこの法律によ
り授与する各担
当の免許状を有
する者でなけれ
ばならない。 
第四条 免許状は
普通免許状及び
臨時免許状とす
る 
二 四号 養護教
諭免許状 
三 普通免許状は
一級及び二級と
する。 
四 四号 養護助
教諭免許状 
  
出典 6『日教組養護教諭 30 年史』ぎょうせい,巻末.添付資料。7『養護教諭制度 50 周年記
念誌』養護教諭制度 50周年記念誌編集委員会,ぎょうせい,p278-289。一部加筆 筆者） 
 
表 2－2 養護教員の歴史（１８８９～１９８１年） 
８８８（明治２１）年 文部省，学生生徒の体格検査の様式を定め，直轄学校に対し活力検査を行な
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１２・２８ い，その結果を報告するよう指示（学校身体検査の初め） 
１８８９（明治２２）年 
７ 
山形県鶴岡町において仏教各宗派共同忠愛協会が少数の貧困児に対し学校に
おいて昼食を給与した 
１８９５（明治２８）年 
５・８ 
文部省内に学校衛生顧問および学校衛生主事を設置 
１８９７（明治３０）年 
３・１５ 
「学生生徒身体検査規程」を定め，直轄学校に年二回の身体検査を実施（訓
令） 
１８９８（明治３１）年 
１・１２／２・２６ 
公立学校に学校医を置く 
「学校医職務規程」および「学校医の資格」を定める 
１９００（明治３３）年 
３・２６／４・４ 
「学生生徒身体検査規程」を改正し，公立学校全般に実施を定める（省令） 
文部省分課規程を改正し学校衛生課を設置 
１９０４（明治３７）年５ 福岡女子師範寄宿舎に病院看護と救急手当のため舎費にて看護婦配置 
１９０５（明治３８）年９ 岐阜県竹の鼻小および笠松小にトラホーム治療のため公費で学校看護婦をおく 
１９０６（明治３９）年２ 岐阜市高など小学校（のちの京町小），看護婦をおく（荒垣俊子） 
１９０８（明治４１）年９・
１ 
岐阜市京町小に広瀬ます就任（学校看護婦，史上最初の人） 
１９１２（明治４５＝大
正元年）年 ４ 
堺市市費で学校専属看護婦５名をおき，市内全小学校（９校）および幼稚園
（２園）でのトラホーム洗眼，身体検査，修学旅行付添などに従事させる 
１９１４（大正３）年４ 青森市小学校全校（５）に（学校配置のはじめ 
１９１７（大正６）年４ 弘前市小学校全校（７）に。いずれもトラホーム退治のため 
１９１９（大正８）年 大分市小学校全校に学校看護婦を配置 
１９２０（大正９）年 
９・２ 
帝国学校衛生会結成 
１９２１（大正１０）年 
１０・４ 
東京市直轄学校１３校対象に１名の学校看護婦をおく。 
同９月１名増員，翌年４月２名増員 
１９２２（大正１１）年 
６ 
日赤東京支部より文部省看護婦として矢尾板キヨ，依田春子の２名を派遣，
東京女子高など師範学校の付属小学校及び幼稚園に配属 
文部省，初めて学校看護婦の全国調査を実施（全国総数１１１名） 
１９２３（大正１２）年 
４ 
６ 
１１ 
東京市麹町区に採用，以後各区に増加（技師・岡田道一氏の努力によるとこ
ろ大なり） 
大阪市，学校衛生婦を５２名配置。３ヶ年計画をもって全校配置に着手 
日赤東京支部から文部省派遣の看護婦１名，府下渋谷町小に派遣 
学校看護婦執務規定（学校衛生主事会答申） 
１９２４（大正１３）年 
１・３・６ 
学校看護婦執務指針（文部省学校衛生課発表） 
文部省主催第１回学校看護婦講習会（東京・女高師）以後毎年開催される 
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４・６ 
 
 
１０ 
浅草区に三校兼務の区の嘱託身分で森川初枝（荒畑）ら学校衛生婦６名就任。
結核対策，トラホーム，皮膚病，しらみ，身体検査，統計，遠足付添いなど
を業務内容にした 
地方学校衛生職員制制定，全国道府県に各１名の学校衛生技師の配置（全国
総数３１６名） 
１９２５（大正１４）年 
 
第２回学校看護婦講習会（大阪）（全国総数５０４名，大阪 77 名，東京が翌年に４
５名） 
１９２６（大正１５＝昭
和元）年６・ 
新潟県において公立学校看護婦規則執務規程を制定 
１９２７（昭和２）年 
１２ 
荒畑初枝，桑島武喜（市教育局学校衛生課）らで東京市の結集の下相談（元
町小）（全国総数９７１名） 
１９２８（昭和３）年 
７ 
１１・１ 
１２・２２ 
 
 
 
１９２９（昭和４）年 
３・１２ 
４・ 
１０・２９ 
 
文部省学校看護婦全国調査を実施（全国総数１１９９名，東京８３名，大阪
２２１名） 
学校看護婦の機関誌『 養 護 』発行（帝国学校衛生会） 
東京市学校衛生婦創立総会（元町小約８０名参加） 
職制制定運動を決定。議長荒畑初枝，意見発表したもの藤岡和代他５名。こ
の会の運営は各区１名の幹事とその互選による常任幹事７名の各部責任制で
会長はおかない 
第１回全国学校看護婦大会（東京・日赤参考館１５２名参加） 
（帝国学校衛生会主催） 
文部省全国調査（全国１４３８名） 
全国の強い要望のなかで文部省に学校看護婦の設置とその職務などについて
の訓令２１号を出させる（学校看護婦に関する件）。１９５５年の恩給法改正
のとき訓令を恩給遡及の起算点にした 
１９３０（昭和５）年 
３・３１／４・ 
第２回全国看護婦大会（日赤参考館，２０６名参加） 
文部省全国調査（全国１８２４名） 
１９３１（昭和６）年 
３・１５～１６ 
第３回全国学校看護婦大会 
 
出典 6『日教組養護教諭 30 年史』ぎょうせい,巻末.添付資料。7『養護教諭制度 50 周年記
念誌』養護教諭制度 50周年記念誌編集委員会,ぎょうせい,p278-289。一部加筆 筆者） 
 
第３節 養護教諭の職務内容 
(1) 養護教諭の職務内容(校務分掌) 
養護教諭の職務内容は，学校の校種（幼稚園・小学校・中学校・高など学校・特
別支援学校）により多少の偏りはあるものほぼ同様の職務内容である８(澁谷・岡
崎,1998)。 
佐賀県の場合，幼稚園，小学校，中学校には学校保健部の組織はないが高など学
校，特別支援学校には校内に学校保健部が組織として設定されている。 
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保健部の構造は，機構の一例として実践事例校の例を挙げると以下のように考えら
れる（図２－１）。 
学校保健安全法に基づき，学校保健法の章を受け，保健管理・保健指導・組織活
動の３領域に分ける。次に学校保健法の条文から，保健管理（健康診断・保健室経
営・環境衛生管理（伝染病の予防）・健康相談活動），保健指導（個別指導・保健学
習・生徒会（健康づくり部）），組織活動（学校保健安全委員会・学校医との連携・
保護者保健部・地域・大学との連携）に分けられる。さらに，これを地域や学校の
実態から構造化することになる。 
学校内の養護教諭の職務内容（校務分掌）は，主に学校保健全般，日本スポーツ 
振興センター給付金担当し，保健主事，教育相談関係，特別支援コーデイネーター
または，給食関係を担当する場合がある。 
図 2-1 学校保健活動のしくみ  筆者作成 2009 
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(2)  中央教育審議会答申（2008年１月）の重点項目 
      現在，学校保健法は「学校保健安全法」と改称された。 
保健室に関する規定は，昭和 33 年に学校保健法が公布された時からあった。     
しかし，それは「雑則」における規定であった。当時の内容は，「学校には，健 
康診断，健康相談，救急措置などを行うため，保健室を設けるものとする」と３ 
つの項目が示されてい。 
    2008 年の改正では，第２章第７条，学校保健の管理運営において規定され，さら
に，保健室を設ける目的として,①健康診断,②健康相談,③保健指導④救急処置,⑤
その他の保健に関する措置と，５項目が規定された。旧法に加え「保健指導」，「そ
の他の保健に関する措置」が規定された。このように，管理法にかかわる法律に「保
健指導」が明確に規定されたことは留意すべきことである 9(三木,2008)。 
     現在，養護教諭の職務は,①保健管理(救急処置・健康診断・疾病予防(含，感染症 
の予防)),②保健教育,③保健組織活動,④感染症の予防,⑤健康相談活動などを行っ  
ている。具体的には， 
ア  「学校保健に関する学校内の体制の充実のために，養護教諭は，学校保健活
動の推進に当たって中核的な役割を果たしており，現代的な健康課題の解決に
向けて重要な責務を担っている。H18 年度の調査によると保健室の利用者は，
１日当たり小学校 41 人，中学校 38人，高など学校 36人であり養護教諭の行う
健康相談活動がますます重要となっている。またメンタルヘルスやアレルギー
疾患などの子どもの現代的な健康課題の多様化により医療機関などとの連携や
特別な配慮を必要とする子どもが多くなっているとともに，特別支援教育にお
いて期待される役割も増してきている。そのため，養護教諭がその役割を十分
に果たせるようにするための環境整備が必要である」10(松野,2012)。「子ども
の現代的な健康課題の対応に当たり，養護教諭はコーデｲネーターの役割を担う
必要がある」11(松野,2012) 
イ  「養護教諭に求められる役割を十分に果たせるよう，学校教育法における養
護教諭に関する規定を踏まえつつ，養護教諭を中核として，法制度の整備につ
いて検討する必要がある」12(松野,2012)。 
ウ  「テｲームテｲ―チングや兼職発令を受け,保健の領域にかかわる授業を行うな
ど保健学習への参画が増えており，養護教諭の保健教育に果たす役割が増して
いる」13(松野,2012)。 
エ  「養護教諭はその職務の特質からいじめや児童虐待などの早期発見・早期対
応を図ることが期待されている」14(松野,2012)学校保健活動のセンター的役割
を果たしている保健室の経営の充実を図ることが求められる。 
そのためには，養護教諭は保健室経営計画を立て，教職員に周知を図り連携し 
て行くことが望まれる。また，養護教諭が充実した健康相談活動や救急処置などを
行うための保健室の施設設備の充実が求められる」15(松野,2012)。  
    また，「課題としては，複数配置の促進，研修の充実，養成カリキュラムの充実」 
15(松野,2012 日本学校保健会)などが挙げられている。  
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  「中教審答申」および「これからの学校保健に求められている養護教諭の役割」の 
考察では次のとおりである。 
 ［保健主事を兼務しない養護教諭］ 
①  学校内および地域の医療機関などとの連携を推進する上でコーデｲネーターの
役割。 
②  養護教諭を中心として関係教職員などと連携した組織的な健康相談，健康観察，
保健指導の実施。 
③  学校保健センター的役割を果たしている保健室経営の実施(保健室経営計画の
作成)。 
④  いじめや児童虐待など児童生徒の心身の健康問題の早期発見，早期対応。 
⑤  学級(ホームルーム)活動における保健指導をはじめ，テｲームテｲ―チングや兼
職発令による保健学習などへの積極的な授業参画と実施。 
⑥  健康・安全にかかわる危機管理への対応。救急処置，心のケア，アレルギー疾
患，感染症など。 
［保健主事を兼務している養護教諭］ 
ア  学校保健と学校全体の活動に関する調整 
イ  総合的な学校保健計画の作成 
ウ  学校保健委員会(地域学校保健委員会)の活性化 
エ  校内保健組織を核とした組織的な運営と活動 
オ  学校保健活動の評価(PDCA)など 16(松野,2012)。 
 
(3)  兼職発令の便益性  
教育職員免許法の一部改正により,「平成 10年７月１日から，３年以上勤務する 
養護教諭が，兼職発令を受けて保健の授業を教諭または講師という立場で行うこ
とができるようになった。文部省調査（平成 12年３月 31 日時点）により，全国で
約 360 人の養護教諭が兼職発令を受けて授業を行っていることがわかった。法律の
改正に伴った文部省の通達では，「保健室の本来の機能がおろそかになることのない
ように」と留意点も書かれている 17(教育職員免許法)。 教育職員免許法附則第 18
項の規定に基づき，下記のとおり養護教諭が保健の教科の領域に係る事項の教授を
担任する教諭の兼務発令を申請する。 
全国(n=2943)の養護教諭の兼職発令を受けた養護教諭の数は，「現在受けている」 
と「受けたことがある」では 324/2943(11%)である 18(養護教諭の職務に関する調査
2012)。 
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表 2-1 養護教諭の職務などに関する調査『日本学校保健会』問 11-3-1 兼職発令,P106  
 
この兼職発令を受けて,実際に養護教諭の保健学習への授業参画が行われるまで
は，保健学習の授業は，小学校では，主に学級担任または体育の専任教師，中学校
や高など学校では，主に体育の教科担当者が実施していた。養護教諭はビデオレタ
ーやテープ録音を利用してゲストテｲーチャー(以下，GT)，またはチｲームテｲーチン 
グ（以下，TT）や GT として 10/45(小).50(中)分程度，T1の先生の誘導のもと直接
専門的な知識を子ども達に伝達する程度であった。もちろん，領域も「心身の発達
と心の健康(性機能の成熟)・健康と環境(室内の空気の条件)・傷害の防止(きずの手
当て)・健康な生活と病気の予防(性感染症とその予防／エイズ)(学研教育みらい：
中学保健体育)」のように一部を担うなどである。また，養護教諭のこのような指導
の機会を，教科の年間指導計画に位置づけられることは稀である(筆者の初任 1980
年から 2004.3 年の公立小中学校時代の経験知から)。2002 年度に,2000 年の教育改
革国民会議の提案を受けて，「新しいタイプの学校運営のあり方」に関する研究指定
校とされた全国７地域９校でコミュニティ・スクールの実践研究が始められた 19(教
育改革国民会議,2000)。アメリカのチャータースクールを模したものとして捉えら
れがちだが，研究指定校の一つである足立区立五反野小学校 20ではイギリスの学校
理事会制度 21をモデルにしていた。 
今日，学校支援活動を含めた開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクー
ルとして一新し，学校と地域との一体化がなされハード面が構築されていった。ま
た，ソフト面は，地域の方々や保護者を GTとして招き学校のカリキュラムに導入し
出前授業などを行っている。 
時期を同じくして，養護教諭の GTとして授業参画が行われるようになってきた。 
その後，1998 年 10 年から実施された兼職発令を受けての養護教諭の授業参画がカ
リキュラムの中に位置づけられるようになってきた。当時の資料には「大会２日目
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の第１部会で兼職発令養護教諭による公開授業を行う香川県坂出市立坂出中学校。
現在，同市内で唯一この発令を受けている大林八重子先生が，傷害の防止の単元〈応
急手当〉の授業を行うことになっている。」や「市内で 80 名もの養護教諭が兼職発
令を受けて授業を行っている横浜市は，以前より養護教諭による保健指導やティー
ムティーチングを積極的に実施している。」の記事もある。 
しかし，佐賀県の場合，2006 年度(筆者は 2004.4 から実践事例校勤務)に初めて
筆者と研究協力者の公立小養護教諭富永美枝氏，公立中学校副島千鶴氏の３人が兼
職発令を受け学校保健教育の保健学習の授業を担当した経緯がある。2013 年の現在
においては新たに佐賀大学文化教育学部附属小と佐賀大学文化教育学部附属中の
養護教諭が兼職発令受け,合計５名である。近年の子どもたちを取り巻く健康課題
は，環境の変化に伴うアレルギー疾患や生活習慣病の低年齢化，深刻化している心
の問題など，早急に解決していかなければならない問題が数多くあるなか，学校で
は，WHO の概念に基づいた学校保健の充実とパワーアップが求められている。なか
でも学校教育と学校保健を２本柱とした学力形成と健康づくりを融合させる考え
を積極的に示し，そのためのカリキュラム編成や人・組織づくりの強化などの重要
性が唱えられている。養護教諭は，子どもへのライフスキル形成の育成や自身がヘ
ルスプロモーターとして学校保健教育の充実のために，養護教諭による予防的開発
的な教育内容方法の提示が必要と考え，保健学習や保健指導を小中養護教諭で行う
［T1授業］・［TT 授業］として開発し試案するのである。 
 
第４節 養護教諭に求められる資質能力―基本方針― 
基本方針 
2008 年１月 17 日の中央教育審議会総会において「幼稚園，小学校，中学校，高な
ど 
学校及び特別援学校の学習指導要領などの改善について(答申)」22 が取りまとめられ
た。その中で，教師が子どもたちと向き合う時間の確保などの教育条件の整備などに
ついて述べられており，効果的・効率的な指導のための諸方策として，教師の資質向
上において，教育基本法第９条で教員の養成と研修の充実などについて新たに規定さ
れたこと，教員の養成や研修の改善が求められていること，教師の資質の不断の向上
が極めて重要であることなど，教職員の資質を養成や研修において高めていくことが
重要であるとしている。 
   佐賀県においては，県教育委員会は，教育に関わるすべての関係者が一定の共通認 
識の下，教育活動に携わるための６つの施策の柱の一つとして，教育活動環境の整備 
を掲げ，「知識基盤社会の時代を担う子どもたちに求められている生きる力」を育む 
教育活動を支える優秀な教職員の養成・確保や安全・安心な学習環境の整備など，県 
民から信頼される質の高い教育環境の整備に取り組むことを述べている。     
具体的には，現状と課題で，教職員のライフステージに応じて，経験年数別研修， 
職務研修，課題別研修などを行い，資質や実践的な指導力を高めることを求めている。
さらに，取組方針の中で，教職員の研修の充実を挙げている 23(平成２５年度佐賀県教
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育の基本方針)。養護教諭の研修体制および研修内容の構築については,本研究の課題
として,補論にまとめ佐賀県に提言する。 
第５節  養護教諭の職務の実際(実践事例校) 
(1) 職務の実践事例 
学校保健活動のセンター的役割を担う保健室経営の進め方 
―養護教諭の創造的なコーデｲネーター的役割を通して―) 
本研究で述べる養護教諭のコーデｲネーターとは，第１章で前述 24 したよう
に,Leithwood は，学校経営上のリーダーシップを６分類しており，先述した「教
育的リーダーシップ」，「変革的リーダーシップ」，と「道徳的リーダーシップ」，
「参加的リーダーシップ」，「経営的リーダーシップ」，「偶発的リーダーシップ」
を上げていることなども紹介している 25(露口,2008)。また，国内外のリーダーシ
ップの研究に関して,倉本 26(2008, P62)は，デールとピターソン(Deal & Peterson)
が著名であるとし，彼らは，校長のリーダーシップスタイルを学校の組織構造に
配慮した「技術的リーダーシップ」(Technical Leadership)，「文化的リーダーシ
ップ」(Symbolic Leadership)に大別している。さらに中留(1993)は,この２つの
リーダーシップスタイルの媒介となるのが「教授的リーダーシップ」であり,この
３つが学校改善の鍵となりうると考えている 27(中留,1993)。本研究で言う養護教
諭のコーデｲネーターとは，これらの３つのリーダーシップをコアとして持つコー
デｲネーターである。図 1-4に示した「保健室カリキュラムマネジメント・モデル」
(筆者作成,2013)の②コーデｲネーター力に注視すると上述したように各領域への
関わりが多くこの相互関係が必要なことが理解できる。学級，事務室，関係諸機
関，地域・保護者などの関係である。健康診断,健康相談,感染症予防,環境衛生管
理などは学校三師(内科医・耳鼻科医・眼科医・歯科医・薬剤師)との関係が最も
深く，学校で対子どもに対して疾病での問題が起きた場合は，最も連携を密とる
必要がある。健康診断において心電図,腎臓検診,小児生活検査などは専門の関係
諸機関に依頼する。その場合も密に連絡をとる必要がある。 
       生徒の学校管理下における疾病や負傷の場合は,家庭(保護者)や地域との連携
が必要である。学級や事務室に関しては,上記の関係諸機関との関係をスムーズに
機能させるための連絡,報告を中心とした連携が必要になる。チームとして連携す
る必要がある。 
       事務室は,予算を中心として,相談的な連携が必要である。適材適所での相互関
係を互恵的に連携する必要性がある。 
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保健室カリキュラムマネジメント・モデル 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-4 保健室カリキュラムマネジメント・モデル  千々岩 2013 
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① 実践事例校の生徒の実態 
実践事例校の生徒は，日常の通塾率は約 90％，塾以外の習い事なども多い。また，
物事を成し遂げる追求意欲を強く持ちその完成度が高い生徒も多い。３年生は全員が
県内外の進学校へ進学している。 
心身面においては，親の過度の期待や発達段階の思春期の揺れなどによるストレス，睡
眠不足を感じている生徒が多い，また，自己肯定感（存在感）が低下や受容的（共感的）人
間関係の希薄さなどもある。 
このような心身の体力が弱った生徒のその状態が継続・拡散するのであれば，これは保健
室経営上の重要課題と認識でき，この改善が望まれる。改善するためには，養護教諭は保
健室のセンター的役割を明確にし，学校のコーデｲネーター的役割を果たし，学級・学年（生
徒や職員）へと指針を発信することが必要となる。また，これら多くの情報を発信するために
は,さらに多くの情報を受信することをも意味する。養護教諭の創造的コーデｲネーター的
役割とは，運営力（企画，管理，受容，分析，解決，こだわり，直感）の活かし方に
基づくことが大切である。このことは，保健室経営および学校改善を目的に,医学的知
見，心理学的知見，教育学的知見の３本柱から学力形成と心身の健康づくりを融合させる考
えを積極的に示さなければならないと。そして，その実現のためには，カリキュラム編成や人・
組織づくりの強化などに対し，養護教諭の役割を見直すことが重要である。すなわち，
それは学校における保健活動および保健教育のコーデｲネーターとしての役割を担う
ことである。 
鈴木は，コーディネーターとしての養護教諭として，次のように述べている。「これ
からの教育はチームアプローチが大切であるといわれている。とくに障害や疾病があ
るなどの特別なニーズをもつさまざまな児童生徒の豊かな成長のためには，さまざま
な職種の専門家が協力し合う柔軟な体制が必要である」と，昨年秋に公表された｢特別
支援教育の在り方に関する調査研究｣の中間まとめにも述べられている。しかし，現状
ではまだプライバシーを考えて踏み出せなかったり，他職種との壁が崩れていないよ
うに思われる。医療的ケアをはじめとして健康上の課題のある子どもの支援には，養
護教諭が養護の専門職として積極的にリーダーシップをとることが望ましいのではな
いかと。特定のクラスを担任しない養護教諭は，学校全体を見通せる立場にあり，ま
た一人の子どもを何年にもわたって見守ることもできる。一人一人の児童生徒を守り
育てる仕事をしながら，健康に関する問題の校内の取りまとめ役となり，教育側の窓
口の一つとして医療や福祉との橋渡しをすることで，子どもを取り巻くチームがより
よいチームワークで結びつき，子どもの健康や教育を保障していくことにならないで
あろうか。例えば，医療的ケアが必要な子どもがいる場合，まず養護教諭は担任とと
もに本人や保護者から全身的な健康状態，ケアの詳細，主治医の意見や医療体制など
の情報を収集する。保護者の了解の下，直接主治医から情報を得る場合もあってもよ
い。そして関係職員や学校医などで検討組織をつくり，教職員ができることを明らか
にし，保護者・主治医・学校医などとも連絡をとりながら学校における医療的ケアの
実施体制･実施方法の組織的な検討を推進する。そして状況により自らも可能な範囲の
ケアの一部を担いつつ，常に安全なケアがなされるよう指導力を発揮する。教職員が
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学校でできないものについては，社会資源との連携を検討する。また教育的関わりと
して，セルフケアの自立に向けた支援や精神的なサポート，教職員はじめ他の児童･
保護者への正しい知識の啓発(健康教育)により，校内の受容的な環境づくりも重要な
仕事となると思われる。 
養護教諭はこうした機能を持てるのではないかと考えるが，養護教諭自身の自覚も，
教職員，保護者，医療･福祉関係の職員の養護教諭に対する理解も未だ不十分である。
それどころか校内での健康管理の基本となる健康状態の把握ですら十分でない現状が
ある。猪狩の調査では，「保護者が適切に対応してもらえないことを恐れて学校に病
名を隠していることもあり，また養護教諭からは｢登校している子どもへの対応でびっ
しり｣「病弱児がいなくてもハードである。さらに加わったら不可能」というような記
述があり，特別の配慮をすることが難しい現状が表れていた」という。養護教諭の機
能について，一般に理解が得られるような独自性を明確にするための理論化が必要で
あるし，独自性の内実を示せるようにするための検討がさらに必要である。また職務
の拡大から，養護教諭の原点である個人の健康保護に関して，十分かかわっていると
はいえない状況もみられるため，改めて職務を見直す必要性も考えられる。こうした
研究の積み重ねが養護教諭のアイデンティティにつながっていくものと思われる
28(鈴木,2002) http://www.matsuishi-lab.net/yogo.htm。 
 
② 計画 
新たな試みのための基本原理 ： 問題を解決するために，生徒も教師も保護者もそれぞ
れがそれぞれの立場で自律的に保健活動及び保健教育を行うように，互いを結びつけるよう
にコーデｲネートする。 
ア  生徒に自律を促すこと  
生徒自身が安易に大人に頼るのではなく，自身の健康や保健について自律的に考えるよ
うに促すこと。 
イ  情報発信による保健活動のコーデｲネート  
風景構成法・Ｑ－Ｕの活用を利用し相談体制の充実を図る。自律的な保健活動が進めら
れるように，生徒と教師と保護者の３者を結びつける情報発信を積極的に行うこと，その内
容と方法のあり方。 
ウ  授業開発による保健活動のコーデｲネート  
自律的な保健活動が進められるように，生徒と教師と保護者を結びつける保健指導や
保健学習の授業はどうあるべきか，その開発について。 
エ  大学・地域との連携のコーデｲネート  
自律的な保健活動が進められるように，生徒と教師と保護者を結びつける大学及び地域と 
の連携のあり方について。 
（問題解決への計画：「PDCA」の活用→附属中「CAPD」）図 1-1,図 1-2参照 
※  保健室などでの個人指導では，個別の短いスパンの「CAPD」がスパイラル化し広 
がりと深まりを持たせる。 
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③ 実践 
ア  ― 生徒に自律を促す ― 
      赴任した 2004 年度の４月から７月の１学期間における生徒の保健室来室者数は，
約 300 人で，1 日５～６人や多い時は 15 人の日などもあった。生徒の様子としては，
主訴は頭痛や体調不良で，来室時間は登校時から 11時頃が殆どで，ベッド休養で２
～３時間熟睡し，５時間目頃からは元気を取り戻すなどの繰り返しの日々であった。 
［コーデｲネート①］  
１学期の学年育友会（ＰＴＡ）で各学年の保護者に保健室来室の現状を報告し，
日本の四季の変化から生活習慣の軌道修正には約３か月必要であること。併せて，
保護者に夏季休業中に生徒の生活リズムを整える準備をすること。特に３年生のう
ち，早い生徒は１月から受験があるため勉強法を夜型から朝型に変えることを依頼
した。様々な要因で保健室来室する生徒には，個別に問題意識の喚起を促した。ま
た，生徒会（健康づくり部）を活用し「生活リズムチェック表」により自分自身の
「生活リズム」を再認識させ改善に取り組めるように示唆した。実践の結果，すぐ
に２学期の生徒の保健室来室に結果は出なかったものの 1 日平均３～４人になり，
最初の実践以来約７年が経過する現在，年間を通した来室数は 1 日平均２～３人で
ある。   
イ  ―相談体制の充実を図る― 
       心身の体力が弱った生徒の「最後の砦」は,学校においては保健室であると考える。保
健室における生徒への対応については，心理学的知見を含んだ養護教諭自身が生徒，
職員，保護者（地域：関係諸機関）に対してその規則と指針をつくるべきであろう。
その時に養護教諭が，情報発信して，生徒と保護者とが，あるいは生徒と教師が共
同して，自身の健康について考えるように促すのである。人づくりの基盤となる様
相を知るために「風景構成法」と「Q－U」を実施している。 
(ア) 人づくりの基盤となる学級づくり・学年づくりの構築に関わる 
         a 生徒の教育相談に実態把握のためにアンケートを実施する時がある。例えば,
「今，あなたは困っていますか？」の質問にほとんどの生徒が「困っていない」
と回答するのである。しかし，生徒は教師が個別に相談時間を設定すると,「実
は・・・」と言って本音を語るのである。 
     ［コーデｲネート②－１：風景構成法の活用 29］（宮田 2005）  
１年生を対象に入学後１週間以内に風景構成法（Ｂ６版用紙に山，川，人を描く） 
を実施し，子どもの心の中にあるものに共感的理解を図っている。生徒の作品の中
には，川で溺れている人，横殴りの雨の中で傘を差す小さな人，山の頂上で万歳を
している人等々である。これらの絵は早めの相談者などを抽出する指標にし,情報を
担任に提供している。また，不登校生徒の支援（予防的生徒指導）では，欠席３日
目（土，日曜日を含む月曜日の欠席も３日目にカウントする）の生徒に対して家庭
訪問の実施を促している。その際，（担任，養護教諭，学年主任，教頭など）は複
数体制で対応すること。常時担任が訪問するわけではなく,生徒とコンタクトが取れ
る教職員であれば誰でも構わないという考えで生徒主体に訪問を実施している。 
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資料２－１  風景構成法の１事例(山・川・人の３点法)  
 
(イ) 学級づくりで重要な要素の一つに席替えがあると考えられる。…本校は，各 
学級 40 人，全学年共通で４人編成の生活班である。席替えは約１月に一回 
行われ，殆どがくじ引きでの席替えである。生徒によるくじ引きで時々起こる
不公平な行為は学級の中でも友人関係が一部の限られた生徒との付き合いしか
出来ず，ややもすると２～３か月間会話さえもしない状況に陥る。そこから，
いじめや仲間外しなどが起き，保健室に相談に来るなどの負の連鎖の始まりが
起こることもある。 
［コーデｲネート②-２：Q-Uの活用］  
年度代わりの学級・学年開きの時のＱ－Ｕの結果などの情報の発信は，問題の
早期発見，予防的指導の一端を担っているのである。 
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(ウ) 生徒同士の連絡・関係づくり 
        校区が広範囲であることと附属小と公立小の混合編成のため生徒間の交流は
非常に少なく偏っており，１年間で話しを 1 回もしたことがなかったり顔も知
らない生徒がいたりする。 
［コーデｲネート②-３］  
友達の輪を広げるために生徒会(健康づくり部)主催で「縦割り会食会」を実施
している。学級は，月曜日(１～３学年の１組)火曜日(２組)水曜日(３組)木曜日
(４組）で,異学年交流である。2012 年度は予めテーマを決めて会食会を実施した。  
    実施に当たっては，健康づくり部が伝統的に実施している「モニカ相談所（ピア・
カウンセリング）」の状況から会食会の必要性を喚起していくのである。 
    (エ) 教職員，生徒（保護者）との連絡の取り方 
        教職員の関係構築には，教職員の共通理解と組織の活用が重要である。共通
理解と組織の活用には，コミュニケーションが必要である。単に保健室での処
置や欠席の生徒を担任に連絡することではなく，養護教諭が生徒や保護者に伝
えるべき「想い」までを理解して，担任が生徒や保護者に伝えてもらえている
かが重要である。 
［コーデｲネート②-４］  
常に，学年部会や個人的に話し合いを深め，学校の中の組織の一員としての教
職員としては元より，人としての関わりを持つことが大切である。 
(オ)  保護者との連絡・関係づくり 
         原則，保護者への連絡は学級担任が実施している。やむなく養護教諭が保護
者と直接連絡したり，面談が必要な場合は下記の要領で実施している。 
       ［コーデｲネート②-５］ 
a  保護者との関係では生徒に関しての情報は，客観的に事実を知らせ，言葉を
選 
びながら対応する。保護者との約束は絶対に守り無理な約束は原則しないなど。       
b  育友会（ＰＴＡ）の保健委員の方に，学校保健安全委員会などで受けた講義
や決定事項を学年育友会（ＰＴＡ）の折に報告をして頂く機会を設ける。 
         c  各学級の学級委員の方に，心の教育（生徒指導）保護者の目線で生徒を観て
頂くことを目的として,中１学年で月に２回，朝の会の時間に「読み聞かせ」
の実施をして頂く機会を設ける。 
ウ  ―保健指導や保健学習の授業開発― 
      養護教諭は,学校保健をなめらかに遂行するために,保健指導や保健学習の授業 
開発をしてコーデｲネートを活性化する。 
［コーデｲネート③］  
(ア) 養護教諭の行う保健指導と保健学習では，学級や学年での指導があれば，保
健室で，専門的な個別のフィードバックや話が出来るなど相乗効果も多かっ
た。 
(イ) 本校では 2006 年度から，小，中学校別に養護教諭による保健学習の授業効果を
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検証してきた。さらに 2008年度からは，小・中養護教諭で行う TT授業を試みた。これ
は，成長実態に立つ保健指導，学習内容の科学的系統づけなど多様な保健学習の
提唱を意図したものである。同一教材の活用としては，小中を繋ぐキーワードを［ホル
モン：教科書学研 P29の図］とし，小学校では，小４「育ちゆく体とわたし」＝［成長ホル
モン］，中１年「・性機能の成熟・性とどう向き合うか」＝［性腺刺激ホルモン（男性ホル
モン，女性ホルモン）］を理解するための手だてとした。このように開発的実践の
試みとして，養護教諭による保健学習，養護教諭 TT による保健学習，小中連携
携授業(なめらかな接続)の構築，生徒参画の授業，「学び」を意図した保健の
授業，「学問的問い，現実的問い」のある授業を実施した。これらの授業は保
健の知識を育成することもあるがそれ以上に生徒と保護者とが或いは生徒と教
師とが共同して自身の健康・保健について考えることをサポートする内容であ
る。 
      (ウ) 学校保健が目指す生徒像は,基本的な知識や態度を身につけ活用し，生徒が自
分自身で将来を予測し，物事を正しく分析・判断して行動することができるこ
とである。この実現のために自治活動としての生徒会(健康づくり部)活動や地
域の附属小や公立小学校などと以下の連携を行った。(a）学び合いを目的とす
る出前授業(○薬物乱用防止指導：附属中２年生→公立小学校６年生，○歯磨き
指導：附属中１年生→附属小５年生(私立幼稚園４歳児)，附属中３年生→附属
特別支援中学部２年生)(b)地域への広報活動(健康だより，通称モニカ通信の配
布→県庁県民ひろば，市内児童館６ヶ所(c)街頭キャンペーン参加(d)健康コン
クール(附属小中学校の児童生徒対象に「とっておき家庭健康法」)などで附属
中学校から地域への発信源として活躍している。 
エ ―大学・地域との連携― 
大学の臨床心理系の教員と教師とを結びつけ，学習障害や不登校の状態にある生 
徒の指導を充実させている。また，これらのような試みを地域へと発信し，地域か
らの学校へのサポートを引き出すようにしたい。 
 
(２)   成果と課題 
   ① ［成果］ 
①生活習慣の見直しの点においては，生徒の保健室来室制限をすることにより,自身
の健康状態を自律的に考えられるようになった。また家族でも問題を注視し協力を得
られるようになった。②生徒と教師と保護者の３者を結びつけることにより情報の交
信が密になり共同性ができてきた。③養護教諭による直接的な授業は，児童生徒の健
康について専門的に学ぶ関心・意欲・態度を育て，自らの課題を解決していく思考・
判断力を身につけられるようになったと。さらに，「指示待ち」から「自律」へと生
活を継続・維持していく実践力を養うことを具現化していくものと考えられる。④大
学・地域との連携を実践することで，生徒や保護者や教師にとって身近に専門的なサ
ポートが受けられたなどがある。 
保健室経営の項目に準じて業務を遂行する養護教諭のコーデｲネーター力も整理す
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ることができた。 
新たな試みのための基本原理：問題を解決するために，生徒も教師も保護者もそれぞれ
がそれぞれの立場で自律的に保健活動及び保健教育を行うように，互いを結びつけられる    
コーデｲネーター力を開発しつつ整理できた内容を提起する。 
ア  生徒に自律を促すことのコーデｲネーター力  
生徒自身が安易に大人に頼るのではなく，自身の健康や保健について自律的に
考えるように促すこと。 
これには，保健室での個の対応では，アセスメントを十分にとり生徒を１人称
としてあくまでも客観的に対応すること。その時に必要な要素は生徒との信頼関
係と養護教諭自身にあるホスピタリテｲ―であろう。  
イ 情報発信による保健活動のコーデｲネーター力  
風景構成法・Q-U の活用を利用し相談体制の充実を図る体制を開発したことで
ある。これらから自律的な保健活動が進められるように，生徒と教師と保護者の
３者を結びつける情報発信を積極的に行うこと，その内容と方法のあり方を開発
したことにある。 
まず，生徒から情報をアセスメントによって得ること。これには生徒自身が
自分の言葉で表現しない内省を可視化する有効な手段を風景構成法や Q-U で見
つけることができたことである。 
これらは生徒との信頼関係があっても真意が読めない思春期の生徒に対して
プライバシーを保ちつつ表出させる有効な手段であった。これは学級担任や他
の職員に言えなくてもより生徒に寄り添える養護教諭のコーデｲネーター力で
あろう。 
ウ  授業開発による保健活動のコーデｲネート  
自立的な保健活動が進められるように，生徒と教師と保護者を結びつける保健指導
や保健学習の授業はどうあるべきかを施策したことである。 
保健学習では，問題解決型で生徒主体による保健学習の授業デザインを開発した。
中学１年生の各学級４クラスでの授業の展開は，従来行っていた，養護教諭が保健指
導をする際の保健室での個の対応と学年集会や全校集会での大集団での対応にくら
べ生徒のリフレクションなどと保健室での日常の見取りから学級単位の中集団での指導
がより効果が挙がることが明確になった。 
エ  大学・地域との連携のコーデｲネート  
自律的な保健活動が進められるように，生徒と教師と保護者を結びつける大学及び地
域との連携のあり方について確立できた。本研究では，主に生徒会(健康づくり部)の生
徒主体の自治活動について関わった。生徒の自治活動を円滑に勧めさせるためには，
学校内ばかりではなく，地域や関係諸機関の学校外との交渉において活動環境を整え
ることは，多分に養護教諭のコーデｲネーター力が必要であった。この実践は組織活動
がスムースに行えたことで実証できた。 
    オ 成果のまとめ 
保健活動および保健教育において，それぞれの持つ課題を，生徒自身が，さら
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には生徒と直接関わる保護者や教師が，自らの問題として自律的に取り組めばこ
そ，保健に関する知識も身につき，将来においてクオリテイの高い健康観のもと
実践し改善を図ることができるはずであろう。 
    しかし，自律的に保健活動に取り組むことは，それほど容易なことではない。
なぜなら，養護教諭をはじめとする保健に関わる者や専門機関の方々に依存する
方が楽だからである。そこで，学校においては，保健室は学校保健活動において
センター的役割を担い，養護教諭は保健活動及び保健教育を一手に引き受けるの
ではなく，コーデｲネーター としての役割を果たすべきである。それは，健康や
保健を視点にして，生徒と教師と保護者を強く結びつけることである。そうする
ことによって，共同して生徒を中心に誰もが自律的に保健活動および保健教育
（自己教育）に取り組み，その効果を高めることが期待できると考える。 
※  「自立」とは，子ども自身が自分で生きていく上で他の人にも心根を持ちながら
決定すること。「自律」とは子ども自身が他の子どもとの集団(ペア・グループ・
学級・学年・全校)の中で決定することと定義した(筆者定義)。  
   ※  保健室などでの個人指導では，個別の短いスパンの「CAPD」がスパイラル化し
広がりと深まりを持たせる。 
     
② ［課題］ 
ア  生徒への指導においては，起こり得るであろう諸問題を教師や保護者が未然に
防ぐためにも,細部にわたりより正確で速い情報を得る必要がある。教師は，保護
者などに関しても初期対応の重要性を認識する必要がある。 
イ  教職員の組織活動においては，多様化する児童生徒の実態や課題により深く寄
り添い早期解決する必要がある。そのためには，日頃から何事でも気軽に話しが
できるような人間関係を築いておくことが最重要である。 
ウ  大学・地域との連携においては，必要時に随時サポートを受けられるように支
援体制の充実を図る必要がある。 
 
《 注 》 
(1)  三木とみこ(2000)『養護教諭概論』東山書房,p.5。 
(2)  南節子（初代婦人部長（養護教諭）(1949)『日教組養護教諭 30年史』ぎょうせい,p2。 
(3)  同上書,p.5。 
(4)  安藤夏子(1991)『養護教諭制度 50 周年記念誌』養護教諭制度 50周年記念誌編集委
員会,ぎょうせい,p.20。 
(5)  鈴木裕子(2002)『養護教諭の歴史とアイデンティティに関する研究－養護概念の変
遷の検討を中心に－』http://www.matsuishi-lab.net/yogo.htm,第２節。 
(6) 『日教組養護教諭 30 年史』ぎょうせい,巻末.添付資料。 
(7) 『養護教諭制度 50周年記念誌』養護教諭制度 50周年記念誌編集委員会,ぎょうせ 
い,pp.278-289。 
(8)  澁谷敬三・岡崎弘共著(1998)『新学校保健実務必携 第五次改訂版』第一法規。  
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(9)  三木とみ子(2008)『養護教諭の役割と求められる資質―平成 20年の中教審答申と学
校保健安全法―』,第一法規。 
(10)  松野智子他『学校保健の課題とその対応―養護教諭の職務などに関する調査結果か
ら―』日本学校保健会,p.3。 
(11)  同上書,p.3。 
(12)  同上書,p.4。 
(13)  同上書,p.4。 
(14)  同上書 p.4。 
(15)  同上書 p.4。 
(16)  同上書 p.4。 
(17)  教職免許法 
・法的根拠は，平成 11 年に改正された教職免許法の附則第 15項である。 
     養護教諭の免許状を有する者（３年以上養護教諭として勤務したことがある者に限
る。）で養護教諭として勤務しているものは，当分の間，第３条の規定にかかわらず，    
その勤務する学校（幼稚園を除く。）において，保健の教科の領域に係る事項（小学    
校又は盲学校，聾学校若しくは養護学校の小学部にあっては，体育の教科の領域の
一部に係る事項で文部科学省令で定めるもの）の教授を担任する教諭又は講師とな
ることができる。 
・また，改正に先立ち，文部事務次官から通知も出ている。その中の「留意事項」に
は，次のような記述がある。 
（略）養護教諭が教諭又は講師を兼ねるか否かについては，各学校の状況を踏まえ，
任命権者又は雇用者において，教員の配置や生徒指導の実状などに応じ，教育指導
上の観点から個別に判断されるべき事柄であり，本来の保健室の機能がおろそかに
なるような事態を招くことのないよう，留意する必要があること。 
(18) 吉田榮一郎(2012)『養護教諭の職務に関する調査』,P.106。 
(19) 『教育改革国民会議』,2000。 
・最終報告書である「教育改革国民会議――教育を変える 17 の提案」で，以下の 17
の提案をおこなった。1.人間性豊かな日本人を育成する，1）教育の原点は家庭であ
ることを自覚する，2）学校は道徳を教えることをためらわない，3）奉仕活動を全
員が行うようにする，4）問題を起こす子どもへの教育をあいまいにしない，5）有
害情報などから子どもを守る，6）一人ひとりの才能を伸ばし，創造性に富む人間を
育成する。2.一律主義を改め，個性を伸ばす教育システムを導入する，1）記憶力偏
重を改め，大学入試を多様化する，2）リーダー養成のため，大学・大学院の教育・
研究機能を強化する，3）大学にふさわしい学習を促すシステムを導入する，4）職
業観，勤労観を育む教育を推進する，5）新しい時代に新しい学校づくりを，3.教師
の意欲や努力が報われ評価される体制をつくる，1）地域の信頼に応える学校づく
りを進める，2）学校や教育委員会に組織マネジメントの発想を取り入れる，3）授
業を子どもの立場に立った，わかりやすく効果的なものにする，4）新しいタイプ
の学校（“コミュニティ・スクール”など）の設置を促進する。4.教育振興基本計画
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と教育基本法 1）教育施策の総合的推進のための教育振興基本計画を，2）新しい
時代にふさわしい教育基本法を。」 
(20) 平成 12 年度から足立区が取り組んできた「開かれた学校づくり運動」のモデル校と
して，また，平成 14年度からは文部科学省の「新しいタイプの学校運営の在り方に
関する実践研究開発」指定校として学校と地域・保護者が一体となった「地域立の
学校づくり」を深化させてまいりました。地域からのニーズを学校運営に反映させ
るべく，地域・保護者・学校・行政の代表による「学校理事会」を設立して，地域
住民と協働した学校教育の展開を行っており，平成 16年 11月に足立区教育委員会
の指定を受け，全国初のコミュニティ・スクールとして新たなスタートを切りまし
た。 
(21) イギリスの学校理事会制度,ja.wikipedia.org/wiki/コミュニテｲ・スクール。 
(22) 『中央教育審議会答申』（平成 20 年１月）。 
 (23) 『平成２５年度佐賀県教育の基本方針』(佐賀県教育委員会.2013) 
(24) 露口健司 (2008)『学校組織のリーダーシップ』大学教育出版。 
(25) 露口健司 (2008)『学校組織のリーダーシップ』大学教育出版。 
(26) 倉本哲男（2008）『アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの研究：サービスラ 
ーニング（Service-Learning）の視点から』ふくろう出版,p.62。 
 (27) 中留武昭 (1993) 『スクールリーダーのための学校改善ストラテジー  
―新教育課程経営に向けての発想の転換―』東洋館出版。 
(28) 鈴木裕子(2002)『養護教諭の歴史とアイデンティティに関する研究－養護概念の変
遷の検討を中心に－』http://www.matsuishi-lab.net/yogo.htm,第 3節.P.2。 
※ 「モニカ相談所」とは，Ｈ１５から始まった健康づくり部が実施しているピア相談
活動である。悩みや相談を名刺大の相談用紙に記入し，３役や教師がアドバイスを
書き本人の了解があれば掲示板に貼る仕組みである。モニカとは健康づくり部のマ
スコット（犬）である。 
(29) 宮田正和(2005) 福岡教育大学健康管理センター長の宮田正和先生に風景構成法
(７点法をアレンジした３点法)の解説をお願いし，資料とした。 
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第 3 章 佐賀県の養護教諭の現状と課題に関する実践的考察 
第１節 佐賀県養護教諭におけるアンケート調査の結果および考察 
本研究では，各学校で養護教諭の役割は必ずしも統一されていない現状(保健室運営
が中心となっている養護教諭，授業に取り組むなどコーディネーター的な役割を担っ
ている養護教諭)を問題点の中核として取り上げ調査した。本調査は，佐賀県内の小中
学校の全養護教諭を対象としたアンケート調査から,(1)どのような学校組織体制の基
で勤務しているのか，(2)どのような組織文化の中で教育活動に取り組んでいるかを調
査し検証することにより,学校保健の保健室経営改善のための方策を探求ができると
考えている。 
(１) 調査概要 
本研究で行った「保健室カリキュラムマネジメントに関する意識調査」の概要は下
記の通りである。 
① 調査目的：小中学校の学校改善において保健室カリキュラムマネジメントの果た
す役割の視点から，第１に「学校改善に果たす保健室（学校保健文化）経営の役割」
特に保健室のカリキュラムマネジメントを主体的に担う養護教諭は，学校の中にお
いて，対：大人(教師や保護者)との関わりと対：子ども(児童や生徒)との関わりに
ついて実態把握をする。知り得た情報からより効果的なマネジメントができるよう
対処策を考える。「小中学校における養護教諭の専門性に特化した取り組みの効果」，
特に保健室カリキュラムマネジメントを主体的に担う養護教諭が,保健室経営と自
分自身の質を高めるための実態把握をする。これらを総合的に検証することにより，
保健室におけるカリキュラムマネジメントの改善のための方策を探求することを目
的とする。 
② 調査時期：2011 年 12月 1日～2012 年 5月 25 日（主に 12月 1日～2 月 28日） 
③ 調査方法：佐賀県の小学校，中学校の養護教諭対象にアンケート調査票のサンプ
ルを持参し実施した。持参した地区は,①鳥栖・三養基地区，②佐賀市地区，③小城・
多久，地区，④武雄地区，⑤唐津・東松浦地区，⑥藤津・鹿島・伊万里地区の６か
所である。筆者はまず，各地区の校長会長にアンケート実施の許可をとった。そこ
での内容に関しての干渉はなかった。次に調査日は，各地区の養護教諭の理事に連
絡を取り，それぞれの地区の研修会の日程に合わせて実施した。調査の方法は,筆者
が各地区に出向き対面式で実施した。その際，まずアンケート調査の趣旨説明後に
「記入に関しては任意であること」,また「直接的に質疑応答を受けること」などを
補足説明し実施した。記入後はその場で筆者が直接回収した。回収したアンケート
調査の集計と分析には SPSS を使用した。 
④ 質問項目：学校の全体的な雰囲気を捉える項目（20 項目）と,対象者自身が養護
教諭として取り組んでいる内容を捉える項目（23 項目）を設定した。（表 3-４）（表
3-5） 
質問は，5 段階評価（「とてもあてはまる」＝5 点，「ややあてはまる」＝4 点，「ど
ちらでもない」＝3点，「あまりあてはまらない」＝2点，「全くあてはまらない」＝
1点）で集計を実施した。 
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表 3-1 回答者の基本的属性 
 
⑤ 調査対象：佐賀県（①鳥栖・三養基地区,②佐賀市地区，③小城・多久地区，④ 武
雄地区，⑤唐津・東松浦地区，⑥藤津・鹿島・伊万里地区）の各小学校・中学校の
養護教諭（20 歳代・30 歳代・40 歳代・50）歳代に直接配布・回収した。配布総数
は 284 票で 184 票（64.8%：無効回答は 0 票）の回収総数であった。回答者の基本的
属性は，表 3-1 に示す通りである。 
（２） 調査結果 
① 単純集計 
 
 
 
 
 
 
 
                  
 図 3-1「学校の全体的な雰囲気：上位３項目（％）」  
 
単純集計の「学校の全体的な雰囲気」の「よくあてはまる」の上位３項目では,
図 3-1 の結果であった。「めざすべき子どもの姿」は教師間で共通理解ができており，
そのための，管理職管理職や教師間の報告・連絡・相談も十分に機能する必要性を
認識している。 
また，養護教諭は担任または教科担任などとの身近な連絡など情報をわかりやす
く伝える義務も認識できている。さらに，児童・生徒・保護者に対しても情報をわ
かりやすく伝えている。 
 
30.1
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0
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30
40
情報をわかりやすく… めざすべき子どもの姿の… 管理職と教師間の…
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図 3-2「学校の全体的な雰囲気：下位３項目（％）」 
 
単純集計の学校の全体的な雰囲気」の「よくあてはまる」の下位３項目では,図
3-2の結果であった。「政治・経済や教育などの社会問題に対して話題になることが
少ないようである。平日は，ほとんど TVなどのメデイア情報を見る機会がなく時こ
と問題の情報が入らない現状がある。時間が遅れての情報となる。 
職員間の話題のほとんどは，児童・生徒のことが主流をなし，社会問題や知り得た
情報を共有する雰囲気などがないのが現状であろうことが計り知れる。また，日常
の学習指導方法はルーチン化している傾向があり，新しい指導方法などの導入も消
極的だと考えられる。 
図３-3「養護教諭が取り組んでいる内容：上位３項目（％）」 
 
単純集計の「養護教諭が取り組んでいる内容」の「よくあてはまる」の上位３項
目では,図 3-3 の結果であった。学級・学年を超えて児童・生徒についての話をする
ことが多いと認識している。 
また，教職員が孤立状態にならないようコミュニケーションの心がけも行ってい
る。これは能動的にも使役的にも行っているものであろうと推測できる。さらに生
徒指導・進路指導にもかかわることは,日常の生徒などの会話などの情報収集する機
会が多い養護教諭にとって重要なことである。 
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図 3-4「養護教諭が取り組んでいる内容：下位３項目（％）」 
 
単純集計の「養護教諭が取り組んでいる内容」の「よくあてはまる」の下位３項
目では,図 3-4 の結果であった。「兼職発令を受けての授業は，工夫された教材・教
具が多く,活動的で楽しむ学習指導方法が多い」（0.9%）であり，続いて「さまざま
な教育問題に対して，機敏に対応する能力や判断力を兼ね備えている」（1.8%），「児
童・生徒や保護者に対して体力（学力）向上やセルフエステイームを高めるために
提案し実施している」（3.3%）であった。佐賀県の場合，兼職発令を受けて授業をす
ることは極限られた養護教諭である。 
 
②  クロス集計（年齢×項目） 
クロス集計の「学校の全体的な雰囲気」の「とてもあてはまる」(10 人(12.0%))
以上の上位項目で,50 歳代では，「情報の伝達」（14人（16.7%）），「学校や子ども
のための行動」（10 人（12.0%）），「教職員間でカバーしようとする雰囲気」（10
人（12.0%）），「保護者や地域の人々との協働・支援し合う関係」（10人（12.0%））
であった。40 歳代は「教師間の報告・連絡・相談」（10 人（17.5%））であった。
「あまりあてはまらない」が 5 人以上の項目では 50歳代では，「最新の指導方法」
（8 人（9.6%）），「教師間の協力・協働」（8人（9.6%）），「校内研の充実」（7 人（8.4%）），
「評価・課題の意識」（5 人（6.0%）），「学校や子どものために行動する」（5人（6.0%））
であった。 
「養護教諭が取り組んでいる内容」の「よくあてはまる」の 10人以上の上位項
目で 50 歳代では，「教職員の孤立を防ぐためのコミュニケーション」（18 人
（21.6%）），「学級・学年を超えて児童・生徒の話題をする」（17 人（20.5%）），「学    
級・学年を超えて生徒指導・進路指導にかかわる」（12 人（14.5%）），「担任や教
科担任教師への支援」（11 人（13.3%）），「保健室経営の向上は学校経営の向上」（10
人（12.0%））「教職員に対して学校保健目標の明確化」（10 人（12.0%）），「教職員
のメンタルヘルスの配慮」（10 人（12.0%）），「保健だよりなどで生徒・保護者・
地域に向けての情報の提供」（10 人(12.0%））であった。 
「あまり・全くあてはまらない」が 10人以上の項目では,50 歳代で，「土曜日か日
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曜日に学校の仕ことや部活動の実施」（29人（34.9%））,「兼職発令を受け保健学
習の担当・授業・指導方法の工夫」（58 人（69.9%）），「兼職発令を受け保健学習
の授業の一部を担当」（57人（68.7%）），40歳代では，「土曜日か日曜日に学校の
仕ことや部活動の実施」（29 人（50.9%）），「兼職発令を受け保健学習の担当・授
業・指導方法の工夫」（28 人（49.1%）），「兼職発令を受け保健学習の授業の一部
を担当」（28 人（49.1%）），30歳代では，「兼職発令を受け保健学習の担当・授業・
指導方法の工夫」（7人（50.0%）），「兼職発令を受け保健学習の授業の一部を担当」
（7 人（50.0%））であった。また，２０歳代では，「兼職発令を受け保健学習の担
当・授業・指導方法の工夫」（12 人（50.0%）），「兼職発令を受け保健学習の授業
の一部を担当」（12人（50.0%））であった。 
 
③ 因子分析 
ア  「学校の全体的な雰囲気」の因子分析(表 3-2) 
「学校の全体的な雰囲気」を捉えるために探索的因子分析（最尤法，プロマック
ス回転）を行った結果，固有値 1 以上の 4因子が抽出された。第Ⅰ因子は，教師
間の情報共有や協調に高い負荷量を示したため，これを「共有・協調」と名付け
た。第Ⅱ因子は，学校や子どものための行動や教師間の協力・協働に高い負荷量
を示したため「教師間の協力・責任感」と名付けた。第Ⅲ因子は，教師間の教育
目標の認識と教育実践に高い負荷量を示したため，これを「意欲・意見交換」と
名付けた。第Ⅳ因子は，教師間の授業の指導方法や校内研修会の相互理解に高い
負荷量を示したためこれを，「最新の理解・指導方法」と名付けた。この因子分析
により検出された４因子の内的一貫性について Cronbach のα係数を算出した結
果，項目全てに関してはα=0.83，第Ⅰ因子α＝0.62，第Ⅱ因子α＝0.61，第Ⅲ因
子α＝0.67，第Ⅳ因子α＝0.70 であり，高い信頼性を示していると考えられる。 
 
イ  養護教諭として取り組んでいる内容の 因子分析（表 3-3） 
「養護教諭が取り組んでいる内容」を捉えるために探索的因子分析(最尤法，プ
ロマックス回転)を行った結果，固有値 1 以上の５因子が抽出された。第Ⅰ因子
は，教師間の情報共有や養護教諭の提案に高い負荷量を示したため，これを「保
健室カリキュラムづくりの情報提供・提案」と名付けた。第Ⅱ因子は，養護教諭
の専門的知識・技能の向上や保健活動のために他の職員の意見の尊重や優先に高
い負荷量を示したため,「専門的知識・技能の向上」第Ⅲ因子は，教師間のコミ
ュニケーションや教育目標の認識と教育実践に高い負荷量を示したため，これを
「教職員や児童・生徒への配慮・支援」と名付けた。第Ⅳ因子は，兼職発令を受
け授業の一部を担当や教材・教具の工夫に高い負荷量を示したため，これを「兼
職発令による保健学習指導」と名付けた。第Ⅴ因子は，生徒指導・進路指導への
参加や土曜日・日曜日の勤務に高い負荷量を示したため，「土・日・生徒指導」
と名付けた。また，「第Ⅰ因子：保健室カリキュラムづくりの情報提供・提案」
に関してはα=0.67で，「第Ⅱ因子：専門的知識・技能の強化」に関してはα＝0.69
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で，「第Ⅲ因子：教職員や児童・生徒への配慮・支援」に関してはα＝0.73 で，
「第Ⅳ因子：兼職発令による保健学習指導」に関してはα＝0.84 であった。 
さらに,「第Ⅴ因子：土・日・生徒指導」に関してはα＝0.59 であった。このこ
とから，全体でも各因子別にみても高い内的整合性があると判断された。なおこ
れら５因子の累積寄与率は 57.25 であった。 
 
表 3-2 学校の全体的な雰囲気の因子分析 
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表 3-3 保健室カリキュラム・養護教諭の執務に関する因子分析 
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  ④ パス解析 
               表 3-4 パス解析の関係図 
《 結果 》 
・  学校の全体的な雰囲気では，職員交流と意見交換は約 0.61 で関連性が有りカテ 
ゴリー感の結びつきは大きかった。 
・  カテゴリー毎に関連性をみてみると，第一因子の共有協調のために意見交換と 
責任感は 0.3 の関連性がある。   
職員交流は 0.1,意見交換は 0.36,責任感は 0.33 の関連性で保たれている。 
   
⑤  テキストマイニングの結果        
 
表 3-5 テキストマイニングの結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構成要素クラスター1
 
構成要素クラスター2
 
構成要素クラスター3
 
構成要素クラスター4
 
構成要素クラスター5
 
構成要素クラスター6
 
構成要素クラスター7
 
小
 
中
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《 結果 》 
・  大別すると，小学校は，クラスター要素の１，２，３，４，５，中学校は６， 
７との関係が強い 
・  特に小学校は，２と３の関係が強い。中学校は６と７の関係が強い。 
・  小学校は，共有協調においては，情報交換や支援などの項目が多く TT や資料提 
供などの支援による協調性をもっている。   
・  中学校は，生徒への話しかけや担任との密な助言をとおして協調性をもっている。 
〇 小学校は，学校の全体的な雰囲気では，情的なキーワードでは，「協力」「支援」
「配慮」「大切」だった。職員間での交流がありお互いに配慮を有している。 
〇 中学校は，「生徒」と「担任」と「助言」や「対応」のキーワードで生徒指導的
な関係を有している。 
   
(３) 考  察 
① 校経営と保健室経営に関する考察 
         本研究では，「学校の全体的な雰囲気」結果から，ほとんどの養護教諭は学校内
の意見交換や意見の共有は年齢に関係なく行われている。また，「時こと問題や季節
の疾病など,タイムリーに便りを利用している」などの記述から,保健便りや掲示板
などを利用して保健関係の啓発に努めていることが考えられる。学級・学年を超え
て児童・生徒の話題を分かち合っており，保健室が学校でもセンター的役割を担っ
ていることが理解できる。50歳代の養護教諭で特徴的なことは，学校経営や研究体
制への参加の有無は学校あるいは個人によって偏りがある。しかし，学校や子ども
のために行動する養護教諭は多い。自分の家族と重ね合っていることも１つの要因
であろう。また養護教諭の中には，教職員間で誰かが失敗した場合カバーする行動
も多い。保健室経営に視点をあてると，教師間でのカバーなどは，50歳代の養護教
諭の持つ経験知などから学校生活の中での仕事に精神的な余裕と適宜な判断がなさ
れていることが伺える。現在所属する学校の在籍年数にかかわらず,学校や子どもの
ために行動を起こすことができていることは養護教諭の仕事の内容は普遍的なもの
であることの証明にも成りうると考えられる。また，保護者や外部の関係諸機関と
協働・支援体制が整えられる立場にあることや他の職員とコミュニケーションを取
クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4 クラスター5 クラスター6 クラスター7
ＴＴ 支援 情報交換 気 学級 生徒 教室
協力 情報 相談 資料 教材 担任 助言
教育相談 等 配慮 提供 教師 様子 声かけ
子ども 必要 自分 話 対応
資料提供 手 保健室来室
事 授業 密
児童 声 連絡
授業時数 先生方
準備 大切
特 保健室
保健学習
保健指導
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ることができ，メンタルヘルスの配慮もできるのは，40 歳代と 50 歳代の養護教諭
の年代間による差はなかった。また，20 歳代と 30 歳代についても，年代間による
差はなかった。また，40 歳代と 50 歳代と比べても顕著な差は見られなかった。こ
のことは，学校経営や保健室経営は人格教育論の視点から協調性が最も重要であり，
養護教諭はその一端を担っていると言える。また，保健室経営の充実は，ひいては
学校経営の充実へと繋がるものと考える。 
 
②  学校文化と保健室における養護教諭の経営機能の考察 
       「養護教諭が取り組んでいる内容」では，養護教諭は，保健室経営の向上は学校
経営の向上に繋がることを常に意識しており，担任や教科担任教師などの教育活動
に気を配り常に支援を心がけている。また，学級学年を超えて生徒指導や進路指導
にもかかわっていること,また，学校保健目標を明確にし，教職員，児童・生徒など
に理解を得ようとしているなどこれらは保健室経営において養護教諭の運営機能の
極めて重要な要素を成していると考える。反面，土曜日か日曜日に学校の仕ことや
部活動の実施の有無については，大凡の養護教諭は土曜日や日曜日には休養をとっ
ているようである。今回の調査では小・中合わせて 5人（２０・３０・４０歳代各
1人，50 歳代 2 人）が土・日曜日に仕ことをしている。このことは，部活動などを
考えると小・中学校の学校文化が顕著に結果に反映したものである。 
次に，兼職発令を受けて保健学習の授業の一部を担当し授業の指導方法の工夫や
教材の開発については，佐賀県では４人（2.2%）（小 1人・中 3 人）が実施している。
一部他県の状況を見ると「山口県では，小学校 6 人（0.11%），香川県，島根県，神
奈川県など 他の授業や担任，副担任の経験おおよそ 33％が何らかの他の授業を経
験していた」であった。1（http://www.kknews.co.jp/kenko/h0009nd.htm） 
WHOは，「他者依存型で専門家を主導とし，人々のみに意識変革と行動変容を求め
た」従来の健康教育の考え方を改め，新しい健康教育の考え方を次のように示して
いる。People First：健康づくりの主役は，決して教育者，指導者，行政側ではな
く教育・指導される人々にあること。Informed Choice：情報提供が十分に行われた
環境で，意志決定と選択を住民本人が行うこと。Non-Judgement with Value：決定
に対して専門家が「正しい」「悪い」という価値をつけて判定しないこと。また，
個人が選択したこと柄の責任は個人にもあることも含む2（WHO,1983）世界保健憲章
（1948年4月7日発効）http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/who/who.html。  
養護教諭は，まず今回の制度改正「養護教諭の保健の教科の授業を担任する教諭
または講師になる制度改正」(免許法第３条の規定)の趣旨を理解しなければならな
い。健康課題が年々増加し解決を急がねばならない状況にあっては，専門の知識と
技術を有する養護教諭が保健学習の授業にかかわらない訳にはいかないこと，また
学級集団を対象に健康の情報を確実に提供できる保健学習は，予防教育・開発的教
育としての効果が大きく，課題解決にも繋がるものであること,その上で，「兼職発
令を受けるか否か」考えなければならないと考える。また，これらを実施するにあ
たり,「本来の保健室の機能がおろそかになるようなこと態を招くことがないように」
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と留意事項にあるが，その条件整備も必要不可欠である。 
 
第２節  保健室経営の実際  
(１) 保健室経営 
養護教諭は,最近の健康原理としてのヘルスプロモーション(以下 HP：ここで述べる
HPを筆者はヘルス・プロモーテイング・スクール(HPS)と置き換えている)3(世界保健
憲章（1948 年 4 月 7日発効）『憲章第１条』http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/who/who.html
の考えに立って，学校保健を再構築する必要がある。具体的には，「地域の中で学校
が進める児童生徒の健康づくり」という視点に立つことである。今日の保健室経営に
は，学校内だけではなく学校外(家庭・地域)との関係も深く,保健室経営にも学校内外
の関係者の参画が必要と考える。もともと，健康である保健室(学校)をより質が高く
豊かな保健室(学校)にするために，子ども達が主役の思考・判断・表現を柔軟にした，
オープンな経営が求められているのである。保健室を運営するにあたっては，チーム
で運営する必要がある(図 3-1)。そのチーム(保健室運営)の推進者となる養護教諭は
高い資質や力量を求められる。具体的には，運営遂行の配慮，果たす役割である。チ
ームづくりでは，①目標の共有，②共同意欲の醸成，③達成意欲の高揚などである。
運営上の配慮では，①フォーマル・インフォーマルに関わらず,課題解決のための情報
の収集・発信を図ること，②情報管理の確立，③チームの職務分担の明確化である。 
 (２) 保健室経営計画 
表 3-4「学校の全体的な雰囲気の因子分析」と表 3-3「保健室カリキュラム・養護教
諭の執務に関する因子分析」の相関関係の結果から，①は「自立」とし，生活習慣改
善へ向けた自立への支援，②は「相談体制」とし，風景構成法や「QU」を活用し生徒
の内省を可視化しての支援。③は「授業開発」とし，生徒に有効に養護教諭もつ専門
性を習得させるための授業デザインを仕組む。④は「大学・地域との連携」とし，保
健室経営が学校改善の一端を担うための支援。の４項目に集約した。 
そして，保健室の経営を実践するにあたり下記のように具体的に保健室経営案を作
成し，モデル化した。その際，実践実行の価値を高めるために(1)の保健室に関するア
ンケートの結果などを鑑み，保健室経営計画を作成することは必須である。 
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表 3-6-1 保健室経営計画（H24 実践校資料） 
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表 3-6-2 保健室経営計画（H24 実践校資料） 
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(3)  考  察 
本研究では，学校組織の中で「特色ある学校保健づくり」を目指して，①学校経営
と保健室経営の関係性，②学校文化と保健室における養護教諭の経営機能に焦点をあ
てて，佐賀県内の養護教諭がどのような組織文化の中で教育活動に取り組んでいるか
を調査し検証した。 
回答者の基本的属性（佐賀県の養護教諭の年齢構成）について（表 3-1）,50 歳代が
小・中学校併せて 82人（44.6%）を占め,40 歳代は 57人（31%），30 歳代 14 人（7.6%），
20歳代 23 人（12.5%）であり，40 歳・50歳代を併せると 139 人（75.5%）であった。 
勤務経験年数は，平均約 25年であった。保健室における養護教諭の経営機能に視点
をあてると,年齢構成と経験年数から推測するとベテランの域にあること。また，教職
員間や児童・生徒，保護者，地域の関係諸機関に関しても,管理職から指導を受けるこ
とよりむしろ把握している情報などを助言する立場であろう。また，20 歳代や 30 歳
代の養護教諭は，6 地域に分散して勤務しており，地域区内の近隣学校の 40 歳・50
歳代の養護教諭のアドバイスを受けることにより，保健室経営機能がスムースに遂行
できているものと推測できる。但し，20 歳・30歳代の養護教諭にとっては「同僚など
に相談するときに緊張する」「困ったことが起こったときに早く報告しなければならな
いのに，悩んでいるうちについ日が伸びてしまう」など，執務以前の悩みなどもある
ようである。また保健学習の授業実践を計画していても学校の実情などで先進の知識
を活かせられずジレンマに陥っている場合もあるようである。 
学校保健活動のセンター的機能を担う保健室経営について取り組み,目指す生徒の
姿を確実なものとするためには，求められるニーズに対し，的確に対応できる力量の
有無が問われるであろう。これまでも保健室は学校保健のセンター的機能を持ちなが
ら経営されてきたが，これからは単なる情報発信センターとしてではなく，生徒の健
康問題の解決を図るための総合的なセンター的機能としていく必要があるのではない
か。そのためには，保健室経営計画における健康問題解決に向けての目標や方策が，
学校内外の関係者に理解され，協力を得る必要がある。養護教諭の専門性を活用した
授業実践により，健康に対する関心・意欲の高まりが見られ，自らの健康問題を解決
していく思考力・判断力の育成が必要である。また，養護教諭が授業を行うことによ
り生徒との人間関係が構築され，来室時，より丁寧で詳細に個別の指導ができるなど
副次的な効果も生まれる。 
さらに保健室が，今後生徒自身が学ぶ楽しさを実感し活動・交流を通じて全身で感
動や愛を感じ，今の自分自身をもっと好きになり，これからの生きる力・生きぬく力
を育む支援になる空間にするべきである。 
最後に，このように学校保健活動のセンター的機能が活性化することにより，相乗
的に学校経営の活性化にも繋がるものと考える。  
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第３節 中学校(含実践こと例校)に特化する必然性 
  (1)   調査目的 
       中学１年生は，個人差はあるが２学期から第二次成長期の特徴が現れ始める。 
     反抗期(思春期)とともに自己形成も始まるのである。このときに，セルフエステｲ
ーム(自己肯定感)が大きくかかわってくる。 
そこで，実践こと例校の１年生対象に，入学して６か月経った９月にアンケー
ト調査を実施した。 
質問項目は，「①自分のことが好きか嫌いか」，「②６か月で自分自身が成長
したこと」の２設問を男女別に統計を取った。 
 (2)  調査結果 
①-1 [男子] ４月から９月まで，「自分自信が成長したこと」（図 6,7 ） 
実践事例校の 1 年生に，4 月入学してから夏休みが過ぎ，２学期の始めの９月３
日に,「入学して成長したこと」の質問をした。その結果は以下のとおりであった。 
 
 
 
 
 
                   
 
 
 
図 3-5 「成長したこと(男子)」 
［ 結 果 ］  
成長したことを大きく２つに分けた。第１に身体的なことと，第２に心のこととした。 
身体的なことの特徴としては，身長や体重が増えたこと，部活でプレーができるように
なったこと，体力が付いたこと，英語や数学ができるようになったことなどであった。 
また，第２の心の問題では，友達ができた，礼儀などのマナーが守れるようになった 
こと，心が強くなった，周りの空気を読むようになった，などが特徴としてあげられる。 
①1-2  自分のことが「好き・嫌い」の割合と理由 
男子においては，自分のことが好きと答えた生徒は 77 名の平均では，「51％自分
のことが好き」「54％自分のことが嫌い」と答えている。 
自分のことが「好き」の理由は，・元気・楽しい・自信がついた・スポーツ
が好きになった・友達ができた・優しくなった・ポジテイブ思考・負けず嫌い・
勉強と部活と両立できている。などであった。 
自分のことが「嫌い」の理由は，・頭（成績）が悪い・面倒くさがり・感情 
的・自分に甘い・決断ができない・わがまま・嫌いでも好きでもない自分・中途半
端・目標がない・反抗している・自分が嫌だ・逃げようとする自分がいる・思い通
りにならない。などであった。   
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②-1  [女子] ４月から９月まで，「自分自信が成長したこと」 
実践こと例校の 1 年生に，4 月入学してから夏休みが過ぎ，２学期の始めの９月
３日に,「入学して成長したこと」の質問をした。その結果は以下のとおりであっ
た。 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
    図 3-6 「成長したこと(女子)」 
［ 結 果 ］  
成長したことを大きく２つに分けた。第１に身体的なことと，第２に心のこととした。 
 身体的なことの特徴としては，身長が伸びたこと，勉強や部活を頑張っていること，英
語や数学ができるようになったこと，日焼けをしたことなどであった。 
また，第２の心の問題では，友達ができた，礼儀などのマナーが守れるようになった
こと，手伝いをするようになったこと，早く起きるようになったこと，字を綺麗に書く
ようになった，ストレスの対処ができるようになったなどが特徴としてあげられる。 
②2-2自分のことが「好き・嫌い」の割合と理由 
生徒は，女子においては，自分のことが好きと答えた生徒は，76 名の平均では， 
「39％自分のことが好き」「54％自分のことが嫌い」と答えている。 
自分のことが「好き」の理由は，・素直・明るい・上下関係ができた・楽しい 
・元気・ほめられる・一生懸命・頑張っている・新しいことが知ることができる。
などである。自分のことが「嫌い」の理由は，・頭（成績）が悪い・人見知り・面
倒くさい・自分に甘い・わがまま・話の中に入れない・喜怒哀楽が激しい・好きで
も嫌いでもない・飽きっぽい・反抗している・自分が嫌だ・思い通りにならないな
どである。                                       
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② 実践事例校の生徒の実態 
実践こと例校の生徒の実態と心身の状態は以下のようにまとめられる 
[実践事例校の生徒の実態]      [実践事例校の生徒の心身の状態]                       
                       
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)   保健室についての生徒のアンケート結果(2013:実践事例校)  
① 目的は，保健室は生徒にとって利用しやすいのか,また保健室は生徒にとって 
どのような場所かなどであったか実践こと例校の生徒 454 人にアンケート調査を実
施した。質問内容は，①保健室を利用したことがありますか。②保健室は利用しや
すいですか,である。  
 アンケート調査結果 
① 保健室を利用したことがありますか ② 保健室は利用しやすいですか  
(保健室利用者の割合)          (利用のしやすさの割合) 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
結果：「利用しやすい」と「まあまあ利用しやすい」の合せた回答は，54％で 
   「あまり利用しやすくない」と「利用しにくい」の回答は，25％であった。 
   「どちらでもない」は 21％であった。 
理由：「利用しやすい」と「まあまあ利用しやすい」の回答では， 
 
 
 
70%
30%
保健室利用者の割合
ある
ない
１ メンタルヘルスに関する課題  
・常によい子でありたいと自分自身に負荷 
をかける  
・保護者の期待に過度に応えようとしている  
・自己形成のためにストレスを感じている  
２生活習慣に関する課題「居場所・食こと・ 
睡眠」  
・心の居場所・孤食・慢性的な睡眠不足(不
定愁訴) 
３ 自己肯定感が低い(自信・自己判断) 
４ 人間関係が希薄(携帯・メール) 
５ 将来への不安(夢(目標)・希望) 
６ アレルギー関係の増加  
７ 体力の低下  
 
１ 通塾率・・約９０％  
  →塾以外の習いことをしてい
る生徒も多い。  
２ 物ことを成し遂げる追求意欲
を強く持っている。  
３ 頑張る生徒が多い。  
４ 完成度が高い。  
５ ほぼ全員が県内外の進学校へ
入学する 
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中庭 
 
実践事例校は，管理棟と教育棟の２棟の３階建てである。また管理棟と教育棟は東
側の廊下で連棟されている。 
 
図 3-7  実践事例校の保健室見取り図  
保健室の立地条件が管理棟の中央部にある。しかも職員室に隣接しており生徒の
利用する利便性が高い。(図 3-10) 
また，保健室にいる養護教諭との関係については，調査当時の養護教諭の在勤は 
８年目であり，生徒との関係は良好であった。何故なら，養護教諭は生徒についで
は，兄弟や保護者を含めほぼ全員の掌握ができているし生徒も養護教諭のことを理
解している。これらのことが，養護教諭自身と何らかの関わりがあれば利用しやす
いと感じている生徒が多かった要因であろう。「あまり利用しやすくない」と「利
用しにくい」の回答では，生徒によっては「先生が怖いから」の理由であった。こ
れは教師と生徒との人間関係からくる信頼関係の希薄さが大きな原因であろうと考
えられる。日頃の関わりが薄いと考えられる。また，「先生が保健室にあまりいな
いから」の理由では，生徒自身が自分の用件をタイムリーに処理してもらえないな
ど物的,或いは心的条件が満たされない場合の結果であろう。 
 生徒は，保健室には，誰か常駐しているもの，また常駐していて欲しいと思って 
いること。そして養護教諭の「優しさ」を求めている。 
「やさしさ」については，生徒と養護教諭との間に本来の「優しさ」の意味の捉え
方が違うと考えられる。聞き取りによれば生徒の考える「やさしさ」は，主観的に
行動的に直接的に自分自身に対しての優しさである。またそれを多大に求めている。
しかし，養護教諭の考える「優しさ」は，直接的ではなく間接的であったり，先の
見通しを持つ生徒がいかに自立できるかの行動を考えての「優しさ」で複雑な背景
を持つ「優しさ」である。 
生徒は，中学生の今時点では，「優しさ」が理解できないが将来的に成長した段 
階で理解できる場合も多い。このような誤解をなくすためにも，文脈をコミュニケ
ーションの場面を多く持ちお互いの意志の疎通を取るべきであると考える。 
  
 
 
保健室 
管理棟 
（３階） 
 
 
 
教育棟（３階） 
廊下 
職員室 
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(4) 中学校(含実践事例校)に特化する必然性 
    保健室経営を（１）～（３）までアンケートを中心に子どもの視点で述べた。 
  中学生は思春期特有の心身共に「自分くずし」から「自分つくり」へと自己形成
を培う時期である。 
アンケートの結果とこのような発達段階を総合的に判断し実践事例校での中学生
における支援の必要性が出てきた。 
そこで，実践事例校の保健室経営のなかで対子どもへの支援体制を図３－11 のよ
うに包括的支援としてモデル化した。まず，「支援水準」を４段階に設けそれに併
せて対象者を４区分する。また，その４区分に併せて対処策である戦略を４戦略考
案するものである。このように中学校(実践事例校)に特化して実践・実証の意義の
必要性を論ずる。 
医学的知見は，２次支援，３次支援，４次支援を中心に支援する。 
心理学的知見は，３次支援，４次支援を中心に支援する。 
教育学的知見は，１次支援，２次支援，３次支援，４次支援全体に支援する。 
   詳細は，本調査の第４章で述べる。 
図３－8  実践事例校の包括的支援モデル 
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《 注 》 
(1)  http://www.kknews.co.jp/kenko/h0009nd.htm） 
(2)  (WHO,1983）世界保健憲章（1948年4月7日発効）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/who/who.html  
「WHO（世界保健機関）が 1986 年のオタワ憲章において提唱した新しい健康観に基づ
く 21世紀の健康戦略で，「人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし，改善
することができるようにするプロセス」と定義されています。」 
(3)  世界保健憲章（1948 年 4月 7日発効）『憲章第１条』 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/who/who.html 
 
表 3-2,表 3-3のアンケート項目は以下のとおりである。 
表３－２ 「学校の全体的な雰囲気」の項目 
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表３－３ 「養護教諭が取り組んでいる内容」の項目 
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第 4 章 学校保健における養護教諭の実践と実証的考察 
 
第１節 研究の目的,研究の方法 
 １ 研究の目的 
本調査では，実践事例校における生徒の実態から,次の３つのことを検証する。  
Research Question①「医学的知見」：人間関係においてパニック症状を持つ生 
徒に,「Eye-Tracker」を導入すれば内省の可視化ができ医学的分析が可能になり教
育的な効果が期待できる。本研究の課題を明らかにし，その課題を解決すべく，養
護教諭による学校保健教育論を提起する。 
Research Question②「心理学的知見」：不登校生徒や学習支援生徒に,ICT の利 
活用「遠隔カメラ」(教室のカメラと保健室のノート型パソコンを繋ぐ)を導入すれ
ば,学習補償の新たな提案として，教育的な効果が期待できる。本研究の課題を明ら
かにし，その課題を解決すべく，養護教諭による内容開発の理論と方法を釈明する。 
Research Question③「教育学的知見」：統合的(Integrated)カリキュラム 1(今 
谷，1997)を保健学習に導入すれば健(協働学習と生徒主体の学習)すれば QOL の向
上と自己肯定感の向上における教育効果が期待できる。養護教諭による予防的・開
発的な教育内容方法の提示である。 
学校保健教育は，時間や場所，人を問わない。換言すれば，何時，何処で，誰が教
育してもその教育が成立できる分野である。それは，統合的教科そのものである。
そこで，保健学習や保健指導において専門性が十分に発揮できるであろう養護教諭
による保健学習の指導を実施することにより,本研究の課題を明らかにし，その課題
を解決すべく内容や方法を提示する。学校保健教育の保健学習や保健指導の授業で
めざしたのは，自己学習論２(佐大附属中研究紀要)から発展させた「統合
（Integrated）的学習カリキュラム」１である。学校保健教育における QOL の向上
は，自己肯定感の向上が根幹を成す。そこで，目標や題材(キーワード)を同じくす
る各教科と統合(クロス)することでより価値が高まるであろうと考えカリキュラム
の開発を試案し提示する。さらに,生徒主体の組織活動に「SL 理論」３(倉本,2007)
および生徒主体による「自治的活動」４を(学習指導要領)導入すれば,主体的な活動
における主体的な学びについて試案し提示する。 
(1) 学校保健教育における学校保健の概要 
① 学校保健 
学校保健（school health）とは,法的には,学校における保健教育と保健管理を
いう５（文部科学省設置法第11 条の1）。言い換えれば学校で職員や生徒などの健
康を保持増進するための活動とか，児童・生徒および教職員の心身の健康の保持
増進と，国民として必要な健康生活の実践力を養うために必要な指導と管理であ
る｡ したがって，健康を保持増進するために行われる一切の活動は,保健管理であ
る。また,健康生活の実践力を養うための指導は,保健教育や保健指導として捉え
られる。学校保健は学校教育制度の下に行われる保健活動であるが，それは単に
児童生徒，教職員の健康を管理することのみではなく，同時に教育活動としての
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保健活動を任務として持っているのである。健康管理とは,教育を受ける主体とし
ての児童生徒と，教育を授ける主体としての教職員が一定の教育成果を達成する
ためにまず健康でなければならない，あるいは健康であることが望ましいという
意味で「教育のための保健」としての性格を持っている。一方，学校教育活動と
しての学校保健は,それ自体として教育活動でなければならないという観点から，
現在から将来にかけての児童・生徒の保健に関する知識，態度，能力を養うとい
う性格が見い出される。これは「保健のための教育」としての性格と呼ぶことが
出来る。これを学校保健の二重性と呼び，数学科や理科などの教科と相違する点
である。 
「教育のための保健」には,保健管理が，「保健のための教育」には保健教育があた
り，これら両者を支援し増進するために「保健組織活動」があるとするのが,学校
保健の基本的で一般的な理解である(文部科学省設置法第11 条の1）。 
② 保健教育と保健指導 
保健教育とは,保健学習（health instruction）つまり保健体育科における保健
と他の教科における保健に関連した学習と保健指導（health guidance）に大別さ
れる。 
保健教育の目的は,児童・生徒が自らの健康を保持増進するのに必要な知識，態
度に関する能力を形成することである。そこでは保健の基礎的な概念，働きを習
得し，自らの健康問題を理解出来るような能力を育成することである。これに対
して保健指導とは，児童・生徒が単に知識，認識レベルで保健を理解することだ
けでなく，それを越えて実際に保健行動（health behavior）として自らの健康問
題に取り組み，解決してゆけるように指導することである。このためには児童生
徒の一人一人を対象とした個別的保健指導と朝の会や帰りの会を含む特別活動,
あるいは学校行事などにおける学年や全校の集団的保健指導などがある。 
③ 保健管理 
保健管理（health administration）は児童・生徒，教職員などの健康の保持増
進を図ることによって学校教育を円滑にするために行われる。これはさらに，法
令上（学校保健法第1条）では学校環境衛生（対物管理）と健康診断や健康相談お
よび学校伝染病予防（対人管理）とに分類される。 
ア 対人的保健管理 
対人的保健管理は，健康観察，健康診断の実施と事後措置，健康相談，疾病
の予防および伝染病の予防，救急措置などである。これらに関連して，スポー
ツテスト6，体力診断テスト7，教育心理検査(HUMANⅢなど)8，Q-Uテスト9，各種
の人格検査，知能テストなどの実施とそれに基づく管理をこれに含めることが
できる。これらの事業は児童・生徒の心身の状態を把握して予防的教育効果と
開発的な高い教育効果を得ることを目的としている。しかし児童生徒の疾病状
態，健康状態あるいは日常生活の状態は,環境の変化や時代の流れで，当然なが
ら徐々に変化してゆくので,その方法は少しずつ変更を余儀なくされる。 
イ 対物的保健管理 
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生 徒 保護者(地域) 教職員 
教育学的知見 
(1)学校保健 
学習論 
・保健学習 
・保健指導 
医学的・心理学的知見 
(2)保健管理 
・心身の健康課題 
 の対応 
・特別支援関係 
組織活動的知見 
(3)生徒会活動 
(健康づくリ部) 
・生徒主体
の自治活動 
関係諸機関 
保健室経営（養護教諭） 
学校保健法第3 条は,「学校においては，換気，採光，照明，及び保温を適切
に行い，清潔を保つ等環境衛生の維持に努め，必要に応じてその改善を図らな
ければならない」としている。この「学校環境衛生の基準」は,学校を取り巻く
環境の変化や科学技術の進歩に伴ってしばしば見直され改訂されている。以上
のように，学校保健は保健教育(保健学習，保健指導)，保健管理(心身の管理や
学校生活の管理，学校環境の管理)と学校保健組織活動に大別され運営される教
育的活動である10(大澤，1995)。 
大澤は，私たち人間は乳幼児期から成人するまでに多種多様な教育的作用を
受けているがなかでも，幼児期において食事や衣服を与え，その生命と健康を
守り，基本的な生活習慣を身に付けさせる作用を『養育』と言う。また市民と
して生活してゆけるようにその社会の規範を教えて社会的同化を促進させる作
用を『社会化』と言う｡また発育発達に伴って社会化がより進んだ段階では，よ
り高度に専門化した学校教育によって文化の伝達が組織的に行われる。これが
「陶冶」としての教育作用である。教育はこれら養育，社会化，陶冶の3つの側
面によってその根源的機能を果たしている。こうした教育の機能の中で学校保
健は基礎的な役割を果す大きな可能性を持った分野である。」11とも述べている。 
         保健教育とは保健学習（health instruction），つまり保健体育科における保
健と他の教科における保健に関連した学習と保健指導（health guidance）に大
別される。 
本研究では，保健教育の保健学習と保健指導に特化し述べることとする。 
２ 研究の方法 
(1) 学校保健活動における保健教育の医学的知見，心理学的知見，教育学的知見の
構造学校保健活動における保健教育の保健学習では，医学的知見，心理学的知見，
教育学的知見の構造を以下の図4-1のように作成した。本章では，教育学的知見の
保健学習に特化するが，養護教諭の授業実践においては，保健室経営を実施する
にあたり，医学的知見，心理学的知見，教育学的知見がスパイラル的に絡み合っ
て効果を生み出すのである。また，教育学的知見では，さらに細分化し保健学習
と組織活動の２領域に分け目的と方法を述べる。 
  
図4-1 学校保健活動における医学的知見，心理学的知見，教育学的知見の構造図  
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   (2) 学校保健における養護教諭の実践と実証的考察 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４－２ 学校保健における養護教諭の実践・実証構成図 筆者作成 2013 
 
考 察 保健室ｶﾘｷｭﾗﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの機能は，対子どもの医学的知見・心理学的知見・
教育学的知見の実践において「QOL の向上」「自己肯定感の向上」が明ら
かになり学校改善の一端が担えた。 
 
 
 
第４章 学校保健における養護教諭の実践と実証的考察     
     
 
 
 
 
 
      
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［仮説③-2］ 
組織活動（生徒会：
健康づくり部）に SL
理論および生徒主体
による自治活動を導
入すれば，主体的な
活動における教育的
効果が期待できる。 
 
[方法③-1] 
統合（Integrated）的 
カリキュラムの活用 
・ライフスキルの活用 
(問課題解決学習/協働
授業) 
 
［仮説①］ 
別室登校(パニッ
ク症状)の生徒に
「Eye-Tracker」
を導入すれば内
省の可視化がで
き医学的分析が
可能になり対処
策の教育的効果
が期待できる。 
 
 
［仮説③-1］         
統合的 (Integrated)カリ
キュラムを保健学習に導
入(協働授業と生徒主体の
学習)すれば, QOLの向上と
自己肯定感の向上におけ
る教育的効果が期待でき
る。 
 
[方法①] 
ICT の効果的
な利活用 
「Eye-Tracker」
の活用        
 
 
 
 
[方法③-2] 
SL 
(Service-Learning) 
理論の活用 
 
 
教育学的知見① 
（中集団への対応） 
医学的知見 
(個への対応） 
教育学的知見② 
（大集団への対
応） 
[結果③-1] 
・問題解決学習は生徒自
身が学習をマネジメ
ントすることができ
「QOLの向上」と 
「自己肯定感の向上」
に有効であった。 
 
[結果①] 
人とのかかわり
が苦手な生徒に
とって，内省の
可視化ができ ,
医学的分析が可
能になり対処策
に 有 効 で あ っ
た。 
[結果③-2] 
・SL 理論および生
徒主体による自治
活動は，生徒会の
主体的な組織活動
にとって有効であ
った。  
 
心理学的知見 
(個への対応） 
［仮説②］ 
不登校生徒・学習
支援生徒に ICT の
利活用「遠隔カメ
ラ：教室のカメラ
と保健室のノート
型パソコンを有線
で繋ぐ)を導入す
れば学習補償の新
たな提案として教
育的効果が期待で
きる。 
[方法②] 
ICT の効果的な
利活用 
「遠隔カメラ」 
の活用 
         
 
 
[結果②] 
不登校生徒・学習
支援生徒に ICT の
利活用「遠隔カメ
ラ：教室のカメラ
と保健室のノート
型パソコンを有線
で繋ぐ)を導入す
れば,学習補償の
新たな提案として
有効であった。 
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第２節 Research Question①「医学的知見」における実践事例 
［ 医学的知見の全体構造 ］ 
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(1) 特別支援(発達障害)における学習支援 ―ICT の利活用― 
① 遠隔ビデオの活用(問題と目的) 
生徒 A は「対人パニック症」12(上島)を持っている。教室(男子 20 人，女子 20
人)に入るとパニック発作に強烈な恐怖を感じる。このため，発作が発生し
た場面を恐れ，また発作が起きるのではないかと，不安を募らせていく。
そして，予期不安が起こり生徒 A は神経質となり,パニック発作が繰り返
し生じるようになり，教室での一斉授業を受けることが出来なくなり別室登校
をした。また，「拘り」が強いが，何に対しての「拘り」なのかは生徒 A自身も自
覚してはいなかった。また，病院受診は全面的に拒否していた。 
      そこで，アセスメントは，スクールカウンセラー(以下，SCと呼ぶ)と筆者とで
実施した。まずは，「拘り」を生徒 A も解決したい意思もあり，「Eye-Tracker」（非
接触型の注視点測定システム）13」の利活用を実践し解明した(資料 4-1)。                                   
授業の参加については，教室での授業は      資料 4-1「Eye-Tracker」 
不可能であったので，教室には「カメラ」 
を,別室には「端末ノート型パソコン」を 
有線で繋ぎ，生徒 Aは，別室にて教室の 
遠隔授業を受講することで対処した。 
     
ア 対象と方法 
(ｱ)  対象：実践事例校 
本研究の対象は 1)別室(相談室・保健室)登校の生徒１名(以下，生徒 A
と呼ぶ)である。 
(ｲ)  実施期間：2012 年４月～2013 年３月 
(ｳ)  研究方法 
特別支援教育体制において，生徒の健康度に応じて，１次支援：「心身と
も健康」(教室学習),２次支援：心は健康，体は不健康(教室),３次支援：
心は不健康，体は健康(教室),４次支援：心も体も不健康(特別教室・相談
室・保健室)の 4段階に区分した(図 4-3)。 
１次支援では,①心のノート（C 中学校で担任と全生徒とがコミュニケーシ
ョンをとるために使用するノート実践事例校のオリジナルである）,②連続
休み 3日目の家庭訪問，③風景構成法３(山・川・人)による読み取りを中心
に観察をしながら様子をみる，２次支援では病院などに受診させながら様
子を見る，３次支援では教育相談係と担任，家族と連携し様子を見る，４
次支援ではカウンセラー・専門機関と連携しながら対処している。本研究
対象の生徒 Aは，４次支援に該当する。 
         本研究では，生徒 A に対する具体的な ICT 支援として，①相談室，保健
室の学習補償(遠隔カメラでの対応)，②夏季休業中の実験(理科)・実習(家
庭科・技術・音楽・美術)等の学習補償，③「Eye-Tracker」（非接触型の注視
点測定システム）の利活用の実践である。 
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図 4-3 実践事例校支援モデル 筆者作成 1996 
    
イ 学校で注意を要する生徒の見取り方法 
(ｱ) 別室登校(含，不登校傾向)生徒については，全職員共通理解のもと支 
援の実践 
     (ｲ) 別室登校(含，不登校傾向)生徒の早期発見 
        教育相談(心のノート・ケース会議)，連続休み３日目の家庭訪問，風 
景構成法(山・川・人)の活用，生活指導部会(毎週金曜日)，無関心の関 
心 14(全職員共通理解の言葉) 
     (ｳ) 別室登校(含，不登校傾向)生徒の対処策 
        別室(相談室，保健室)の生徒の学習補償 
(a) 課業日は「教室(カメラ)と別室(ノート型パソコン)による遠隔授業
の実施  
(b) 長期休業中の実験・実習による学習補償 
 
ウ 学習支援の方法 
    (ｱ) 学習補償について 
       本校において本人，保護者，全職員との共通理解のもと実施する   
    (ｲ) 学習補償の方法について  
 (a) 別室における個人学習補充授業(数学，英語)  
      (b) 「Eye-Tracker」(非接触型の注視点測定システム)による分析 
      (c)「読解」，「計算」などの分析 
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      (d) スキル(ドリル)学習 
エ  本校における(医学的)支援教育体制 
実践事例校における特別支援(医学的)教育体制の基本的な考え方で述べたよ
うに，実践事例校では，特別支援教育体制の基本的な考え方として，日本教育
心理学会のモデル 15（日本教育心理学会による児童・生徒の心理教育援助）を
参考にしている。但し，特別支援(医学的)教育体制は独立しているわけではな
く，校内の教育相談体制と協働し融合させながら実施している。2012 年度は，
不登校傾向や学習支援が必要な生徒がおり，2012 年度はそれらの生徒達を中心
に特別支援(医学的)教育体制を整えていった。 
 
オ  倫理的配慮 
        本研究の実施に際し，生徒 Aが所属する実践事例校の責任者に対し，許可を
得た。生徒 Aに関しては，生徒 A 個人の情報が他の生徒に漏れないことに留意
し，得られた結果は数値コード化するなど，個人情報が特定されないように配
慮した。また，遠隔カメラの利用に際しては，カメラが設置される教室に所属
する生徒の保護者に対し，個人情報配慮や生徒の学習支援以外に使用する目的
はない旨事前に説明し，全保護者から設置の許可を得た。 
 
カ 結果 
(ｱ)  相談室，保健室の学習補償 
生徒 A は，対人恐怖症の症状があり，教室の授業受講は全く不可能ではな
かったが長時間の教室滞在に苦痛を感じ自分だけの空間と時間が必要であっ
た。そこで，別室（相談室や保健室：以下別室と呼ぶ）の学習として，3 年 x
組の教室に「高機能カメラ（ズーム機能付き）16」を付け，別室に有線のケ
ーブルで連結させ主導機器（ノート型パソコン）を設置し，遠隔操作により
教室の授業の様子を映し，同期型で授業を受けることができるように環境を
整え，学習できるようにした。(図 4-4) 
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図 4-4 遠隔カメラを利用した学習の様子  筆者作成 
 
(ｲ)  遠隔カメラ利活用による学習効果 
○ 生徒 Aは，別室で周囲の目を気にすることなく,教室の様子を見ながら受講
できるので，非常に安心して授業を受けることができていた。 
○ 生徒 Aは，別室での主導機器(ノート型パソコン)および拡大視写機は自分
自身で操作でき，黒板で注視したい内容を自由にみることができるなど，学
習の自由度が高く，学習に満足していた。 
○ 別室でも教室内の授業の様子が伝わり，授業に参加意識を持つことが出来
た。 
○ 「高機能カメラ」を設置した学級の生徒達も，個人差はあったが授業に緊
張感がでるなど，副次的効果が得られた。 
 
(ｳ)  夏季休業中の実験・実習等の学習補償 
       ○ 実験（理科）・実習（家庭科・技術・音楽・美術）の学習補償は長期休業中
に集中して行った。 
       ◯ 理科の実験補充について，再現可能な実験は，個別に実施した。 
◯ 再現不可能な実験は,予めビデオに収め，その実験過程を生徒に再生して示
す方法をとった。その際，TVのモニターに映したり，プロジェクターからス
クリーンに投影した。また，書画カメラを利用し部分を拡大させるなど工夫
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を凝らし，ビジュアルな映像を生徒に提供した。 
       ◯ 家庭・技術科，美術科では他の生徒の作品を DVD およびデジカメで撮影し
Aに提示した。 
       ◯ 音楽科では，電子黒板に保存した他の生徒の音楽作品を A に提示した。 
以上のICT利活用によって，別室の生徒Aに対して教科の補充学習ができた。 
 ② 「Eye-Tracker」の活用  
②-1  「Eye-Tracker」(gaze plot)による「拘り感」の分析 
ア 生徒 Aの「拘り」を「Eye-Tracker」(gaze plot)の軌跡で可視可した  
           
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5 対象者(生徒 A 生徒)の「Eye-Tracker」の軌跡 図 4-6 被対象者の「Eye-Tracker」の軌跡 
(gaze plot)=250 個                              (gaze plot)=85 個  
②-2 「Eye-Tracker」(heat map)の軌跡 
   イ 生徒 Aの「拘り」を「Eye-Tracker」(heat map)の軌跡で可視可した  
 
 
 
 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-7 対象者(生徒 A)の「Eye-Tracker」の軌跡       図 4-8 被対象者の「Eye-Tracker」の軌跡 
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②-3  「Eye-Tracker」(gaze plot)による「拘り感」の分析 
ウ 生徒 Aの拘りをｱｲﾄﾗｯｶｰ(gaze plot)の軌跡で可視可した。  
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-9 対象者(生徒 A)の「Eye-Tracker」の軌跡 図 4-10  被対象者の「Eye-Tracker」の軌跡 
(gaze plot)＝ 236個                             (gaze plot)＝95個 
②-4 「Eye-Tracker」(heat map)の軌跡 
      エ 生徒 Aの「拘り」を「Eye-Tracker」(heat map)の軌跡で可視可した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-11  対象者(生徒 A)の「Eye-Tracker」の軌跡    図 4-12 被対象者の「Eye-Tracker」の軌跡 
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   表 4-1  ②-1 ア 生徒 A の拘りを「Eye-Tracker」(gaze plot)の軌跡として可視可(点数化) 
 横書き文章 生徒 A        被対象者 
①横書き読み 
Plot数 
２５０個 ８５個 
大(ポイント③)  53 個 １５９ ポイント 17 個 ５１ ポイント 
中(ポイント②) 122 個 ２４４ ポイント 21 個 ４２ ポイント 
小(ポイント①) 75 個  ７５ ポイント 47 個  ４７ ポイント  
  ポイントの合計 ４ ７ ８  ポイント    １ ４ ０  ポイント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-2 ②-3  ウ生徒 A の「拘り」を「Eye-Tracker」(gaze plot)の軌跡として可視可(点数化) 
 縦書き文章 生徒 A        被対象者 
①横書き読み 
Plot数 
２３６個 ９５個 
大(ポイント③)  62 個 １８６ ポイント 32 個 ９６ ポイント 
中(ポイント②) 136 個 ２７２ ポイント 27 個 ５４ ポイント 
小(ポイント①) 68 個  ６８ ポイント 36 個  ３６ ポイント  
  ポイントの合計 ５ ２ ６  ポイント     １ ８ ６  ポイント 
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 ②-5  オ 生徒 A の「拘り」を「まんが」による「Eye-Tracker」(gaze plot)の軌跡を可視可した。 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-13  対象者(生徒 A)の「Eye-Tracker」の軌跡  図 4-14 被対象者の「Eye-Tracker」の軌跡 
(gaze plot)＝ 22個                             (gaze plot)＝20個 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-15  対象者(生徒 A)の「Eye-Tracker」の軌跡  図 4-16 被対象者の「Eye-Tracker」の軌跡 
(gaze plot)＝ 30個                             (gaze plot)＝16個 
表 4-3 ②-5  オ 生徒 A の拘りを「Eye-Tracker」(gaze plot)の軌跡として可視可(点数化) 
 まんが(a) 生徒 A        被対象者 
①まんが(a) 
Plot数 
２２個 ２０個 
大(ポイント③)  1 個 ３ ポイント 1 個 ３ ポイント 
中(ポイント②) 5 個 １０ ポイント 2 個 ４ ポイント 
小(ポイント①) 12 個  １２ ポイント 17 個  １７ ポイント  
  ポイントの合計 ２ ５  ポイント      ２ ４  ポイント 
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3
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小
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大
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表 4-4 ②-5  オ 生徒 A の拘りを「Eye-Tracker」(gaze plot)の軌跡として可視可(点数化) 
 まんが(b) 生徒 A        被対象者 
①まんが(b) 
Plot数 
３０個 １６個 
大(ポイント③)  6 個 １８ ポイント 2 個 ６ ポイント 
中(ポイント②) 6 個 １２ ポイント 3 個 ６ ポイント 
小(ポイント①) 18 個  １８ ポイント 10 個  １０ ポイント  
  ポイントの合計 ４ ８  ポイント      ２ ２  ポイント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 「Eye-Tracker」(非接触型の注視点測定システム)の利活用の結果 
          生徒 A は，自身の黙読が遅いという自覚があり，自分自身の黙読が遅い理由
を知りたがっていた。そこで，「Eye-Tracker」を用い，生徒 A の読書速度とまん
がの読み方(注視点が文字にあるのか,顔にあるのか)を分析した。 
  ②-1  アは「横書き文章」を，生徒 Aの「拘り」を被対象者の「Eye-Tracker」(gaze 
plot)の軌跡で可視可した(図 4-5,図 4-6)。 
                その結果，plot 数は,生徒 A は 250 個で,被対象者は 85 個であった。ポ
イントで数値化すると,生徒 Aは 478ポイントと被対象者は 140ポイント
であった。 
②-2  イはそれを「Eye-Tracker」(heat map)の軌跡で可視可した(図 4-7,図 4- 
8)。  
      生徒 A は被対象者と比べるとの面積も広く,また注視した時間が長い赤
色の部分も広かった。 
②-3  ウと②-4 エは「縦書き文章」を，アとイと同様に実施した(図 4-9,図
4-10・図 4-11,図 4-12)。 
その結果，plot 数は生徒 A は 236 個で被対象者は 95 個であった。ポ
イントで数値化すると,生徒 Aは 526ポイントと被対象者は 186ポイント
であった。 
また，生徒 Aは被対象者と比べるとの面積も広く,また注視した時間が長
18
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い赤色の部分が上段と中段の一部を占めていた。 
      ②-4  (a)(b)オ 生徒 Aの「拘り」を「まんが(a)」による「Eye-Tracker」(gaze 
plot)の軌跡を可視可した(図 4-13,図 4-14, 図 4-15,図 4-16,) 
その結果，plot 数は「まんが(a)」は，生徒 A は 22 個で被対象者は 20
個であった。ポイントで数値化すると,生徒 A は 25ポイントと被対象者
は 24ポイントであった。 
「まんが(b)」は，生徒 A は 30個で被対象者は 16 個であった。ポイント
で数値化するとると生徒 Aは 48ポイントと被対象者は 22 ポイントであ
った。 
    ②-5  (a)(b) オ 生徒 Aの拘りを「まんが(a)」による「Eye-Tracker」(gaze 
plot)の軌跡を可視可した,「顔」と「文字」に焦点を当てた。(図 4-13,
図 4-14, 図 4-15,図 4-16,) 
         その結果，「まんが(a)」の「顔」に注目した数は，生徒 Aは９個で，被
対象者は３個であった。「文字」に注目した数は，生徒 Aは３個で，被対
象者は 10 個であった。また，「まんが(b)」の「顔」に注目した数は，生
徒 Aは 14 個で，被対象者は４個であった。「文字」に注目した数は，生
徒 Aは７個で，被対象者は６個であった。(表４－５，参照) 
   
        表 4-5 「まんが(a)」と「まんが(b)」の「顔」と「文字」の比較            
「顔」と「文字」の注視点の比較   生 徒 A    被対象者 
まんが(a)    顔     ９個     ３個 
   文字     ３個            １０個
「顔」と「文字」の注視点の比較   生 徒 A    被対象者 
まんが(ｂ)    顔    １４個     ４個 
   文字     ７個            ６個
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支援計画（方針決め）
［英語］
１単語（ドリル練習）
２文章
（テストの問題文の読
解練習）
３書き取り
（文章を視写し書く練
習）
［国語］
１漢字（ドリル練習）
２文章（作文指導）
３面接指導
（質問内容の厳選）
支援計画（修正策：英語）
［英語］
１単語（ドリル練習）
２文章
（テストの問題文の読
解練習）
３書き取り
（文章を視写し書く練
習）
［英語］
１フォニックス中心
（本人・・・発音）
２文法の構成
（本人からの聞き取り）
３書き取り
（単語を視写し書く練習）
↓
何回も繰り返し練習
支援計画（修正策：国語）
［国語］
１漢字（ドリル練習）
２文章
（作文指導）
３面接指導
（質問内容の厳選）
［国語］
１作文を書かせる
（本人・・・ひらがな）
２作文の構成
（本人からの聞き取り）
３書き取り
（文章を視写し書く練習）
↓
何回も繰り返し練習
 ③ 「Eye-Tracker」で得た生徒Ａの情報を基に支援プログラム作成 
 
 ア 指導者の立てた支援計画（方針決め） 
       
   被支援者は「横書き」 
より「縦書き」が得意だ 
ったので，「縦書き」の 
多い作文指導を中 
心に方針を決めて 
いった。 
 
 
 
 
 
 イ 支援者の立てた支援計画を被支援者が修正(英語) 
 
   英語は，まず支援者と 
被支援者の間に既習歴の 
習得に隔たりがあった 
ため，被支援者の実態に 
合わせた。 
      
 
 
 
 
 ウ 支援者の立てた支援計画を被支援者が修正(国語)   
   国語は，「Eye-Tracker」 
の結果，「縦書き」が馴染 
みがあることが明確になっ 
たので「作文」の指導を 
中心に実施した。 
「面接」指導は，被支援者 
は希望しなかったが，１対 
１の面接から１対(２→３ 
→４→５)と面接官を増し 
ていった。 
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④-1  ICT(遠隔カメラ)の利活用の成果と課題 
［成 果］ 
    「対人パニック症」を負っている生徒 Aは，別室（自分一人）で一方的に，教 
室の様子を見ながら授業を受けられることについては，非常に安心して授業を 
受けることができており，精神的にも安定していた。ノート型パソコン(主導機 
器)の電源の入消は自分で操作でき，自由度があり本人にとって都合が良かった。 
「高機能カメラ」は教室内の声も聴くことができるなど，臨場感があった。 
 付録として録画や所画カメラによるビジュアル的な記録も併用したことは，
生徒 A にとって授業が理解しやすい環境であった。 
     時間外で，担当教師と man to man で授業を受けるために彼らの難問の１つで
ある緊張せずに気軽に質問ができることは大きなメリットであった。 
カメラ設置の学級で授業を実施する担当教師達は，「遠隔カメラ」を設置した
学級の生徒達にとっても，「生徒それぞれに個人差はあったものの個々人に緊張
感があり授業の取り組み方が充実していた」ことなどの意見を聞くことができ
た。 
［課 題］ 
   ア 別室での受講のためその場での質疑応答ができない。 
    イ ノート型パソコンに音声認識(応答）機能がついていない。  
ウ 遠隔カメラによって,教室の授業は live で参加することが出来るが,実験
や実習の教科では,録画などを撮ることに対して,時間や手間がかかる。  
    エ 夏季休業中の実験（理科）・実習（家庭科・技術・音楽・美術）などの学習
補償。理科の実験補充について教科担当は，原則，未実習の実験は実際に行
うが再現不可能な実験結果は予めビデオに収めその実験過程を生徒に再生し
て示す方法をとる。 
その際，ノート型パソコンでは見えにくい場合もあるので，ＴＶのモニタ 
ーやプロジェクターからスクリーンに市場を変えて映す方法をとる。 
また，所画カメラを利用し部分を拡大させるなど,工夫を凝らしたビジュ
アルな映像を生に提供している。家庭科（→多の生徒の作品映像等）・技術科
（→録画），音楽科（→音響設備），美術科（→作品の映像）理科と同様，ア
ナログ的なテープレコーダーから最近の ICTを利活用し別室登校の生徒に対
して教科の補充学習をしている。 
※ これらのうち,②と③については,現段階における ICT機器の機能面での限
界であり,対応が困難と考えられる。一方で,①の質疑応答については,教師の
声掛けなどによって対応が可能な領域であり,ICTに頼らず人的な面での A生
徒への支援方法を改善する必要があると考えられた。 
③-2  ICT(「Eye-Tracker」(非接触型の注視点測定システム) の利活用の成果と課題 
［成 果］ 
「Eye-Tracker」(非接触型の注視点測定システム)の利活用の結果から，文章
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は生徒 A も被対象者も初めて読む文書であったので提示した文章の妥当性は
充当していた。文字について「横書き」と「縦書き」では生徒 A自身は，「横
書き」への定点が多く停滞時間も長く「拘り」が強かった。ただし，「縦書き」
は紙面上の上の部分のみをより注視する「拘り」が特徴的であった。それは，
図 4-7や図 4-9の heat mapからも注視点(赤色)から停滞時間が長いことが解
明できた。被対象者との比較では，「横書き」の方が「縦書き」より「拘り」
が強いことも解明できた。しかし，生徒 A自身が「横書き」「縦書き」の，読
みやすさや苦手さなど生徒 A自身で拘りをもっているのも解明した。今後，
生徒 Aへ渡すワークシートなどは，「横書き」よりも「縦書き」文書などで対
応する必要がある。 
生徒 A は，教室内の人との関わりの中で生活することを苦手とする。「まん
が」の中に出てくる「顔」と「文字」を比較することで人への「拘り感」を
測ることとした。 
その結果，「まんが」の顔に対しても「拘り」があることが解明できた。そ
れは，被対象者との比較からもいえる。被対象者と比較すると文章の「横書
き」ほど「まんが」の差はなかった。生徒 Aは，「顔」への「拘り」でも顔全
体を見るばかりではなく目の部分を中心に見ていることも理解できた。教室
でも友だちの目をきにして皆と同様の生活が送れないようである。生徒 A は,
自身の黙読が遅いという自覚があり,自分自身の黙読が遅い理由を知りたが
っていた。そこで,「Eye-Tracker(gaze plot)」を用い,生徒 Aの読書速度を分
析した。その結果,生徒 A の注視線は教室生徒と比べると,定点が多く停滞時
間が長いことが明らかとなり自覚ができた。 
 
［課 題］ 
ア 提示した文章は，初めて読む文書であったが，文章のさらなる妥当性を
考えると，種類とジャンルを増やして試行する必要性がある。 
イ 「まんが」も生徒 A の好むスポーツを題材としたまんがであったので，
登場する人物は男子が多かった。顔への「拘り」を考えると女子の登場す
るまんがも必要であった。 
 
(3)  考 察 
      結論として，「Eye-Tracker(gaze plot)」は生徒 A 理解のために情報を得るツ
ールである。 
本研究の目的は，これらの情報から ICT の利活用で学習補償をすることと,
学習効果をあげることである。以上の「Eye-Tracker(gaze plot)」の結果を鑑み，
ICT 利活用によって生徒 A の学習効果を挙げることができた。また，
「Eye-Tracker(gaze plot)」は学習効果を助長する要素でもあった。一方で，遠
隔カメラの活用については，(1)別室で授業を受けているためその場での質疑応
答ができない，(2)ノート型パソコンに音声認識機能がついていない，(3)遠隔
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カメラによって，教室の授業は live で参加することができるが，録画等を撮る
ことに対して，時間や手間がかかる，といった課題がみられた。これらのうち，
(2)と(3)については，現段階における ICT 機器の機能面での限界であり，対応
が困難と考えられる。一方で，1)の質疑応答については，教師の声掛けなどに
よって対応が可能な領域であり，ICT に頼らず人的な面での生徒 A への支援方
法を改善する必要がある。 
  以上，本研究の結果，1)ICT 利活用は保健室で学習する生徒の学習支援に効
果的であること，2)必要に応じて質疑対応をとるなど人為的な支援をふまえた
ICT 利活用の推進が必要であることが明らかとなった。何より，生徒 A が毎日
学校に登校できたこと。そして，別室ではあるが授業を受け高校入試も受ける
ことができたこと。2013 年 12 月現在，高校へ通っていることは，ICT 利活用に
よって生徒 Aの学習効果が得られたことを確証するものである。 
 《 注 》 
(1) 今谷順重(1997)『新しい問題解決学習のストラテジー横断的・総合的な学習とクロ
スカリキュラム』黎明書房,p.132。 
(2) 「佐賀大学文化教育学部附属中学校研究紀要」第 23 号,p.16。 
※  自己学習論は，生徒が知識や技能を活用して自ら学習する力の育成をめざした授業
づくりである。単元を構成型にして交信的な学習を仕組むのである。 
(3)  倉本哲男（2008）『アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの研究：サービスラ
ーニング（Service-Learning）の視点から』ふくろう出版,p.156。 
 (4) 学習指導要領(2008)「特別活動編」文部科学省,p.72。 
(5)  「学校教育法施行規則」文部科学省,設置法第11 条の1。 
(6)  「スポーツテスト」文部科学省体育局。 
※  スポーツテストとは，文部科学省体育局が定めた，国民の運動能力を調査するため
に実施する「運動能力調査」の通称。 
(7) 「体力・運動能力調査」文部科学省体育局。 
※  文部科学省では，昭和39年以来，「体力・運動能力調査」を実施して，国民の体力・
運動能力の現状を明らかにし，体育・スポーツ活動の指導と，行政上の基礎資料と
して広く活用しています。平成11年度の体力・運動能力調査から導入した「新体力
テスト」は，国民の体位の変化，スポーツ医・科学の進歩，高齢化の進展等を踏ま
え，これまでのテストを全面的に見直して，現状に合ったものとしました。 
(8) 「HUMANⅢ（新道徳性検査）」図書文化社。  
※ HUMANⅢは，学級・学年全体，ならびに児童・生徒一人ひとりの道徳性の実態や傾
向を客観的に把握するための標準化された検査です。 
(9)  「Q-U テスト(教育・心理検査)」。 
※   Q-U の診断尺度に加え，対人関係を築く際に必要なソーシャルスキル尺度で構成。 
(10) 大澤清二(1995)『学校保健の世界』杏林書院,第9節p.20。 
(11)  同上書。 
(12)  上島国利『史上最強図解これならわかる！精神医学』ナツメ社,第１章。 
※ 「パニック症候群」定型的なパニック障害は，突然生じる「パニック発作」によって
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始まる。本能的な危険を察知する扁桃体が活動しすぎて，必要もないのに戦闘体制
に入り，呼吸や心拍数を増やしてしまう１(上島)。続いてその発作が再発するのでは
ないかと恐れる「予期不安」と，それに伴う症状の慢性化が生じる。さらに長期化
するにつれて，症状が生じた時に逃れられない場面を回避して，生活範囲を限定す
る「広場恐怖症」が生じてくる。    
(www.acsysun.co.jp/counseling/byouki/b_atama4.html) 
(13) 「Eye-Tracker」株式会社テクノワークス。 
※  本システムは非接触型の注視点測定システムで，被験者の注視点，視線軌跡および
分割したエリア毎の視線滞留率などが被験者の身体の拘束や器具の装着なしに自
然な状態で測定することができます。その他の付加情報としては眼球特徴点（瞳孔
径，面積など）や瞬きに関する情報なども出力されます。尚，注視点は明瞳孔およ
び暗瞳孔そして角膜反射像の検出によって算出されており，測定レートは
60Hz(16.7mS)で分解能は0.1度です。基本的に注視点測定はコンピュータディスプ
レィ，大型テレビやプロジェクターなどの表示用モニターに表示された刺激（写真，
図形，動画等)で行います。尚，刺激が現物または風景などの場合はビジョンカメラ
（市販のビデオカメラでＯＫ）で被験者の見ている範囲（風景）を同時に撮影する
ことでリアルタイムに注視点測定が可能になります。 
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第３節 Research Question②「心理学的知見」における実践事例 
［ 医学的知見の全体構造 ］ 
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１ 心理学的知見における実践事例１(学習支援・学習補償) 
(1)  学習支援生徒の該当者の規準 
    本校において，本人・保護者・全職員との共通理解のもと実践 
  ① 学習支援生徒の早期発見 
  （情報） ・実力テスト結果の平均点 
       ・授業中の態度（理解度・集中力等） 
       ・担任や教科担任による観察 
       ・保護者からの相談 
  ② 学習支援生徒の対処 
       ・別室における個人学習補充授業（主に数学・英語） 
       ・「Eye-Tracker(gaze plot)非接触型の注視点測定システム」による「読解」，
「計算」などの分析 
       ・スキル（ドリル）学習 
       ・フォニックス 1（発音・トレーニング）による英語の学習補充 
 
(2)  学習支援(学習補償)の手順 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
     図 4-17 学習支援の手順 中村理美(佐賀大学)，筆者作成 2012 
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図 4-17 個人用プログラム(個人の指導) 中村理美(佐賀大学)作成 筆者一部加筆 2012  
 
(3) 実験・実習などの学習補償 
① 学年会議（含：ケース会議） 
    ケース会議と学年会議を併せて開設し,該当があれば学習支援対象者を決定す 
る。 
    この際，該当生徒が３年生であれば１・２年生時の学習習得状況を，２年生で
あれば１年生時の学習習得状況を,それぞれ鑑みながら各学年に応じて該当生徒
を決める。 
② 本人確認 
    学習支援の目的（意義）と方法を説明し,本人に確認をする。 
③ 保護者確認 
学習支援の目的（意義）と方法を説明し,本人に確認し,その後，保護者にも具
体的な実施計画を説明する。 
④ アセスメント 2 
    小学校の既習状況を調査する。 
（実施者：実践事例校養護教諭(筆者)・SC助手（佐賀大学：中村理美先生）） 
学習支援指導方針を決定する。 
⑤ 個人プログラム作成 
    生徒 B,D,C のそれぞれの既習状況に合わせ個人プログラムを作成する。 
⑥ 実践 
 97 
 
個別支援の概要 
対象生徒：3名(生徒 B 中 2年男子，生徒 C中 2 年男子，生徒 D中 1年女子) 
［指導の形態］ 
・指導期間：2012 年 10 月から現在までの週 1 回約 50 分，全 12 回 
・指導場所：実践事例校 ワークショップ室 
［示標児１：生徒Ｂ］ 
生徒 B は，学業の状況は全体的に低く，学習への抵抗感や動機付けの低さが顕
著であった。学習の遅れに加え，授業中に落ち着きがない，寝て過ごすことが多
い，体調不良を訴えに保健室に度々来るなどの多々二次的な問題も生じていた。 
アセスメントにおいて，小学校高学年程度の漢字では，分を文と書くなどの同音
異字の誤答や，画数が少ない，多いなどの単純な誤答がみられた。 
実際の指導では，書くことに抵抗感を示し，書字の際には，初めは字が小さく筆
圧も弱かった。 
① 支援の第１段階として，課題の難易度を調整し達成感を味わわせることを目的
とした。 
また，生徒 B の実力よりも少し上の課題を挿入したりすることによって自信をつ
けさせることとした。さらに第２段階として，基本的な漢字の読み書きを，タブ
レット PC でも行った。   
その結果，指導当初は小学 1 年生の漢字を選択していたが，次第に高学年の漢
字に挑戦し，「全問正解してやる！」という積極的な発言もみられるようになった。 
生徒 Bは学習への抵抗感が強く，個別学習が始まってもすぐには学習に取り組む
ことができなかった。そのため，学習の導入では，家や塾の話し，近況などを毎
回 10〜15 分程度話した。会話は，学校生活への不満や自分を誇示する内容のもの
が多かったが，次第に進学や将来のことなども話すようになってきた。支援者と
の信頼関係が形成されてきたのではないかと考える。個別学習の場所は通常の教
育棟ではなく,別棟の管理等の３階で実施した。学習支援のこの部屋は，他の生徒
達は見えるが本人は他の生徒からは見えない場所にあり,心理的な安定の場とし
ても機能したと考える。 
［示標児２：生徒 C］ 
生徒 C は，学業の状況は全体的に低く，学習習熟度テストでは，6 年生の漢字
が困難であり， 
聞き取り問題の単純な誤答から，聴覚的な短期記憶に苦手さがうかがえた。       
授業中に寝る傾向にあり，教室でのテスト受験では動悸がすると訴え，保健室
での受験を希望した。特に英語における学力の状況が著しく低く，アセスメント
において，英語の授業を観察した際には，ノートを出さずに 1時間を過ごした。
アルファベットを「A，B，C…（エイ，ビー，シー）」と読むことはできるが，単
語を読むことが困難であった。 
①  支援の第１段階として，既存の学習教材を使用し，フォニックスの指導を行っ
た指導の初めには,必ず全てのアルファベットを聞き，本時の学習に移った。「a」
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と「e」の音の区別や，「b」と「d」の表記の誤答がみられた。C 自身は，英語に
対して拒否感や苦手感がある一方で，英会話や英語を理解できるようになりたい
という気持ちを持っており，個別の学習では，指導者が休憩を促しても，休まず
に続けると言うこともあった。自ら積極的に学習し，会話の中でも，「塾でも英語
をメインにするようになった。単語を最近頑張って覚えている。」や，単語を自ら
読み上げ，「これは覚えた」などという前向きな発言がみられた。 
②  支援の第２段階として，学習のはじめに C にあった学習の方法を提示すること 
にした 
これは，明らかに自分に合った学習の方法を知り選択できることで，学習に対す
る不安がなくなり学習の充実を実感したようであった。また，少しずつではある
が単語を読めることができるようになったことも，積極的な学習につながったと
考える。 
生徒 C のような事例では，発達段階によっては自分自身の苦手さ困難さをメタ
認知するような支援も必要であると考える。 
［示標児：生徒 D］ 
生徒 D は，全体的な知的発達は平均的であった。しかし，英語の成績が著しく
低く，家庭で保護者とともに学習をしたり，英語担当の教諭が，放課後の指導を
行ったり，オープン学習会では ALT と 1 対 1での学習を行うなどの学習補充を実
施していた。しかし，努力はしているものの伸び悩んでいる状態であった。また，
特別支援コーデイネーター（兼：養護教諭）は保護者から相談を受け，中村は心
理検査を実施した。そこで，心理検査をアセスメントと兼ねて実施した。その結
果，動作性と言語性に有意な差があり，聴覚的な処理や，ことばの理解や操作は
全般的に得意であり，形を正確にとらえることや，視覚的な記憶は得意であった。
一方で，形の操作や空間的な情報の把握・処理が苦手であることがわかった。 
         指導者（中村）と保護者が面談を行い，結果を伝えるとともに，日常生活や学
習の困難さについて具体的な対処法を検討し,その後保護者と担任が面談を行っ
た。その結果を共有し，今後の支援につなげていくこととなった。 
 
 
《 注 》 
 (1) 「フォニックス（英: Phonics）」 
※ 英語において，綴り字と発音との間に規則性を明示し，正しい読み方の学習を容易
にさせる方法の一つである。 
(2)  「アセスメント」 
※ 個人の状態像を理解し，必要な支援を考えたり，将来の行動を予測したり，支援の
成果を調べること(www.nise.go.jp) 
※ 中村理美 佐賀大学文化教育学部講師(佐賀大学文化教育学部附属中学校スクール
カウンセラー(池田行伸教授)の助手・特別支援士） 
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(2) 実践例,２(不登校) 
  「専門機関との連携を通した不登校児へのかかわり」 
現実的脱感作法，オペラント条件づけ法による相談の実際 
目  的 
現実的脱感作法 1(内山，高野 1998)(併用：箱庭療法 2河合 1933)の効果とオペラ
ント条件 3(山口，東 1972))の手法による学校復帰。 
① 主訴  不登校 
② 本人 A子 中学 2 年生(筆者の実践事例校の前の勤務校Ｈ中学校) 
③ 家庭 父(42 歳)会社員，母(41 歳)会社員， 
      本人 A子(14 歳)，妹(10 歳)小学生，祖父(69 歳)無職 
④ 不登校に至るまでの経過 
ア A 子の不登校のきっかけは，直接的には友人 B 子に対する複数の友人からの
非難の言葉をいつのまにか自分に対する非難として受け取るようになったこと。
そして，学級では給食の班編制などで２人の疎外されている姿が目立ち始めた
ことである。給食の時間が近づくにつれ不安を感じ,最初は早退していたのが学
校を休むようになった。 
イ ２人が疎外されていることを察した C子が，２人を学級に引き戻そうとした
が B 子はそれに対して強く反発した。しかし，A 子には C 子の好意が良く理解
できていただけに，B 子と C 子の狭間で精神的に追い詰められていき登校を拒
否した。 
ウ A子は不登校の状態を続けながらも，時間を決めて家庭学習するなど登校       
意欲は持っていた。反面，学校を休んでいることに対する周囲の評価にも不 
安を抱いており，これが不登校を持続させている一因でもあった。 
エ  担任の再三の家庭訪問に対しても,「明日は来ます」～「寝たままで起きてこ
ない」など，回避し続けていった。また来訪者も避けていた。 
オ  両親は，A 子の欠席について最初，登校刺激をし，時には殴ったりもしてい
る。また，父親は不可解のあまり来校し学校の対応措置について詰問したりし
た。 
      これらのことから，A 子は，対人関係で緊張感を強く抱き，両親のとった 
行動によりますます，友人や学校あるいは登校に対して不安感や恐怖心を募 
らせていった。 
   ⑤ 現実感脱感方法，オペラント条件づけ法による相談の実際 
      A 子の場合，専門機関の指導のもと，不安感や恐怖感を除去し通常の携帯 
で登校するために，行動療法による治療技法の中,ウォルピの考案した逆制止とい
う原理に基づいた系統的脱感作法 4(上里, 1983)を用いることにした。 
       しかし，恐怖場面，恐怖対象のイメージを鮮明に想起することは難しいの 
でイメージを用いるかわりに，実際の恐怖対象を提示したり，実際に恐怖場 面
に直面させたりする系統的脱感作法を修正した現実的脱感作法を用い，また
オペラント条件づけ法を併用することにより，登校拒否を解消することがで
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きると考えた。 
      また，一定の目標行動に至るまでの行動を段階的にスモールステップの形 
で設定し，順次これを遂行させて最終的に目標行動を獲得させる継時近接法 
も取り入れた。 
       本事例では，今回， 
① 養護教諭が提示したプログラム 
②  A 子が自ら修正したプログラム 
③  実際に A 子が実施したプログラムと段階を経て実施した。 
この継時近接法 のプログラム 5(倉光，1993)は，スモールステップを順次遂行
させていく方法であるが，以下の諸点に注意する必要がある。 
① 各ステップは，A 子にとって遂行可能なものであること。 
② 各ステップは，意味のあるつながりで結ばれていること。 
③ 各ステップの行動は，確実に強化しておくこと。などである。 
 
 
①ｽﾃｯﾌﾟ１に「靴箱まで来る」を設置した理由は，    
ア．プログラムを作成する時点では，家庭 
訪問を繰り返す毎に養教との信頼関係も 
確立し，会話の中に「家から直接靴箱ま 
で行ける」という声が聞けたこと。 
イ．上記の地図で示すように，A 子の家と 
学校が地理的に近かったことから， 
ｽﾃｯﾌﾟ１を掲示した。 
 
 
 
 
 
②ｽｯﾃﾌﾟ５・６では A 子は直接教室に入る 
ことに随分不安をいだき，自分のクラスの 
ある廊下を歩く等，プログラムの変更をし 
た。 
③ｽﾃｯﾌﾟ７・８・９・１０では，②と同様 
に養教が提示したｽｯﾃﾌﾟ７の朝の会を受け 
るでは A 子は，朝の会の間中教室に入っ 
ていられるか自信がなかった。 
そこで，５分，１０分，３０分と時間 
にこだわってプログラムを変更した。 
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① ｽｯﾃﾌﾟ８・９の間に，ｽｯﾃﾌﾟ４を 
再び押入した理由は，定期テスト 
（1 日 1教科）受験のために，A子 
の動揺をさけるため，養教と A子で 
話し合いをして変更した。 
② ｽｯﾃﾌﾟ１０・１２は，（２）では， 
A子は教室での時間をかなりこだ 
わっていたが，実際教室に入ると， 
女生徒の協力（A子の席のまわりに 
比較的 A 子が気ごころを許した生徒） 
を得て，ｽｯﾃﾌﾟ１１・１３と進めた。 
③ ｽｯﾃﾌﾟ１７・１８も除外できた。 
学年がかわり，３年生になって 
ｽﾃｯﾌﾟ１９が実行できている。 
 
 
 
 
 
そして，この各ステップ毎の（社会的）賞賛を与える（強化）オペラント条件づ
け法は，現実的脱感作法を確立するために，絶対不可欠なものである。 
 オペラント条件づけ法は，人間の行動が能動的に自発する反応，すなわちオペラ
ント反応がそれに伴う結果によっていかにコントロールされるかを説明するもので
ある 6(古市，2002)。 
一般にオペラント反応の自発のあとに食物や賞賛の言葉，金戦などが随伴される
とその反応の自発頻度は高まってくる。また，これらが数回繰り返されたとしたら,
自発頻度はそれ以降もっと高まってくるであろう。食物や賞賛，金銭など等反応の
頻度を高めるような刺激を正の強化子と呼び，この正の強化子をオペラント反応の
自発のあとに与える手続きを強化という。強化の方法には,正の強化子を随伴すると
いう手続きの他に，反応が自発されたあと本来与えられるべきあるいは現にある不
快な刺激，負の強化子を与えない，あるいは取り除くというものである。負の強化
子の撤去も，その直前の反応の頻度を高める効果がある。 
 A 子の場合，中学２年生で内向的な性格等を考慮し，賞賛の言葉のみの刺激を与
えた。また，強化の方法は，正の強化子を随伴する手続きと負の強化子を与えな
い，または除去するという２種の方法をステップ毎に取り入れた。 
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表 4-6  プログラム達成過程  筆者作成 
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⑥－１ Ｈ中学校における職員組織 
ア                 ・職員会議 (生徒指導部の連絡) 
                    ・毎週金曜日の職員朝会の生徒指導に 
                     おける共通理解。 
    イ  
                    ・必要に応じ臨時に話し合う。 
 
 
 
 
 
 
 
ウ (学校外)     (学校内) 
                    ・②の構成人数では毎日の連絡が取りづらい 
                     ので③のメンバーに限定した。 
                   ・生徒によっては対応が他の職員に変わる場 
                    合もある。 
                    (このような場合は，専門医との連絡は養護 
                      教諭が行う) 
 
 
 
 
 
⑥－２ A子における校内の職員組織 
 エ A子が学級に入るまでの組織 (８/３０～１２/１９) 
(学校外)     (学校内) 
                    ・A 子の場合，本人の希望により対応は養護 
                     教諭に限定した。 
 
                    ・養護教諭がこの組織の要となり連携を取 
                     る。 
                    ・教頭は必要に応じて他の職員への啓発の援                          
                    助を図る。 
                   ・担任はオブザーバー的に A 子を見守り，学 
                    級回復時に備え学級経営の見直しをする。 
 
 
全職員   (含 ALT) 
                   
校長 
教頭 
生徒指導主任 教育相談 
学年主任   担任 
養護教諭 
 
 
専 
 
門 
 
機 
 
関 
 
校長 
教頭 
養護教諭 
(他職員) 
担任 
専 
 
門 
 
機 
 
関 
 
校長 
教頭 
全主導権 
 
養護教諭 
(他職員) 
担任 
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オ A子が学級に入ってからの組織  (１２/２０～現在) 
 (学校外)     (学校内) 
                    ・A子が学級に入れた時点で全主導権を担任 
                     に移行する。 
 
                    ・教頭は必要に応じて他の職員への啓発の援 
                     助を図る。 
                    ・養護教諭はオブザーバー的に A子を見守り 
                     A子が困惑した時にいつでも相談にのれる 
                     ように配慮する。 
 
 
 
 
 
⑦  学校・家庭・専門機関との関連 
ア 学校，家庭，専門機関との関連 
 
                     ・両親と A子は別々のカウンセラーから 
                      カウンセリングを受ける。 
                     ・学校は，A子のカウンセラーとのみ連 
                携を持った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 養護教諭と専門機関について 
面接，電話，FAX で連絡を取る。 
  面接・・挨拶 (養護教諭とカウンセラーとの信頼関係確立) 
  電話・・疑問を持ったらすぐ連絡を取る。 
     １つのステップができた時・次のステップを実行する時 
  FAX・・箱庭の図の解説→養護教諭自身の研究のため一方通行なので利用効果は小 
 
 
 
 
 
専 
 
門 
 
機 
 
関 
 
 
 
校長 
 
教頭 
養護教諭 
(他職員) 
全主導権 
 
担任 
専   門   医 
 
家 庭  
学  校  
(養護教諭・担任) 
a カウンセラー  b カウンセラー 
 
 (  両親  )   (  A 子  ) 
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⑧ 指導の過程におけるＡ子の変容(中学２年４月～中学３年４月までの記録)      
表 4-7 A この変容記録 筆者作成 
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(９) 学校と専門機関でのＡ子の面 
 
 
 
 
 
表 4-8 専門機関との連携記録表 「資料提供 元東佐賀病院 鹿倉正則医師 筆者作成」   
⑨ 専門機関によるＡ子の面接経過 (箱庭療法)(中学２年５月～中学３年１月までの
記録)   
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資料 4-2  ２月の回復期に国語の時間に書いた「A子の作品」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［A 子の作品 中学２年 1.11： 選択国語「物語を書く」の第１ページ］ 
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年
が
わ
が
ま
ま
で
自
分
勝
手
な
人
間
に
育
っ
て
し
ま
っ
た
の
は
，
そ
れ
が
原
因
だ
っ
た
の
だ
ろ
う
。 
少
年
を
し
か
っ
て
く
れ
る
者
は
，
周
り
に
誰
一
人
と
し
て
い
な
か
っ
た
の
だ
。
そ
ん
な
毎
日
の
中
で
，
少
年
は
少
し
ず
つ
，
人
間
ら
し
い
心
を
な
く
し
て
い
っ
た
。 
 
そ
し
て
，
彼
が
，
本
当
に
，
人
間
で
は
な
く
な
っ
て
し
ま
っ
た
日
。 
 
そ
の
日
も
彼
は
，
い
つ
も
の
様
に
わ
が
ま
ま
を
言
い
，
家
庭
教
師
を
困
ら
せ
て
い
た
。 
「
今
日
は
勉
強
す
る
気
分
じ
ゃ
な
い
。
も
う
こ
こ
ま
で
に
し
た
い
。」 
ぶ
厚
い
本
を
乱
暴
に
と
じ
る
と
，
少
年
は
家
庭
教
師
の
男
に
そ
う
言
っ
た
。
家
庭
教
師
の
男
は
，
冷
た
い
感
じ
の
す
る
ふ
ち
な
し
の
眼
鏡
を
外
す
と
，
静
か
に
応
え
た
。 
「
で
も
あ
な
た
は
昨
日
も
そ
う
言
っ
て
，
授
業
を
途
中
で
な
げ
出
し
た
で
し
ょ
う
？
」 
「
先
生
の
授
業
は
全
然
楽
し
く
な
い
ん
だ
。
今
ま
で
の
家
庭
教
師
の
中
で
一
番
退
屈
だ
よ
。
朝
ま
で
は
勉
強
す
る
気
が
あ
っ
て
も
，
あ
な
た
が
僕
の
部
屋
に
入
っ
て
来
て
，
僕
の
隣
に
座
っ
た
だ
け
で
，
す
ぐ
に
勉
強
す
る
気
が
な
く
な
る
。 
こ
れ
は
僕
が
悪
い
ん
じ
ゃ
な
い
。
先
生
が
悪
い
ん
だ
。
先
生
の
そ
の
鼻
が
い
け
な
い
ん
だ
。 
高
す
ぎ
て
不
格
好
だ
。「 
何
と
か
し
て
よ
。」 
そ
れ
を
聞
い
て
，
家
庭
教
師
の
男
は
，「
呆
れ
た
」
と
い
う
様
な
表
情
で
自
分
の
鼻
を
触
り
な
が
ら
言
っ
た
。 
「
何
で
も
あ
な
た
の
思
い
通
り
に
な
る
と
思
っ
て
は
い
け
ま
せ
ん
よ
。」 
「
・
・
・
・
・
。
知
っ
て
い
ま
し
た
か
？
先
生
。
前
の
家
庭
教
師
も
，
さ
っ
き
の
あ
な
た
と
同
じ
事
言
っ
た
か
ら
や
め
さ
せ
た
ん
で
す
。 
僕
ん
家
は
給
料
が
特
別
高
い
か
ら
喜
ん
で
た
み
た
い
だ
っ
た
の
に
，
可
哀
相
だ
っ
た
か
な
ぁ
。」 
家
庭
教
師
の
男
は
，
黙
っ
て
し
ま
っ
た
。
そ
し
て
沈
黙
の
後
，
こ
う
言
っ
た
。 
「
・
・
・
・
・
。
明
日
は
次
の
所
に
進
み
ま
す
か
ら
ね
。」 
「
良
か
っ
た
。
だ
か
ら
先
生
は
好
き
だ
よ
。」 
少
年
は
，
立
ち
上
が
る
と
，
長
い
金
髪
を
揺
ら
し
な
が
ら
，
小
走
り
で
広
い
自
分
の
部
屋
か
ら
出
て
い
っ
た
。 
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不登校，とりわけ学校恐怖症に行動療法を適用した研究には，Lajarus, Davison, そ
して，Polefka, によるオペラント条件づけ法適用例，Garvey と Hergrenes(1966)によ
る系統的脱感作法適用例などがある。わが国では，園田氏による系統的脱感作法や強制
法による実際的脱感作法(1971)，内山氏による古典的条件づけおよびオペラント条件づ
けの両方に弛緩心像法を加えた指導法，ならびに継時近接法(1970，1972)，今川氏の収
容治療による系統的脱感作法(1974)，上西氏による断行訓練と系統的脱感作法による治
療(1977)などがある。これらの研究は，不登校に行動療法を適用した結果，そのほとん
どに有効性が認められたと報告されている。 
  本事例も，現実的脱感作法とオペラント条件づけ法を適用した結果，指導開始後，約
５ヶ月で好転的変容をもたらし学校復帰が可能となった。それは，次の５つが要因とし
て考えられる。 
① 現実的脱感作法を適用する前に,A 子と学校職員 (担任・養護教諭) の信頼関係が
できたこと。 
・A子と学校職員(担任・養護教諭)との関係を確立するために,専門医によるカウンセ
リングを行い専門機関と学校との連携を密にした。 
・専門機関での両親に対するカウンセリングも現実的脱感作法の理解と協力に  つ
ながった。 
② 継時近接法 (プログラム) の作成およびその変更に A 子の意志を尊重したこと。 
・プログラムに従って段階的に学校へ接近させたこの方法が,A子の不安，恐怖，緊 
張を回避することなく，むしろ接近することによってそれを乗り越えることができ
る自信とプログラムの進行によって自分自身の行動の変化を客観的に理解する自己
分析力を養う結果も伴なった。 
③ プログラムの実行は間隔をおかずできる限り続けたこと。 
・A子が登校拒否をおこし親子関係も険悪となり,時間の経過とともに親子が目標を見
失い「すくみ」が生じてくる。このような時に継時近接法によるプログラムを設定
し実行することは，A 子も両親も目標をもつことができ,またこの目標が達成される
ことにより親子関係も家庭の雰囲気も従前に増して良好なものとなった。 
④ 全職員および全生徒の全面的協力が得られたこと。 
・A子と担任・養護教諭との信頼関係や学校側の受け入れ態勢が十分に確立され，A 
 子を学校全体で保護し，全職員及び全校生徒の共通理解と全面的な協力を得たこと
で，A 子は学校復帰が可能になった。 
⑤ オペラント条件づけ法を併用したこと 
・プログラムの実行に対する賞賛という社会的強化は，現実的脱感作法の進行はもち
ろん対人関係も円滑にした。 
(3)  考 察 
ア 学習支援時における学習支援 
実践事例校における特別支援研究での「ICT」とは,遠隔カメラ，PC，プロジェク 
ター，デジタルカメラ，ビデオカメラ，実物投影機などのハードウェアと，Web サ
イトや CD-ROM，教育映像資料などのソフトウェアを合わせたものである。特別支援
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生徒対象の「ICT」については,第１項で述べたように活用した。 
対象生徒は，実践事例校校における特別支援の生徒（①不登校傾向で学校には登校
するが教室に入れない生徒と②学習支援の生徒）であった。 
遠隔カメラにおいては，不登校傾向で学校には登校するが学級に入れない生徒(生
徒の中には「パニック症」との診断有)にとっては，LIVE で別室に居ながら教室の
様子がわかるし，授業も別室で受講できたこと，「あ～あのように答えるのか。」「私
も X君の意見と同じだあ～」など本人達の意見や呟き，感想などからも有効であっ
たと言えるであろう。 
学習支援の生徒に対しては，文字（国語・英語）や計算の処理能力が低下してい
る生徒にビジュアル化することで対象生徒の学習補償の希望に限りなく添うように
実施した試案であった。示標児の生徒達も周りの様子は知りたいが,自分のことは勧
奨して欲しくないなどのスタンスを取る生徒が多い。これからは学校社会も生徒達
に対してインクルーシブ的な対処をする必要がある。今後も，できる限り最前線の
支援のあり方を探り,生徒にとってより良い環境で学校生活ができるようにと考え
る必要がある。 
    実践事例校で実施した「遠隔カメラ」は,「２ヶ所に設置したスカイプでの交 
信」で，「Eye- Tracker(gaze plot)」は「佐賀大学などの専門機関で借用」し代用 
も可能である。このように今回実践事例校で実施した ICT 利活用も，学校や生徒の 
個々のニーズに合わせてアレンジ可能なことやさらに利便性を求めて思考すること 
の突破口となり，今後特別支援教育において幅広く活用させるための試案と言える 
であろう。 
組織については，特別支援コーディネーター(養護教諭：筆者)と学年主任や担任 
と連絡を取り合い，生徒と保護者の了承を得，アウトリーチする立場の指導者（中
村理美）が入りやすい環境を設定した。また，中村は随時，コーディネーターとと
もにプログラムを作成し，リフレクションを行った。リフレクションは，示標児：
生徒 BCD の支援学習の様子や結果の報告で終わるのではなく，指導者自身の振り返
りや，今後（次回・次年度）の学習に反映するために情報を共有し共通理解をした。
また，毎週の生徒指導部会（特別支援的にはケース会議を兼ねていた）への参加を
行うことで，指導の状況を他の教員にも伝え，会議の中での情報共有と共通理解を
行うことができた。しかし，学年や学校全体への情報共有にまでは至らなかったた
め，今後は学年・学校全体でのケース会議を設定するなどフレームワークの検討が
必要である。 
学習支援について今後は，生徒 B,Cは 2013 年度は中学３年生になり，高校進学へ 
向けての目標に移行し，適切な支援を学校全体で情報を共有しながら進めていく必
要がある。   
個別指導の結果に関しては，生徒自身の教室での行動や成績との関係性の分析に 
までには至っていたっていないため，今後検討が必要である。 
今回，アセスメントを実施する際，既習歴の情報を得る程度で詳細なアセスメン 
トを取るまでは至らなかった。また，実際に支援を実施する際，生徒指導との教育
 119 
 
的なかかわりや学習の補充は，本人たちの状況を把握し反応をみながらよりよい指
導へと繋げていった。 
イ  不登校への支援 
A子から学んだこと。それは，A 子の視点に立った「不登校」の意味と，今 A 子に 
とって何が必要なのかを一緒に考えることを通して得た不登校児とのかかわり方で
あった。 
     そして，理論をふまえ，A子を中心にすえて全職員で取り組むと同時に,何より養 
護教諭の手から担任の手へ返す時，豊かな社会性や人間関係を重視した学級経営が 
あったから A子は学級に入れた。 
最近では，不登校に対する資料や情報は大変多い。その受け止め方も様々である。 
個々のケースも多様化している。当然それに対する対応も異なる。 
      A子の場合，行動療法という指導法で不登校の解消ができたが，この１つの事例 
で成功した指導法が，次の事例にあてはまるとは限らない。初期対応，長期化への 
心構え，専門機関との連携，学校体制づくりなど，その重要性はいうまでもない。 
そして，どの生徒にも不登校は起こり得るものと理解し合い，全校あげて組織的に 
取り組む教師の認識が必要である。 
       学校として温かく見守っているという姿勢が家庭や本人に伝わるようにむしろ１ 
人ひとりの生徒に目を配り，家庭，地域と連携した予防的な指導や早期発見，早期 
指導に努めることが重要である。 
 
《 注 》 
(1)  内山喜久雄，高野清純(1998 )『講座心理療法(行動療法の理論と技術)』日本文 
化科学社,p.35。 
 (2) 「箱庭療法」 
※  ユング研究所に留学中だった河合隼雄の友人が，カルフに日本人がスイスで研究し
ていることを告げ，河合とカルフが会うことになる。カルフと会った河合は，箱庭
療法を実験することになるが，箱庭を見た際に，直観的に河合がかつて小学生の頃
に見た「箱庭遊びと似ている」と思ったという。河合隼雄は箱庭療法に接した際，
欧米と比較して非言語的表現の多い日本の文化に適していると思い，日本へ導入し
たと語っている。（「箱庭療法」は Sand play Therapy の河合隼雄による訳である。）
ja.wikipedia.org/wiki/箱庭療法 
(3)   S.W.ビジュー/D.M.ベアー/山口薫，東正（訳者）(1972)「子どもの発達におけるオ
ペラント行動」日本文化科学社 
※  行動分析学の基本的な「原理」は，レスポンデント条件づけ(別名古典的条件づけま
たはパブロフ型条件づけ)とオペラント条件づけ（別名道具的条件づけ）の二つにあ
る 
 (4)   上里一郎( 1983 )『行動療法 現状と課題』福村出版,p.43 
 (5)   倉光修(1993)「登校拒否の遊戯療法」稲村博・今井五郎・小泉英二・神保信一・高
橋哲夫・中西信男編『登校拒否のすべて』1-5-3  第一法規出版。 
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(6)  古市裕一(2002)『新版・現代学校教育大事典』第一法規。 
 
≪参考文献≫ 
(1)  真仁田昭他(1989)『学校カウンセリングハンドブック』金子書房。 
(2)  大蔵 武雄(1994)『学校不適応克服のカルテ : 理解と援助ハンドブック』総合教育
技術, 2 月号増刊, 小学館。  
(3)  小野修(1985)『親と教師が助ける 登校拒否児の成長』黎明書房。 
(4) 「学校基本調査」文部科学省 1994。 
(5) 「生徒指導資料１８」文部科学省。 
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第４節 Research Question③－１「教育学的知見」における実践事例(１) 
         ［ 教育学的知見の全体構造(実践事例(1) ］ 
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(１) 教育学的知見③－１ 保健学習実践  
 ① 課題解決型学習の開発―生徒主体の保健学習実践― 
ア 保健体育科における保健学習 
―兼職発令を受けた養護教諭による保健学習授業― 
これまでに提起された学校保健教育論(保健体育科における保健学習)は，第１
に子どもの主体的な学びや医学的知見の学びの観点において，これまでに提起さ
れた学校保健論(保健体育科における保健学習)はどのような特質や限界をもって
いるのであろうか。第２に現代の子ども達の心身の問題の時勢にあった学びであ
るのだろうか。また，学校保健の二重性と呼ばれるものの一つである発展的に取
り扱ったより深い専門性に富んだ学びであるのかの保障はできないという本研究
の課題を明らかにし，その課題を解決すべく，養護教諭による学校保健教育論を
提起するものである。 
Ｓ県の場合，2006 年度(筆者は 2004 年.4から実践事例校勤務)に初めて筆者と
研究協力者の公立小養護教諭富永美枝氏，公立中学校副島千鶴氏の３人が兼職発
令を受け学校保健教育の保健学習の授業を担当した経緯がある。2013年の現在に
おいては新たに附属小と附属中の養護教諭が兼職発令受け,合計５名である。 
イ 養護教諭が行う予防的開発的な教育内容方法の提示―新たな発想― 
実践事例校では，2006 年度，公立  
小学校養護教諭富永美枝氏と公立      表 4-9 保健学習の指導形態 
中学校養護教諭副島千鶴氏は，    
2007 年度から養護教諭の保健学  
習を行いその授業効果を検証して 
きた。     
養護教諭の特質を生かした保 
健学習は，例えば，授業者の「中 
学時代の日記」 (資料 4-2)に見る 
心の葛藤から，今の自分と重ね合わせ思春期の課題への対処方法を学ぶ授業な 
ど，子どもが自分の健康課題を解決するための認識を深め，実践しようとする 
態度を身につけることに効果的な役割を果たしてきたと考えている。    
そこで，養護教諭がかかわる保健学習 資料 4-３「中学校時代の日記 資料提供 松本万寿美実践事例校教師 2007」                
に連携という新たな視点を組み入れ 
(表 4-9)，2008 年度から，小・中養護                 
教諭で行う TT 授業実践を試んだ。小・ 
中養護教諭で行う TT 授業は，成長実態 
に立つ保健指導，学習内容の科学的系 
統づけ，多様な保健学習の提唱を意図した養護教諭が行う新たな課題解決型の保
健学習の発想であった。また，2011 年度は小中学校での交流のみならず小学校，
中学校それぞれが独立し養護教諭単独の保健学習授業を行った。同時に保健学習
 小学校 中学校 
１ Ｔ（担任） Ｔ（教科担当） 
２ Ｔ（担任）+ＧＴ（養護教諭） Ｔ（教科担当）+ＧＴ（養護教諭） 
３ Ｔ１（担任）+Ｔ２（養護教
諭） 
Ｔ１（教科担当）+Ｔ２（養護教諭） 
４ Ｔ（養護教諭＝兼職発令） Ｔ（養護教諭＝兼職発令） 
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と他教科とを協働的や横断的に授業デザインを開発し統合 (integrated 
curriculum)へと発展させていった。 
ウ 養護教諭における中集団授業の必要性 
  実践事例校において，2004年頃（研修者が赴任当時）は，保健室来室者が毎日
約 10 名程いた。来室理由は，主に不定愁訴，寝不足，友達や両親(主に母親)
との人間関係によるものであった。これらの生徒の実態から生活リズムの修正
を行う必要性を感じた。 
    
図 4-18 養護教諭における中集団授業の必要性 筆者作成 
第 1 は，保健室対応では，特定する個人的な生徒徒の関わりは深く関わること
は可能であるが，全校生徒に関わることはできない。 
また，第 2 は，学年集会や全校集会では，ほとんどの生徒と関わりは持てるが
深い関わりは持てない。等であった。そこで，第 1 も第 2 も可能にするためには
第 3 の方法として学級の中集団で，生徒達が知識，理解ををし習得課程を教室に
置けばまんべんなく養護教諭の持つ専門性が心身に関する生徒の課題を解決させ
ることができるのではないかと考え，図 4-18 のように示した。          
エ 授業デザインと小中連携プランの変遷 ［2006～2012］ 
     小・中養護教諭の授業実践において，附属中学校と公立小学校とで連携を実施 
することは，外部的共同性を確立するためでもある。これらは，小・中連携に特化 
した事例研究であり，2000 年から実施されているコミュニティ・スクールの学校 
保健の先進的モデルとも言えるであろう。また，小・中養護教諭で行う授業の実践 
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においては，環境も整えていった。 
第１に，学力デザインを設定した。具体的には，「学校保健における確かな学力」
を「自分をコントロールする力」と設定した。第２に，研究協力者・協力校(公立小
富永氏)と小学校と中学校が共通に取り組むために到達目標を作成した。第３に，
小学校と中学校の学校保健における到達目標を学習指導要領に定められている領
域や分野を整理し内容編成した。第４に，小学校「課題」と中学校の「問い」の内
容編成をし，共通問いを「健康とは？」と新たに設定した。さらに，言語活動を通し
て行う「問い」を「対話やコミュニケーション」と協働化し「現実的問い」と「学問
的問い」と区別することにより，養護教諭の行う課題解決型授業実践の効果の一つと
なり得るであろうと考えた。 
      図 4-19 授業デザインの変遷 筆者作成 
(2006～2012) 
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オ 附属中における学力デザインの概要 
「学校保健における確かな学力－自分をコントロールする力－」の設定 
近年における都市化，情報化など社会環境や生活様式の変化，少子化などが子ども
の身体的活動・遊びの減少，食生活の変化，精神的負担の増大，人間関係の希薄化
などをもたらし，影響を与えている。学校においては，このような深刻かつ多様化してい
る子どもの心身の健康課題に対応するとともに，生涯にわたって健康で安全な生活を
送るための基礎を培うことが一層重要となっている。 
とりわけ，学校における健康教育の中核となり，全ての子どもが学ぶべき基礎・基本と
しての保健学習では，的確な分析（思考）・判断に基づいた適切な意思決定と行動
選択など健康の保持増進のための実践力の育成，言うなれば「自分をコントロー
ルする力」を重視した授業（指導と評価）の展開をめざした。学校保健がめざす
「自分をコントロールする力」＝「分析・判断する力」とは，子どもたちを取り
巻く社会情況の変化の中で個人の生活行動能力や自己決定能力が問われる時に
自分の生活を振り返り，問題を見つけ，現在または将来においての自分の行動や
考えを客観的に判断することができる力である。これらの力を育むことによって，
より元気に過ごせる生徒の育成に繋がるものであると考える。                      
表 4-9 学校保健  到達目標の領域 筆者作成 2010 
学
年 
領
域 
単元名 
ライフスキ
ルとの関連 
ス
テ
ー
ジ 
○健康に生きるために，基本的な【知識】や【態度】を身につ
け活用し，生徒が自分自身で将来を【予測】し，物事を正しく
【分析】・【判断】して行動することができる。 
[知 識] [態度] [予 測] [分 析] [判 断] 
小
学
校 
 
性
と
生 
身体の発
育・発達 
ｾﾙﾌｴｽ
ﾁｲｰﾑス
キル 
１ 
・身体の発達
には性差，個
人差がある
ことについ
て知ること
ができる。 
・自分の経験
や資料など
をもとに，課
題を見つけ
ることがで
きる。 
・自分の，今
の生活から
将来の自分
の生き方を
考えることが
できる。 
・自分の行
動 を 振 り
返り，問題
点 を 見 つ
け る こ と
ができる。 
・資料をもとに
，予想したり整
理したりして
自分の行動や
考えを客観的
に判断するこ
とができる。         
 
１年 
生殖にか
かわる機
能の成熟 
CBS 法 
目標設定ス
キル 
２
年 
性別役割
と  男 女
の関係 
批判的スキ
ル 
創造的思考
スキル ２ 
・性感染症や
エイズにつ
いて原因や
疾病につい
て知ること
ができる。 
・仲間の考え
や意見を聞
いたり 
自分の意見
を発表する
ことができ
る。   
・自分の今の
生活を客観的
に見ることが
でき，将来の
自分の生き方
を考え行動す
ることができ
る。 
・学習した
こ と を 日
常 生 活 に
当 て は め
る こ と が
できる。 
・学習したこ
とを日常生活
に当てはめ自
分の考えを改
善することが
できる。 ３年 
感染症の予
防 
意思決定スキ
ル 
小
学
校 
 
 
生
活
と
健
康 
健康によ
い  生 活
行動 
ｾﾙﾌｴｽ
ﾁｲｰﾑス
キル 
意思決定ス
キル 
１ 
・自分の生
活リズムに
ついて理解
することが
できる。 
・自分の生
活から課題
を見つける
ことができ
る。 
・自分の今の
生活から，将
来の自分の
生き方を考
えることがで
きる。 
・自分の行
動 を 振 り
返り，問題
点 を 見 つ
け る こ と
ができる。 
・自分の行動
や考えを客観
的に判断する
ことができる
。 
１
年 
喫煙と健
康 
批判的スキ
ル 
意思決定ス
キル ２ 
・たばこやア
ルコールに
ついて理解
することが
できる。 
・仲間の考え
や意見を聞
いたり，自分
の意見を発
表すること
ができる。 
・自分の今の
生活を客観的
に見ることが
でき，将来の
自分の生き方
を考え行動す
ることができ
る。 
・学習した
ことを日常
生活に当て
はめること
ができる。 
・たばこやアル
コール等の嗜
好について選
択の判断がで
きる。 
 
  
 
２
年  
飲酒と健
康 
批判的スキ
ル 
意思決定ス
キル 
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３
年 
薬物乱用
と 健康 
批判的スキ
ル 
意思決定ス
キル 
３ 
・薬物につ
いて理解す
ることがで
きる。 
・薬物につい
て理解するこ
とができる。           
小
学
校 
心
と
健
康 
他人との
関わりと
心の発達 
コミュニケ
ーションス
キル 
１ 
・心の発達
には，個人
差があるこ
とについて
知ることが
できる。 
・不安・欲
求・ストレ
スについて
自分の課題
を見つける
ことができ
る。 
・自分の今の
生活から，将
来の自分の
生き方を考
えることがで
きる。 
・自分の行
動 を 振 り
返り，問題
点 を 見 つ
け る こ と
ができる。 
・資料をもと
に予想したり
整理したりし
て自分の行動
や考えを客観
的に判断する
ことができる
。 
１
年 
心身の機
能の発達
と健康 
ストレスマ
ネージメン
トスキル 
２
年 
精神機能
の発達と
自己形成 
ｾﾙﾌｴｽ
ﾁ ｲ ｰ ﾑ 
スキル 
目標設定ス
キル ２ 
・人と人と
の関わりの
根底は自己
肯定感であ
ることが理
解できる。 
・仲間の考
えや意見を
受 容 し た
り，自分の
意見を述べ
ることがで
きる。 
・自分の今の
生活を客観
的に見るこ
とができ，将
来の自分の
生き方を考
え行動する
ことができ
る。 
・学習した
こ と を 日
常 生 活 に
当 て は め
る こ と が
できる。 
・学習したこ
とを日常生活
に当てはめ自
分の考えを改
善することが
できる。 
３
年 
個人の健
康と集団
の健康 
意思決定ス
キル 
 
評価の観点 
［ 健康・安全について
の知識・理解 】 
【 健康・安全への 
関心・意欲・態度 ］ 
【 健康・安全への 
思考・判断 】 
【 健康・安全への 
思考・判断 】 
【 健康・安全への 
思考・判断 】 
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(カ) 指導内容の系統化：発達段階に応じて指導内容を整理し，明確にすることで，
関連単元を系統化し，小・中・高で学ぶべき事項から同一教材を開発する。 
表 4-10-1 小中連携プランの作成  筆者作成 2010～2012  
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表 4-10-2 小中連携プランの作成  筆者作成 2010～2012 
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キ 学校保健における小中共通の到達目標の設定 
研究協力校(公立小富永氏)と小学校と中学校が共通に取り組むために到達目標
を作成した。 
小学校の到達目標は，健康に生活するために必要な［(ア)分かる］・［(イ)発見す
る］を身につけ，児童が自分自身でからだや生活を［(ウ)見つめ］，問題解決の方
法を［(エ)考える］・［(オ)生かす］ことができるである。 
また，中学校の到達目標は，健康に生きるために，基本的な［(ア)知識］や［(イ)
態度］を身につけ活用し，生徒が自分自身で将来を［(ウ)予測］し，物事を正し
く［(エ)分析］・［(オ)判断］して［(カ)行動する］ことができると設定した(図
4-19)。 
図 4-19 学校保健における小・中の共通に取り組む到達目標 筆者作成 2008 
 
ク 小学校と中学校の学校保健における到達目標の領域の設定 
学校保健では，「自分をコントロールする力(生きる力)」を育てる保健学習の授業を
めざしている。それには，生徒が企画・運営していたことや，生徒が自ら課題を選択する
主体的な学びのある体験型，参加型の学習等が必要であると考える。領域を【性と生】
【生活行動にかかわって起こる病気】【心の健康・人との関わり】【環境・傷害】に区分し
stage１と stage２を設定することにより，小学生（３～６年）と中学生（１・２・３）の系統制を
図った。 
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ケ 小学校と中学校の学校保健における連携プランの作成 
―具体的な授業のデザイン― 
      2008 年度から 2012 年度にかけて，2008 年度に作成した小学校と中学校の到達
目標の領域（図 4-19)を素に授業実践から課題を明確にしつつ改訂していった（表
4-10-1,表 4-10-2）。 
    コ 小学校と中学校の「問い」の内容編成―問い「健康とは？」に至る過程― 
小・中学習指導要領では，小学３年生から始まる保健学習において目指す子供
像のつながりが明示されている。小・中の子供像にある「楽しく明るい豊かな生活」
と「明るく豊かな生活を営む」態度の育成である。小・中保健学習は，楽しく明る
く豊かに生活していく態度を育てる学習内容の連続性を有しており，基礎から発展
する知識の積み重ねが基盤となっている。そこで，養護教諭が行う新たな保健学習
の授業では，学習指導要領の「発達段階に応じて，指導内容を整理し，明確に示す
こと」を受け，小・中養護教諭の指導内容を修正し，繋ぎの「キーワード」と「問
い(課題)」を手がかりに系統化を図ることでこの課題が解消できると考えた。具体
的には，新たに小学校では「問い」，中学校では「現実的な問い」と「学問的な問
い」を授業の中に仕組んでいった。内容編成は(表 4-11)のように示した。 
学校保健で考える「問い」は，小学校では目標達成のための学習課題とした。中 
学校では，「現実的な問い」は経験や既習の内容,新しい知識によって明確な回答が
得られるものとした。「学問的な問い」は学習者が多方面から発想豊かに回答ができ，
明確な答えが得られない場合はこれを機会に既習事項をさらに再理解，再確認，再
認識するように問い直し続ける様な問いとした。2008 年から，「問い」の設定につ
いて試行錯誤して実践きた。小中連携においては 2010 年に実施した小学３年生と中
学３年生の保健学習の'インプット'段階と'アウトプット'段階を中核においた事を
踏まえると，そこには小中の保健学習を貫く問い「健康とは？」が再理解され知識
の深まりと行動レベルの高まりを助長するものと考えられる。ここで述べる「問い」
は，「言語活動を通して行うこと」を根底においた。 
表4-11 学校保健が考える小学校『問い(課題)』・中学校『現実的・学問的な問い』の内容編成［2008～2013］ 
  
2008 
 小学６年生「病気の予防（インフルエンザ・ エイズ）」   中学１年生「病気の予防（麻しん・食中毒・エイズ）」 
 問い（課題）「うつる病気の予防方法の 
       ポイントは何だろう？」 
 問い①「予防接種をするのはなぜでしょう？」 
 問い②「食中毒が発生。しかし，病気に罹る人と罹らない人がいるのは何故でしょう？」 
◆繋ぎのキーワード：「免疫のしくみ」  
○同一教材：「エイズと感染症」 
 
  
 
 
2009 
 
 小学４年生「育ちゆく体とわたし」   中学１年生「性機能の成熟・性とどう向き合うか」 
 問い（課題）「4年生の体の成長に必要な 
       ことは何だろう？」 
 現実的な問い「へその緒は誰のものでしょう？」 
 学問的な問い「思春期のダイエットはどのような影響をおよぼすでしょう？ 」 
◆繋ぎのキーワード：「ホルモン」   
○同一教材：「スキャモンの発育曲線の図（一般型・生殖型・神経型）」 
 小学５年生「心の健康」   中学１年生「考え，感動し，決断する心」「ストレスのメカニズムと対処法」 
 問い（課題） 「思春期の脳を元気にする  現実的な問い「中学校に入学して半年が過ぎたが， 
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         方法は何だろう？」 
 やってみよう  「気持ちを合わせて！」 
            大人になったことはどんなこと？」 
 学問的な問い「人として生きていくために必要なことは何でしょう？」 
◆繋ぎのキーワード：「発達刺激」   
○同一教材：「脳内分泌ホルモン（セロトニン・ドーパミン・ノルアドレナリン）」 
  
 
2010 
 
 
 小学３年生「けんこうな生活」  
達人の健康法を知ろう！（登山・旅・環境） 
 中学３年生 「①関係の中の病気（性感染症とエイズ）」 
        ②関係の中のパートナー   ③関係の中からできる目標達成」 
 問い（課題）「３年生の体の成長に必要 
      なことは何だろう？」 
       「達人の健康法は何？」 
現実的な問い「○自分の目標達成のためには誰との関わり大きいでしょう？ 
              ○自分との関係を考えてみよう？」 
学問的な問い「健康とは？ 」 
◆繋ぎのキーワード：「健康とは？」  
○同一教材：「○○の達人：登山の達人・旅の達人・環境の達人」 
  
2011 
 
 小学５年生「けんこうな生活」   中学１年生 「かかわりとは？」 
問い「心はからだのどこにあるのだろう？」
(課題)「心の発達に必要なものは何？」(互いの良さを認め合い助け合う) 
 現実的な問い「かかわりとは？」 
    （互いの違いの良さを認め合おうとする） 
◆繋ぎのキーワード：「かかわりとは？」  
○同一教材：「フォークダンス」小学校（自然体験教室）・中学校（体育） 
  
 
2012 
 
 
小学校 
 
 中学３年生 「ようこそ！先輩」 
     
高校３年生①「自分のため」から「みんなのため」 
        ②「みんなのため」から「自分のため」 
 
 
現実的な問い 
『「自分のため」から「みんなのため」とは？』 
（共に健康に生きるために自分にできることを考える） 
 現実的な問い「自分のためとは？」「みんなのためとは？」 
               （共に健康に生きるための高校生の活動） 
◆繋ぎのキーワード：「共に健康に生きる社会」  
○同一教材：「高校３年生（ＮＰＯ設立の先輩）の活動の話」 
 
 
201
3 
 小学６年生「病気の予防(病原体がもとになっておこる病気の予防)」
  
 中学１年生「感染症とその予防(麻しん・風しん・エイズ)」 
 問い（課題）「うつる病気の予防方法の 
       ポイントは何だろう？」 
 現実的な問い「人間の免疫力の限界はどこ？」 
 学問的(倫理的)な問い「友達や家族が「エイズ」感染者と分かった時あなたはどうする？」 
◆繋ぎのキーワード：「免疫のしくみ」  
○同一教材：「感染症の起こり方・予防のしかた」 
 
サ  言語活動を通して行う「問い」―対話やコミュニケーション― 
     藤田は，「対話の三つの要素を①「問いかける」，②「聴き取る」，③「語りか
ける」とし，「対話」は，「把握の質」と「受容と共感」によって支えられてい
ると述べている 1(藤田， 
1999)(図 4-20）。学校保健では，保健室においては「対話」とは，教師と子ども
あるいは教える者と教えられる者といったある種の権威的な上下関係ではなく，
人と人との対等な関係で話し合うことを意味している。授業の中では生徒間で関
わっていく時の関係というのは，このような共感的で支持的な関係が望ましいと
考える。なお，集団のなかで多声的に交わされるものも含んでいる。また，授業
中の学び合いにおける三つの対話を「教材との対話・自己との対話・他者との対
話」とし，生徒の活動場面は「作業活動」「班(グループ)での話し合い」「発表や
質疑の交流と共有」「相互モニタリング」「振り返り」として捉えた。2011 年に実
施する体育と保健の協同授業については，対話やコミュニケーションを図 4-20・
21のように構造化した。 
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図 4-20 学校保健「対話」の構造図           図 4-21 対話やコミュニケーションの構造図  
藤田和也「対話」参照 一部加筆 筆者作成）        （「体育と保健の協働授業デザイン」 筆者・富永美枝作成(2011）  
           
② 統合(integrated)カリキュラムの開発 
ア 保健学習における自己肯定感の向上を育む問題解決型学習の実際 
  保健学習における自己肯定感の向上を育むために課題解決型学習のカリキュラ
ムを導入した。すでに課題解決型学習・問題解決型学習は多くの学校でカリキュ
ラムが開発されている。 
本研究では，図４で示すとおり問題解決型学習を５領域に分けて実施する方法を
開発した。 
  第一に，問題解決型学習の「問い」の授業づくりの重要性である。具体的には，
生徒の「問いづくり」を重視し，問題解決や達成の見通しを持たせることである。 
  第二に，作業的な活動や体験的な活動の重視である。具体的には，生徒は，テ
ーマに沿った発表のレポートはフィールドワークを重視し実験や体験等の活動か
ら出た課題解決の応じた結果をまとめるである。 
  第三に，生徒主体の学習形態をつくるである。具体的には，発表班による保健
学習(学研)の小項目の発表，司会班による授業進行などの生徒参画型授業である。 
  第四に，「学び合い」のある授業の重視である。具体的には，学習形態(ペア・
グループ・一斉)の工夫である。対話による考えの出し合いや考えの比べ合い，考
えの高め合い等である。 
  第五に，将来の自分の生き方につん投げられるように発達段階を繋ぐことであ
る。具体的には，QOL の向上を育むこと。基本的な生活習慣の定着，家庭や地域
との連携等である。 
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  図 4-22 教育目標及び自己肯定感の向上を育む学校保健の取り組み 
(久留米市立城島小学校森永謙二校長作成  一部加筆 筆者 2012) 
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イ 授業開発の取り組み 
(1)  調査対象 
小学校・・３年生～６年生／中学校・・・１年生・３年生／高等学校・・３年生 
(2)  期 間 
     2008.4～2012.3 
(3)  内容と方法 
       小・中養護教諭による予防的開発的保健学習授業を具体的な実践取り組みから検 
証する。小・中養護教諭による予防的開発的保健学習授業の具体的な取り組みは以
下の４つである。 
① 学校段階の接続の開発 
小・中・高の保健学習内容と小・中養護教諭とを連携させ，子供の健康認識と心 
身の発達を接続する授業を開発する。 
② 指導内容の系統化の開発 
発達段階に応じて指導内容を整理し，明確にすることで，関連単元を系統化し，
小・中・高で学ぶべき事項から同一教材を開発する。 
③ 効果的な TT指導の追求 
子供の学習歴を軸に小・中養護教諭が TTを組み，子供が知識を獲得す過程に作用
する指導のあり方を探る。 
   養護教諭の専門性とは，医学・教育の両視点から助言ができること。特性は，学 
級や学年・全校(中・大集団)で授業や話をする際に，保健室で出会った児童生徒 
のエピソード(物語)が入っており，授業化(教材作成)する時の切り口や事前の予 
防になりうることである。 
④ 統合(integrated curriculum)カリキュラムの開発 2(今谷,1997) 
生徒主体の授業(自己学習論：生徒が構成型の単元を交信的に学習する，子ども達
の自己肯定感の確立，他教科との協働授業デザインなどを開発する。 
 
(4） 学校段階の接続の開発 
小・中・高の保健学習内容と小・中養護教諭とを連携させ，子供の健康認識と心 
身の発達を接続する授業を開発する。 
小学校から中学校進学にあたって，従来から言われている中１ギャップであるが，
実際，小学校の子どもたちが中学校への期待を持つと同時に，指導形態の違い，友
だち関係の変化などから，中学校入学後，心身に課題を抱えることが多い。このこ
とは，発達心理の面から考察してみると，児童期から青年期に至る過程において，
思春期にあたり心身とも不安定な時期と重なる。特に，思春期では，自我を確立し
ていく中で，理想自己と現実自己の葛藤から劣等感を生じ，学習意欲や自尊感情の
低下につながっているとも思われる。そこで，改善の基本方針でいうところの「学
校段階の接続」を考慮し，小・中保健学習内容と小・中養護教諭とを連携させ，子
どもの健康認識と心身の発達を接続する授業開発を行っていく必要があると考えた。
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学校保健では，小・中の保健学習において各々の養護教諭の役割（小学校の養護教
諭 T1・中学校養護教諭 T2）を次のように考えた。 
小学校の授業では，「子どもの健康知識への好奇心を高め(T1)，中学校での学習に
見通しを持たせる(T2)」，中学校の授業では，「子どもの小学校で獲得した健康知識
を生かせるという自己      
効力感を持たせ(T1)，中学校の新しい保健学習に挑戦する気持ちを高める(T2)」
を目指すもので，小・中養護教諭で行う TT授業を実施することで，保健学習目標の
達成に効果があると同時に，学校段階の「接続をなめらかに」できると考えた。「子
どもの健康知識への好奇心を高め，中学校での学習に見通しを持たせる」とは，子
どもに新しい事項が解りたいという意欲を持たせ，次のステップである中学校での
学習に関心を持たせることである。また，「子どもの小学校で獲得した健康知識を生
かせるという自己効力感を持たせ，中学校の新しい保健学習に挑戦する気持ちを高
める」とは，子どもに小学校で学習した健康知識を活用すればできそうだという安
心感が生まれ，次の課題への期待ややってみようとする力が高められると考えた。 
図 4-22 小・中養護教諭で行う TT 授業による認識と行動の関係 富永美枝作成 一部加筆 筆者作成 2008 
(5)  指導内容の系統化 
  
発達段階に応じて指導内容を整理し，明確にすることで，関連単元を系統化し， 
小・中・高で学ぶべき事項から同一教材を開発する。 
2008 年１月中教審では，体育科の改善の基本方針を「体育科，保健体育科その理
由を踏まえ（中略），また，学習したことを実生活，実社会において生かすことを重
視し，学校段階の接続及び発達の段階に応じて，指導内容を整理し，明確に示すこ
とで体系化を図る。」と述べられている 3。(中央教育審議会答申,2008)また，小学
校と中学校のそれぞれの目標は，小学校は「心と体を一体としてとらえ，適切な運
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動の経験と健康・安全についての理解を通して，生涯にわたって運動に親しむ資質
や能力の基礎を育てるとともに健康の保持増進と体力の向上を図り，楽しく明るい
生活を営む態度を育てる。」で，中学校は，「心と体を一体としてとらえ，運動や健
康・安全についての理解と運動の合理的な実践を通して，生涯にわたって運動に親
しむ資質や能力を育てるとともに健康の保持増進のための実践力の育成と体力の向
上を図り，明るく豊かな生活を営む態度を育てる。」である４（小学校学習指導要領・
中学習指導要領 2008 年８月）。 
さらにより具体的には，小・中学習指導要領では小学校３年生から始まる保健学
習において，目指す子ども像のつながりが明示されている。小・中の子ども像にあ
る「楽しく明るい豊かな生活」と「明るく豊かな生活を営む」態度の育成がそれに
当たると考えられる５（小学校学習指導要領・中学習指導要領 2008 年８月）。       
小・中保健学習は，楽しく明るく豊かに生活していく態度を育てる学習内容の連
続性を有しており，基礎から発展する知識の積み重ねが基盤となっている。そこで，
養護教諭が行う新たな保健学習の養護教諭で行う TT授業では，「発達段階に応じて，
指導内容を整理し，明確に示すこと」を受け，小・中養護教諭の指導内容を整理し，
系統化を図ることにした。 
また，保健学習内容を小・中同一の領域を【性と生】【生活と健康】【心の健康】
【傷害の防止】と分け，関連単元を系統化し小・中で学ぶべき事項から同一教材
を開発していった。 
(6)  効果的な養護教諭の TT指導の開発 
子供の学習歴を軸に小・中養護教諭が TTを組み，子供が知識を獲得す過程に作用
する指導のあり方を探る。養護教諭の専門性とは，医学・教育の両視点から助言が
できること。特性は，学級や学年・全校(中・大集団)で授業や話をする際に，保健
室で出会った児童生徒のエピソード(物語)が入っており，授業化(教材作成)する時
の切り口や事前の予防になりうることである。 
これまでの実践研究で，子どもの実態から，これからの健康教育において，単に
健康に関する知識を与えるだけでなく，子ども一人一人が，学習した健康知識を基
礎として，自分が健康になるために行動選択する力を育成するための授業作りをし
てきた。特に，養護教諭で行う TT 授業では，知識から行動に意識化していく過程に
何が必要であるかについて，分かった知識で，自分の生活場面を再考することが重
要ではないかと考える。このことは，中央教育審議会答申の改善基本方針「学習し
たことを実生活，実社会において生かすことを重視」とつながるものである６(中央
教育審議会答申)。 
そこで，養護教諭で行う TT授業では，子どもたちが，健康に関して習得した知識
や情報をそのまま思い出すだけでなく，知識や情報を使って自分なりに考えをまと
め上げ，WHO が提唱するライフスキルを活用した実生活での意思決定や行動選択に
反映できる力を育くむ指導法の開発を行うことができるであろうと考えた。 
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①  学習スタイル 
ア  体験・参加型授業 
(ｱ)  カードブレインストーミング(CBS法)７の活用 
養護教諭で行う TT 授業では，子どもが自ら課題を選択するなど主体的な学
びのある体験型，参加型の授業に取り組んだ。 
中学校では，ライフスキルの一方法を活用し，単元の導入にＣＢＳ法，授業
の中では随時，意思決定や問題解決などを取り入れた。学習形態は，各学級の
生活班で実施し，コミュニケーションスキルを活発化するためにブレインスト
ーミング(BS)の手法を取り入れた。 
KJ 法などと並び一つのテーマから多くの考えや意見を出させるために有効
な方法である。しかし，附属中における本研究では，(BS)の手法はグループ内
のファシリテーターの育成が必要になり単元の導入での採用は無理があった。
そこで，キーワードの量を増すためアレンジし，カードブレインストーミング
(CBS)(資料 4-2)に方法を変えて実施した。提供するテーマの内容にもよるがグ
ループにおいてのまとめる過程では生徒同士の話し合い活動が活発になり，具
体的なものを抽象化する思考力が育っていくと考えられる。(CBS)のカードに
書くことにより，さらにその抽象化した言葉を具体的に認知させると考えられ
る。その認知と同時にカテゴリー分けの際にカードを操作しながら分けるので
カードそのものも残る。中学１年生の発達段階では，最も適した方法であろう
と考える。キーワードの数は，資料 4-3 は 2011 年の１年生の資料である。４
学級の各班の平均は 34 個であった。毎年このような結果であった。ただし，
2008 年に(BS)で実施した。その結果は，４人編成の班でキーワードを言うが記
録が追いつかない。また，重複したキーワードをカウントするなどミスも多く，
キーワードの数も一班約 10 個前後であった。そのことからも(CBS 法)が有効で
あると考えた。小学校では類似キーワードを探す健康ゲームなどを導入に入れ
て学習の見通しを持たせ，CBS などで話し合い活動の活性化を図っていった(資
料 4-4)。また，実験などを取り入れ，自分が持つ疑問に直接体験を通して解決
する楽しさを味わわせたりした。こうした学習スタイルは，保健学習に対する
子どもたちの好奇心を高めていくものであると考えられる。 
資料 4-2  ・ＣＢＳ法による話し合い活動 ・班の作品(カテゴリー分け) ・各班の発表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料 4-3 2011 年 実践事例校 １年生「保健学習の導入時における(CBS 法キーワードの集計) 
 138 
 
－思春期とは何？中学 1 年生バージョン－」   
学級名 １班 ２班 ３班 ４班 ５班 ６班 ７班 ８班 ９班 10班 合計  平均 
１組 ２３ ２１ １７ ２５ ３１ ５０ ２７ ３３ １８ ６５ ２４６ ２４．６ 
２組 ４５ ２３ ９７ ２３ ５６ ６１ ３１ １８ ３６ ２５ ３９１ ３９．１ 
３組 ４０ ３３ ２７ ６７ １９ ２８ ４５ ５６ ３８ ２０ ３７３ ３７．３ 
４組 １２ １７ ４９ ４５ ８７ ４４ ３２ １８ ２８ ３３ ３６５ ３６．５ 
合計           １ ３ ７
５ 
１３．５ 
平均           ３４．４ ３４．４ 
資料 4-4  Ｋ小学校・本時の学習過程の説明と「ＣＢＳ法」を取り入れた話し合い活動 2008  
  
 
 
 
［ 
      
     
 
(イ)  自己学習論 
(1)は知識権威論である。知識権威論は，知識を活用させることよりも習得させる
ことを重視した授授業づくりなので，単元は構成型ではなく系統型になり，か
つ学習の方法も受信的なことが多くなる。一斉授業は，この類型の授業づくり
の典型であるということができる。 
(2)は技能権威論である。技能権威論は，生徒の技能を鍛えることをめざす授業づ
くりなので，単元は系統型というよりも構成型になり，学習も技能の練習時間をでき
るだけ確保しようとするため，受信的になる。例えば，実技を伴う教科にみられること
がある授業構成ではないだろうか。 
（３）は知識道具論である。知識道具論は，知識を活用させることを重視した授業づくりで，
できるだけ生徒同士が知識の活用や意義について話し合う場面を設定して，交信的
な学習を仕組むのである。 
     （４）は自己学習論である。自己学習論は，生徒が知識や技能を活用して自ら学習する力
の育成をめざした授業づくりなので，単元を構成型にして交信的な学習を仕組むの
である。学校保健では，(3)や(4)の授業づくりが附属中の考える確かな学力を育
成するという仮説を立証できると考えている。その最良の方法として，J・デュ
ーイi が考えた問題解決型学習を一部修正し実施した。この学習形態の導入理
由は，第１に保健学習の「めあて」が明確であること。故に，指導者と生徒が
到達目標を共有でき，指導者は生徒の問題解決に至る過程を読み取ることでよ
り評価の正当性ができると考える。第２に体育担当教諭・養護教諭と限らず誰
もが授業者として参加できる体制を整えるために有効である。理由は，養護教
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諭が学級に出向いての授業の時は，保健室不在の状態や疾病や負傷で医療機関
への引率のために学校不在の状態である。そこで，学年の先生(他教科)か管理
職で授業に出て対応する措置を講ずる。生徒主体で発表班と司会班で授業を進
行していく。司会の進行はワークシートを使用し，ワークシートの項目順に進
めていけば１時間の授業の流れが終了するように編集した。ワークシートは，
①学習のめあて，②現実的問い(学習の問い)，③授業のめあて，④発表の要約・
メモ，⑤発表者の評価，⑥養護教諭のアドバイス，⑦学問的問い(単元に通じる
問い)，⑧授業の自己評価で構成した。問題解決型学習を進める上で有効であろ
うと考えた。しかし，(1)や(2)の授業づくりを否定しているわけではない。(3)
や(4)の単元をつくる上で(1)や(2)のような授業は必要だし，そうすることによ
って(1)や(2)の授業づくりがより生かされると考えるのである。                    
2007 年度公開授業研究会 研究概要説明資料より抜粋 一部加筆 筆者作成）  
 
資料 4-5 自己学習論の授業仮説 2007 年度研究紀要（研究概要）より抜粋 一部千々岩加筆） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    図4-22 自己学習論モデル 藤瀬泰司作成 2009  (保健学習) 本研究では，保健
体育科の教育課程の一部を担う，保健領域(学研教育みらい東京書籍) 
(ウ)  問題解決型学習(保健学習の実際) 
中学１年生「心身の発達と心の健康」(12 時間)と中学３年生「健康な生活と病
気の予防」(2時間)の実践から検証する。 
        (問題解決型学習) 保健学習の中学１年生の１２時間の大凡の流れは，資料２で 
示した通りである。１/12時間目には，保健学習のオリエンテーションを実施す 
る。２/12時間目は，「カードブレイング ストーミング」で単元「心身の発達と 
心の健康」の小項目(10項目)のテーマに迫れるように学習デザインの１つとした 
(資料２①)。夏季休業中は，CBSで決めたテーマをレポートとして調査しまとめ 
る(資料２②)。３/12時間目は，個人で作成したレポートをレポートとして調査 
しまとめる(資料２②)。３/12時間目は，個人で作成したレポートを発表用に各 
班でまとめ，プレゼン用に資料に組み替えを実施する(資料２③)。４/12時間目 
から，実際に生徒主体による授業を実施する(資料２④)。 
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図4-23 学校保健における問題解決型学習の授業に至る過程 筆者作成 
(エ) 発表班と司会班による授業学習デザイン      
(発表班の開発)(資料4-6)           資料4-6 発表班の様子（PP） 
 夏季休業中の課題であるレポートを保健班 
（生活班）で予め決めた発表様式で発表する 
ためにまとめる。さらに，資料６のように， 
自分たちでまとめたものをPP(パワーポイン 
ト)で発表する。 
発表時間は，各班，１０分間で設定している。 
          
(司会班の開発)(資料 4-7)              資料 4-7  司会班の様子 
司会班は，役割を分担する。役割は，司会，副司 
会，計時，記録の４編制である。役割の内容は， 
司会(司会をする)，副司会(司会の補佐をし，司会 
者と役割を分担したり，単元を貫く学問的な問いを 
考えたりする)，計時係(時間を計る，黒板板書が必 
要な時は補助する)，記録係(黒板への「めあて」の 
記入，発表の折の板書)である。 
（ウ） 小中養護教諭で行う TT授業同一教材の開発 
  小中養護教諭で行う TT授業同一教材の開発のモデル(表 4-11)をさらに，具体化 
し図式化した。図 4-24は，小学校３年「けんこうな生活」・中学校３年「関係の中の病 
気(エイズ等)・パートナー・目標達成」である。小学校４年「育ちゆく体とわたし」・中 
学校１年「性機能の成熟」・「性とどう向き合うか」である。小学校５年「心の健康」・ 
中学校１年「考え・感動し・決断する心」・「ストレスのメカニズムと対処法」である。小学 
校６年「病気の予防(インフルエンザ・エイズ)」・中学校１年「病気の予防(麻疹・ 
食中毒・エイズ)」である。 
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図 4-24  小３年生「けんこうな生活」・中３年生「関係の中の病気(エイズ等)」・パートナー・目標達成  富永美枝作成 一部加筆 筆者作成 
                                      
(エ)  統合カリキュラムの開発 (統合カリキュラムの確立－2011 年度からの取り
組み－)                                   
           英語では Integrated Studies と呼ぶ。1980 年代，教科を，教科ごとの枠組
みで学習するのではなく異なる教科間につながりを持たせて学習により意味
を持たせるよう工夫されたカリキュラムで，オーストラリアの小学校では主流
となっていた 8(今谷,1997)。 
日本の「総合的な学習の時間」の内容・目的と似ている部分も多く，「探求
学習（Inquiry Learning)」を基本に，知識・スキルの両方を生徒の能動的な
学びによって養う。1970 年以降になると，詰め込み型のカリキュラム学校で
の学習が生活と結びつきにくく生徒の学習意欲を維持できないなどの理由で
改革がもたらされた。そこで 1970 年代～1980 年代初頭にかけて導入された
のが，総合学習の前身の「テーマ学習」だった。しかしながら，テーマ学習の
問題点として，生徒にとって学習が難しいと感じるものよりも，体験的で楽し
めるものであることの方が重視される傾向が強く，もっと「学び」の質が問わ
れていくようになった。そして 1980 年代後半～1990 年代には現在の「総合
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型」のカリキュラムが開発された。異なる教科間につながりを作り（ただし，
つなげるのが無理な場合は無理せずその教科を個別に扱う），生徒にとって身
近なテーマを探求学習を経て学習していく。このカリキュラムでは，知識より
も生徒に身に付けてほしい「スキル」を，学習を通してどう伸ばすかが重要と
なる。 
 
①  統合的カリキュラムの授業の試行                          
小学校と中学校で保健領域・保健学習／学校行事／体育領域・体育分野とを特
別活動と体育，体育の保健領域と保健分野を組み込んだ授業を仕組んだ。     
 
  ［ 類似概念の関係図 ］ 
① 合科的な指導           ・各教科のねらいをより構成しやすく 
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      ・新領域 
      ・新教科 
      （ 例 ）「表現科」「人間科」「環境科」 
 
    
④ 地域学習 
 
 
 
 
  
 
→ 
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  ・新領域 
 ・地域の題材を活用 
 （ 例 ）「琵琶湖学習」 
        「富士山学習」 
Ａ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 
 
   
                                           「我が町の再発見」 
図 4-25 横断的・総合的な学習に関する用語の定義・意味（静岡県総合教育センター作成参照） 
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［2011年度の取り組み］                      
(1)  統合的カリキュラムの授業の試行 
図 4-25 は小中養護教諭が行う横断的な保健学習構想である。                   
  中学校では，2012 年より新学習指導要領が実施される。そして，新しく保健体育科 
のなかにダンスが導入される予定である。そこで，附属中学校の中学１年生の人と 
のかかわりの希薄さを改善する手立ての一つとしてフォークダンスを題材とする保 
健体育の保健領域(学習)と体育領域(実技)との協働授業デザインを作成した。 
 2011年度は１学期，中学 1年生は保健体育科の実技偏では，「体つくり運動：体と心へ 
の気づき・体と心の調整・仲間との交流」を学習している。そこで，中学１年生の保健学習 
では，「仲間との交流」の発展的な学びとして体育科の「フォークダンス」と繋ぎ，保健学習 
の小単元「人とのかかわり」を協働的に取り扱うものとした。 
小学校 ①体育領域（フォークダンス：大学生と一緒に踊る）→②学校行事(自
然教室：     フォークダンス)→③保健領域(心の健康)→④体育領
域(体ほぐし運動)           
中学校 ①体育分野（フォークダンス：2012年度から実施される新学習指導要
領の前取り的扱い）→②保健分野(社会性の発達－人とのかかわり
－) →③体育分野(フォークダンス) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-26   フォークダンスを題材とする保健体育の保健領域 
(学習)と体育領域(実技)との協働授業デザイン 筆者作成 2011 
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［2012年度の取り組み］ 
(2) 統合的なカリキュラム 
－生徒主体の授業と道徳との協働授業の実際－[生徒主体の授業］      
2012 年度，学校保健の保健授業でめざしたのは資料 4-5の（４）自己学習論（自
己学習論）は，生徒が知識や技能を活用して自ら学習する力の育成をめざした授業
づくりである。単元を構成型にして交信的な学習を仕組むのである。 
（平成 19年度公開授業研究会 研究概要説明資料より 抜粋）                         
そこから発展させた「統合(Integrated)的学習カリキュラム」である。具体的には，
３年生（３の４：K さん）の生徒が自身で単元構成・授業案ワークシート（教師が
立てた原案を生徒独自で修正）をし，実際に授業を成立させる仕組みをとった。 
 
図 4-27〈保健②〉 「ようこそ！先輩」－共に健康に生きる社会－ 
    〈道 徳〉 ［４－２］公徳心，社会連携よりよい社会の実現 
 「２５ 江戸しぐさは心のマナー」             筆者作成 2012 
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 （授業案 ③）―保健学習と道徳の協働授業―  
(１) 学びを深めるための生徒による授業デザインに焦点をあてて 
    中学校３年４組 学校保健授業案 
平 成 24年 1１月 22 日 
場 所 多目的室 
授業者Ｔ１ 千々岩峰子 
授業者Ｔ２ 小林尚矢(本校 3 年生) 
Ｇ Ｔ 中村 暖(佐賀北高校３年生) 
【 提 案 】     小・中・高連携で学ぶべき事項［社会性の発達］の同一教材の開発 
【キーワード】     生徒によるシンポジウム  ＧＴの実体験から学ぶ   保健と道徳の協働授業 
（※ 本授業案の朱書きの文章は，授業者Ｔ２：小林尚矢（３の４生徒コーデｲネーター）さんの訂正文である。） 
 
 
 
 
1題材名   〈保健②〉「ようこそ！先輩」－共に健康に生きる社会－ 
         〈道 徳〉［４－２］公徳心，社会連携よりよい社会の実現   「２５ 江戸しぐさは心のマナー」 
２ 目標 
(１) 単元の目標 
ヘルスプロモーション＊に基づき，共に健康に生きる社会を実現するため，社会性発達の準備期間である高校生活での生き方
を考え，自分の意見を形成することができる。 
＊人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし，改善することができるようにするプロセス（ＷＨＯで定義） 
(２) 評価規準 
ア 地域の人々の健康を保持促進するための活動を知ることができる。           【関心・意欲・態度】 
イ よりよい人間関係づくりとネットワーク（人等）について理解することができる。      【知識・理解】 
ウ ＧＴやシンポジストの考えを聞き，自分の考えを深めることができる。          【思考・判断】 
エ GT やシンポジストの考えを参考に，これからの自分にできることを提言できる。    【表現】 
３ 問い  「自分のため」が「みんなのため」にとは何？ 
４ 生徒の実態 －想いを行動に移せずにいる生徒の実態－ 
本学級の生徒は１年次に保健学習「心身の発達と心の健康」を学習している。大凡「人とのかかわり」とは何か， 
「自分らしさ」とは何か等々自分自身についての健康観は理解できている。 
しかし，本学級では，友人や身の回り，地域や日本，外国の人々の理解については，類似するアンケートの項目で「地域の行
事や集会に参加している」の質問では１７．５％が参加するという結果であった。 
本校は校区が広く，地域一体型ではないためにこのような結果に至るのであろう。しかし，次世代リーダーの育成を担う本校の
生徒は，このような地域こそ大切にし人との関係を深めることが必要であると考える。日常生活を見ても，大多数の生徒が家，学
校，塾の往復で放課後に友人と街中を歩く等の光景はほとんど見受けられない。 
また，昨年３月１１日の東日本大震災に関するボランティア活動についても，生徒会活動を中心に義援金の収集を実施したも
のの，現地に出向いて支援活動を行う生徒は多くない。つまり，「想い」はあるものの，自ら活動に移すところまではいかない状況
である。 
５ 内容 －教科研究や小中連携の視点,学びに関わって－ 
(１) 附属中学校における学校保健のベース「ヘルスプロモーション」について 
ＷＨＯでは，校教育と学校保健を２本柱とした学力形成と健康づくりを融合させる考えを積極的に示し，そのためのカリキュラム
編成や人・組織づくりの教科等の重要性を唱え，学校保健のより充実とパワーアップを求めている。すなわち「Quality of Life（生
活の質）」の向上を図ることを目的とする。 
(２) 小・中養護教諭で行う TT授業の構想について 
①学校段階の接続 
小・中・高の保健学習内容と小・中養護教諭とを連携させ，子どもの健認識と心身の発達を接続する授業開発する。 
②導内容の系統化 
発達段階に応じて指導内容を整理し，明確にすることで関連単元を系統化し，小・中・高で学ぶべき事項から同一教材を開
発する。 
③効果的なTT指導の追求子どもの学習歴を軸に小・中養護教諭がTTを組み，子どもが知識を獲得する過程に作用する指導のあ
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り方を探る。 
６ 方法 ‐シンポジウムを中心とした意見の形成‐ 
(1） 平成２４年度公開授業について（中・高連携）  
健康のために生活をよくしていこうという「自分のため」の努力は，身近な「誰かのため」になり，そして「みんなのため」に繋が
っていくことを学習デザインする。 
具体的には，中学３年生が義務教育９年間の学びを終え，社会性の発達を身につけるための準備期間である高校生活を考
える上で，附属中出身の高校３年生（中村暖さん：NPOを立ち上げ～絵画で日本を一つに～などボランティア活動を実施中）の
生き方（「自分のため」から「みんなのため」を経験し，さらに「みんなのため」から「自分のため」を実践している）を参考に自分の
こと，みんなのことを考える機会とする。 
(2) 対話とコミュニケーション 
① モデル提示としての「中村暖さん（高校３年生）」の話を聞くことにより，自分や友達と意見交換をし自己の生活を振り返ったり
今後の生活に生かせる情報源とする。 
② 班内発表や全体発表をすることで情報の交換など協同の学習が成立しやすい環境をつくる。 
(3) 本単元で行う言語活動 
① 課題解決に向けて，図や式，記号，ことば等を用いて自分なりに表現する。 
② これからの自分の生き方について，筋道をたてて論理的に考え，説明する。 
７ 単元の授業過程（全３時間 ＜保健①②→道徳③＞ ） 
課
程 
学習活動と内容 
[言語活動：言語力２０の要素] 
教師（指導者）の指導・支援 評価とその方法 
導
入 
 
１  問題提起を通して単元の見通しを持つ。 
 
２  健康や安全に配慮した取り組みについて
の知識を整理する。 
３  補足説明を行うことで，知識を深める。 
 
 
 
(１) 佐賀市堀江通り（歩道分離）の新
聞記事をもとに学習の見通しを持
つ。 
(2) マッピングをし，知識を整理する。 
(3) 学習用語についての確認をする。
その際， 日本国憲法第２５条第2
項について取り上げる。 
 
ア 地域の人々の健康
を保持増進するための
活動を知ることができ
る。【発言】【WS】 
 
イ  よりよい人間関係
づくりとネットワーク（人
等）について理解するこ
とができる。【WS】 
展
開 
４  ようこそ！先輩 
 
４-１ 中村暖さんやシンポジストの話を聞く。 
[⑱推論する] 
４-2 シンポジウム形式で問いに関する考えを
深めあう。 [②話し合う] 
[⑧共感的に聞く・批判的に聞く] 
４-3 自分がこれからどのように過ごしていくか
の提言を書く。 [⑲関連付ける・構造化す
る] 
(４)-1 中村暖さんの話を聞き「問い」に
ついての考えを知る。話し合い
のルーブリックを提示する。 
(４)‐2 四象限図を用いて発表者と自分
の意見の違いを意識させること
で，問いの考えを深める。 
(４)‐3 話し合いの振り返りをし，意見を
整理させる。提言文は，シンポ
ジウムを通しての意見の変容を
意識させる。 
ウ ＧＴやシンポジスト
の考えを聞き，自分の
考えを深めることができ
る。【ＷＳ】【発言】 
 
エ GT やシンポジスト
の考えを参考に，これ
からの自分にできること
を提言できる。【WS】 
展
望 
教科等【道徳】へと繋げる 
５  [4‐2]公徳心 
「２５ 江戸しぐさは心のマナー」 
互いに住みやすい社会を実現しようと
する態度を育てる。 
(５ )‐1 「眠ったままになっているのが
『江戸しぐさ』です。」という筆者
の主張について考えさせる。 
(５)‐2 これから行動していくことが大切
だと，教師の話を基に伝える。 
 
【問 い】    「自分のため」が「みんなのため」にとは何？ 
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８ 本時の授業 
(1) 本時の指導目標 
シンポジウムを通して，共に健康に生きる社会を実現するため，社会性発達の準備期間である高校生活での生き方を考え，自
分の意見を形成することができる。 
(2) 本時の評価規準 
ウ ＧＴやシンポジストの考えを聞き，自分の考えを深めることができる。【思考・判断】 
エ GTやシンポジストの考えを参考に，これからの自分にできることを提言できる。【表現】  
(3) 本時に期待する生徒の学び 
シンポジウムを通して，問いに関する考えを深めあい，自己の考えを形成する。 
(4) 本時の授業過程（全 3時間  本時 2／3時間） 
課
程 
学習活動と内容 
[言語活動：言語力２０の要素] 
形
態 
教師（指導者）の指導・支援 評価とその方法 
Ｔ１の支援 Ｔ２の支援 
導
入 
１  本時の見通しを持つ 
 
 
 
 
２  シンポジウム見通しを持つ 
３  シンポジストの紹介をする 
斉 
 
 
 
 
 
斉 
(1) 問いについてシンポ
ジウムを通して深める
ことを確認する。 
 
 
 
(3) 中村暖さんの附中時
代の生活等，補足説
明する。 
 
 
 
 
 
(2) ルーブリックを提 
示し，活動に積極性 
を持たせる。必要に 
応じてCNが流れを整 
理すると伝える。 
 
展
開 
４  シンポジウムの実施をする 
[②話し合う] 
＜フォーマット＞ 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
斉  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)‐2 専門的な知識や中
村さんの生き方をヒン
トにしてほしいとアド
バイスする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)‐1 必要に応じて論
点を整理したり，質
問をしたりする。 
ウ ＧＴやシンポ
ジストの考えを聞
き，自分の考えを
深めることができ
る。 
【ＷＳ】【発言】 
展
望 
５  これからの過ごし方について
提言する。 
[③図解表現する] 
個 (5)‐1 文章だけでなく，様々な手段（絵，表など）も用
いて，わかりやすく表現するように促す。 
(5)‐2 これからの自分の生き方について予想させる。 
その際，シンポジウムでの意見をヒントにさせる。 
エ 発表者の考
えを参考に，こ
れからの自分に
できることを提
言できる。【WS】 
【問 い】    「自分のため」が「みんなのため」，「みんなのため」が「自分のため」にとは何？ 
シンポジウムの形態 
●コーディネーター 
小林尚矢 
●ゲストティーチャー 
中村暖さん 
●シンポジスト 
（永原公平） （家永瑠衣） （      ） 
 
論点（話し合いのポイント） 
○中村暖さんの活動について 
○シンポジストが身近に感じる出来事 
○問いに対する登壇者の意見 
中村暖さん 
①中村暖さんの話を聞く 
②各登壇者の意見発表 
③フロアからの質問とその応答 
④フロアからの意見発表 
⑤発表者の意見発表 
⑥相互討論 
⑦コーディネーターのまとめ 
⑧養護教諭からのアドバイス 
コーディネーターの論点整理 
コーディネーターの論点整理 
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Ｓｔｅｐ２  シンポジウムの実施 
◇自己評価 ルーブリック 
 
観点 
 
具体的な評価基準 
評価 
材料 
評価結果 
Ａ Ｂ Ｃ 
関心・ 
意欲・態度 
積極的に話し合いに参
加している。 
 
発言 
話し合いの論点を
ついた発言をした。 
1 回以上発言し
た。 
発言していない。 
思考・判
断 
発言者の意見と自分の考
えと比較し,深められる。 
 
ＷＳ 
四象限図を効果的
に用いて，自分の意
見を深めた。 
四象限図に発言
者のメモをとっ
ている。 
メモをとらず，自分
の考えと比較して
いない。 
 
表現 
発言者の考えを参考に,
これからの自分にできる
ことを提言できる。 
 
ＷＳ 
話し合いでの意見
の変容を意識して，
提言できている。 
話し合いでの意
見を踏まえて提
言できている。 
話し合いの内容を
踏まえてない提言
をしている。 
フォーマット(１)～(２)の発言メモ                         四象限図で納得度を表そう！ 
 鋭い 
遠い 近い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
鋭い 
 
【問い】 
「自分のため」が「みんなのため」， 
「みんなのため」が「自分のため」とは？ 
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Ｓｔｅｐ３  話し合いの振り返りをしよう！ 
(１)ルーブリックの【関心・意欲・態度】と【思考・判断】の観点を評価し，達成したレベルに赤ペンで○をつけよう！ 
(２)あなたがもっとも納得できた考えは？ 
さん  
 
(３)今回のベストパフォーマー＜発言者＞は誰ですか？（ＧＴは含めない！） 
さん 理由 
 
６ 問いに対するあなたの意見とそれを踏まえ，これからの自分にできる（したい）ことを提言しよう！ 
 
①問いに対するあなたの意見【最終版】 
 
 
 
 
 
 
②これからの自分が「じぶんのため」「みんなのため」にできることを提言しよう 
【ポイント】①ルーブリック（Ｐ４）を確認しておこう  ②図解表現を用いて，わかりやすく書こう 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
根拠はあるかな？なぜそう考えたかの
裏づけがあると提言しやすいよ！ 
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    ［ 評価］ 
生徒主体の授業を終えての評価(授業後のリフレクションより) 
１ 学びを深めるための生徒による授業デザイン 
         題材－学校保健「ようこそ先輩！‐共に健康に生きる社会‐」の単元構成と学習活動の工夫‐ 
       ２ 目的                           
 今回の授業実践では，生徒による授業デザインとして，通常の授業では見られない生徒の学びを実 
践することができることをねらい，生徒の目線から考えた単元構成，学習活動を行った。本単元「ようこそ 
先輩！‐共に健康に生きる社会‐」においては，義務教育を終えようとしている生徒たちに，ヘルスプロモ 
ーション(※)に 基づいた「共に健康に生きる社会」をつくるために必要なことを考えさせ，実践しようとす 
る態度を育成した。 
     【注】＊・・・人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし,改善することができるようにするプロセス。 
３ 単元の目標と単元を貫く問い 
      本単元の目標は「ヘルスプロモーションに基づき,共に健康に生きる社会を実現するため,社会性発 
達の準備期間である高校生活での生き方を考え,自分の意見を形成することができる」である。また， 
単元を貫く問いを「自分のためがみんなのため，みんなのためが自分のためとは何？」とした。 
        問いを探求する過程で，自分のために行っていることが周囲の人々に影響を与えていたり， 
人々のために行っていることが自分に影響を与えていたりしていることを実感させ，最終的に共に 
健康に生きる社会をつくる上で重要なことを生徒自身が考えることができるようにすることをねらいとし， 
授業デザインを行った。 
４ 生徒が立てた単元計画 
［図 18］３時間構成の単元（指導者の単元計画を授業者(中学３年 Kさん)が修正 
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５ 指導者が立てた授業の原案を生徒独自で修正し，単元を３時間構成で組み込んだ時の留意点 
［学習課題の工夫］ 
・生徒の身近な出来事をもとに学習活動を展開すること           
      ［学習履歴の工夫］ 
       ・今までの学校の授業で行われてきた活動を生かした学習活動を行うこと 
      ［学習計画の明確化］ 
       ・単元のゴールの姿をイメージできるよう，見通しを持って活動を行うこと。 
     ６ 実際の授業(各時間の授業)で行った活動の工夫 
       ・問題提起とモニタリング調査 
        附属小の理科で実施したモニタリング活動を導入した。 
        Ice Breaking の効果と雰囲気作りをねらった。 
       ・学習計画による単元の見通し 
        計画表には他教科を参考に，ルーブリック表と単元の目標と評価基準，流れや学習用語などを 
        掲載した。 
       ・マッピング活動とＫＪ法による知識の整理 
        知識のまとめと関連付けのためにマッピングで班の中で交流し，広げ，ＫＪ法で全体の共有を図った  
       ・シンポジウムにおける四象限図の利用  
          シンポジスﾄの発言を中心に単元を貫く問いを探求した。「四象限図」を用い意見の比較と対話 
         を行った。  
 4  結果及び考察 
生徒主体の授業を終えての評価(授業後のリフレクションより) 
［結果 ①］(資料 4-8)                    資料 4-8 
生徒主体の授業については，87.2％が 
     役に立ったと思うと答えている。 
       (理由)  
・K さんのキャラクターが良かった。 
        ・理解度が増した。 
       ・K さんが同じ目線で質問や話をし 
        てくれたこと。 
       ・フォロアーも一生懸命授業に打ち 
        込めた。 
       ・単元の構成がおもしろかった。     
               
［結果 ②］(資料 4-9)                    資料 4-9 
３時間構成の授業で役に立ったもの 
     (３つの項目を選んだ理由は，アンケ 
ートの項目にはこの３項目のみを答 
えていた)  
・「ゲストﾃｲーチャー」と答えた 
生徒は 48.7%だった。 
        ・「話し合い」と答えた生徒は， 
33.3%だった。 
        ・「教材(江戸しぐさ等)と答えた 
生徒は 15.4%だった。 ・無回答が１名だった。 
      (理由・・・生徒の自由記述) 
87.2% 
12.8% 
48.7% 
33.3%
% 
15.4% 
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       ・単元構成も生徒が構成したものであったので，題材や授業の中の話しかけ等授業者と学習 
者とがより身近に添えられたようであった。    
［結果 ③］(資料 4-10) 
ゲストテｲ―チャー(佐賀北３：中村            資料 4-10 
暖さん)について 
① 意見が参考になった(48.7%) 
② 話し合い(交流)ができた(33.3%) 
③ 自分の意見が深まった(28.2%) 
   であった。 
      (理由・・自由記述) 
①「ゲストテｲーチャーの意見を聞 
くことにより自分の意見を深めた 
り広げたりするのに役に立った」 
②「高校生でも色々な活動ができることが解り自分だったらどうするか考える機会になった」 
③「中村さんは，絵画で心を一つにしようとしたが，特に芸術は時間を短くして，人と人との   
    境界を作らないで一つにすることができるようだ」 
④「中学生だからと中学生だけではなく先輩の生き方にも目を向けてみようと思った」  
⑤「小林君が考えた四象限の図は考えをまとめるのに役に立った」 
②       ⑥「自分の意見を深めたりするためには，話し合い(対話)が必要なことが解った」  
⑦「自分の知らないことを知るためには，人や本や物から教えてもらうことで自分の意見を深   
        めることや深まることが解った 
                                                       資料 4-11 
［ 結 果 ］(資料 4-11)   
    「豊かな人間性を育む」は 39.4% 
    「規則正しい生活をする」は 15.4% 
    「相手のことを考える」は 12.8% 
    「わがままを言わない」は 12.5% 
    「一人一人を大切にする」は 7.7% 
    「色々なことに意識する」は 7.7% 
     であった。 
［ 考 察 ］ 
生徒主体の保健学習と道徳の３時 
間構成の授業であった。 
それの最終的なまとめとしての 
結果であった。 
39.4%の生徒が「豊かな人間性を育む」と答えたことは，学習指導要領が求めている保健体育科の 
目標におおよそ達成できていた。 
  
 
48.7% 
33.3 
28.2% 
39.4% 
12.8
%
 
 12.8
% 
7.7% 
15.4% 
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５ 道徳と保健学習の融合のまとめ 
      (1) 道徳との融合 －保健学習と道徳との協働授業－ 
① 学校保健における自己肯定感の向上に焦点をあてて 
         学習指導要領の改訂の基本的な考え方に「道徳教育や体育などの充実により，豊かな心や 
健やかな体の育成」がある。また，教育内容の主な改善事項７つの道徳教育の充実では「○ 
発達の段階に応じて指導内容を重点化(人間としてしてはならないことをしない，きまりを守 
る(小)，社会の形成への参画(中)など，○体験活動を推進，○先人の伝記，自然など児童生 
徒が感動する魅力的な教材を充実，○道徳教育推進教師を中心とした指導体制を充実」である。 
海外の報告では，自己肯定感(自尊感情)の高い子供は，情緒が安定し，責任感がある。社会 
的適応能力が高い，成績も良い，他の子供たちや先生とのトラブルが少ない，社会規範を良く 
守る，授業態度がよくクラスのまとめ役の行動をとるなどの特徴が見られる。さらに重要な指 
摘は，逆境に強いことである。いじめに屈する事も少なく，他人の目を気にしない，失敗に動 
じない，悪い仲間から誘われても「いやだ」と断れる。という報告である。実践事例校の生徒 
は，自身の内的には上記のような要素を持ち合わせていると思われるものの，道徳の授業など 
では発言が少なく，学年が上がるにつれて，なかなか本当の気持ちを述べようとしない。自分 
への自信がない不安や心の拠り所となる人間関係の希薄さからであろう。故に，精神社会的な 
健康度は高くはないと考えられる。 
        これらの健康度(生きる力：生き抜く力)を上げる手立てとして，「心の理論」の概念を鑑み 
子供の自己肯定感(自尊感情)の向上を目指し，子供のニーズに合った授業が求められる保健学 
習と道徳を協働的に仕組む授業(含：教材開発)デザインを統合的なカリキュラムとして考える 
のである。また，授業実践③について新富は，東京書籍Ｅネットの中学校道徳論文の「本音を 
引き出す中学校「道徳」授業の試み～中学生の心理的発達段階からみて～に学校保健における 
保健学習と道徳の有効性を(生徒理解と中学校道徳)，(「背伸び」指向と中学校道徳)， 
(「Ｉ（主我）」指向と中学校道徳),(「まなざし」指向と中学校道徳)の視点から述べている。 
以下掲載する。 
※ 文中の［2012 年 11 月，佐賀大学附属中学校（３年生）で実施された］は，本研究の対象校である実践事例校である。 
      ② 中学校道徳について(実践事例校における筆者の取り組みの講評) ［東京書籍］ 
本音を引き出す中学校「道徳」授業の試み～中学生の心理的発達段階からみて～ 
國學院大學人間開発学部学部長 新富 康央(しんとみ やすひさ) 
［生徒理解と中学校道徳］一部省略 
昨今，中学生の実態を考える時，やはり道徳指導の在り方について，全校あげて検討せねばな
らない必然性を感じるようになるのであろう。道徳としての独自な固有のねらいもある。しかし，
中学校の場合，それに加えて，生徒理解という生徒指導上のねらいも大切である。「日本の学校教
育はエクセレント！」。これが私の主張の一つであるが，この主張を中学校道徳は確信にしてくれ
る。こうして取り組まれた中学校のほとんどが，授業研究会で全教員が道徳授業公開にあたられ
るのである。  
今回は，2012 年 11 月，佐賀大学附属中学校（３年生）で実施された，言語活動を活用した道
徳指導実践を紹介したい。保健と道徳の協働授業，つまり関連的指導という実験的取組でもある。
キーワードは，「生徒によるシンポジウム」，「ＧＴ（ゲスト・ティーチャー）の実体験から学ぶ」，
「ロールプレイング」，「本音を引き出す対話」などである。 附属学校は一般に校区が広く，地域
一体型ではない。その弊害として，想いはあっても，自ら実践に移すことに至らないという状況
がある。東日本大震災に関するボランティア活動についても，生徒会活動を中心に義援金の収集
を実施したものの，現地に出向いての支援活動は無かった。  
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「背伸び」指向と中学校道徳 
全体として３時間の単元構成である。１時限目の「導入」と２時限目の「展開」は保健，そし
て３時限目の「展望」は道徳である。  
最初の２時限の保健は，「ようこそ！先輩―共に生きる社会―」。最後の１時限が道徳で，「江戸
しぐさは心のマナー」＜内容項目４－（２）「公徳心」＞である。  
中学生の社会性の発達段階として，社会の一員としての自分を見つける道徳が大切である。「自
分のこともできない人間が」というお叱りをうけることもある。しかし，中学生の心理学的特性の
一つに，一人前に見られたいという「背伸び」指向がある。心理学的発達論に基づき，道徳授業を
組み立てる必要がある。  
単元の１時限目は，地元新聞記事の「歩道で歩行者と自転車分離の実験始まる」をもとにして，
ウェビングやＫＪ法を用いて，健康や安全に配慮した取り組みについての知識を整理する。  
指導者は生徒たちに，「自分のため」が「みんなのため」に，「みんなのため」が「自分のため」に
とは何か，を意識させる。  
単元の２時限目は，生徒の手になるシンポジウムを中心とした意見の形成である。地元の高校３
年生であり，自分たちの先輩であるＮさんにＧＴとして来校してもらう。Ｎさんは，「絵画で日本
を一つに」をテーマにしてＮＰＯを立ち上げ，ボランティア活動などを実施している。ＧＴそして
２名のシンポジストの話を聞き，「『自分のため』が『みんなのため』に，『みんなのため』が『自
分のため』にとは何か」という問いについての考えを知り，互いに深め合うための意見交換をする。  
 
「Ｉ（主我）」指向と中学校道徳 
ここでは，卒業生ＮさんをＧＴにした ことが，心理発達論的に肝要である。中学生の心理の一
つが，「Me（客我）からＩ（主我）への移行」である。Me とは大人社会から期待される自分を鏡に
した自己照射である。そういう意味で「客我」である。それに対して，Ｉ としての自己とは，本
音の生の自分を鏡にした自己照射である。この時期，他人には自らを「Me」としてではなく，「Ｉ」
として見て欲しいという欲求が強くなり，それが叶えられないと，反抗として不満が爆発するので
ある。  
中学校の道徳資料が難しいのはそのためである。東京書籍版道徳資料『明日をひらく』において
も，その点を重要視している。教科書通りうまくいかない心の葛藤の場が描かれていなければ，生
徒たちには「あの人は立派だけど自分は」という心理的距離だけが残ってしまう。失敗談も大切な
心の宝（教材）として，中学生にはむしろ共感素材となる。この実践の場合も，自分たちの先輩と
いう意味で，自らの寸法に合っていた，あるいは，身の丈に合っていたので，彼らは自分たちの問
題としてとらえることができた，と言える。  
シンポジウムにおける話し合いのポイント（論点）は，(1) Ｎさんの活動について，(2) シンポ 
ジストが身近に感じる出来事，(3) 問いに対する登壇者の意見，である。  
授業の最後に，「自分がこれからどのように過ごしていくか」の提言を書き，シンポジウムを通し
ての自分の意見の変容を意識させる。  
３時限目は道徳で，「身に付けよう！江戸しぐさ（越川玲子著）」を題材に使う。「江戸しぐさは
心のマナー」は，一般には＜内容項目４－（９）「伝統の継承と文化の創造」＞として取り扱われ
ることが多い。しかし，本授業では，＜４－（２）「公徳心」＞として扱われる。江戸しぐさの「折
合い」の概念は，絆を大切にする日本の文化を代表するものとして，特別活動でも実践的指導に
使用されている。  
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「まなざし」指向と中学校道徳 
 
本授業では，「導入１」において，マナーに関するロールプレイング（Ice Breaking）を数名に行
い，めあての確認をすることで，本時の学習に見通しを持たせる。「導入２」において，マナーに「イ
ラッ」としたことを挙げさせ，日常生活と題材の関連を図ることで題材の意義を実感させる。展開
部では，テキストの通読を，視点別にマーカーを引かせながら読むことで，内容を深く読ませる。 
「展開１」において，「眠ったままになっているのが『江戸しぐさ』です」という筆者の主張は読
み手に何を訴えたかったかを考えさせる。「展開２」では，「展開１」で考えたことを，グループ討
議，全体討議の順に交流させ，討論会を行う。  
展望（終末）部では，健康に生きる社会を作るため，いかに過ごしていくか，生徒間の共有化と教
師による実行に向けての励みづけを行う。  
特に道徳授業の展開部や展望部において，本音を引き出すためのグループ討議や全体討議，交流，
共有化などが意識的に取り組まれている。中学生の心理特性として，誰からも見られているという
「まなざし」意識が強いことが挙げられる。中学生たちは今，道徳の授業を通して，心の飢えを訴
えている。心が渇いている。心の手当てとしての道徳授業に取り組んで頂きたい。  
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      (2) 保健学習と道徳との協働授業 
(１) ヘルスプロモーションと自己肯定感             
生徒が心の健康に関わる課題を解決するため，学校保健（保健室経営）において，課題の解決を 
図っていくための方針や計画・手立てを策定し，教職員や保護者と連携しながら，生徒の自 
律を助長する学校保健活動を展開していく 
必要があると考える。附属中における学校保 
健の基本的な考えは世界保健機関（WHO）の 
ヘルスプロモーションの考え方によるもの 
である。            
         附属中における学校保健のベース「ヘルス 
     プロモーション」と QOL の向上については，
WHO では，学校教育と学校保健を２本柱と 
した学力形成と健康づくりを融合させる考 
えを積極的に示し，そのためのカリキュラム 
編成や人・組織づくりの強化等の重要性を唱 
え，学校保健のより充実とパワーアップを求  
めている。すなわち「Quality of Life        ［図 4-28］ヘルスプロモーションの考え方 
(生活の質）」の向上を図ることを目的とする。直訳すると「ヘルス（=健康）をプロモート 
（=推進・演出）する」になり，一人一人の自らの行動(自立)のことで，図式化すると図 4-28 
のようになる。保健学習の QO L の向上は，自己肯定感の向上が根幹を成す。そこで，目標 
が同じ道徳とを統合することでより価値が高まるであろうと考え試案した。  
       ［自己肯定感］ 
       子どもに何故自己肯定感が必要かは以下の表で理解できる。 
           資料 4-12  「日本の子どもの自尊感情はなぜ低いのか児童精神科医の現場報告」古庄純一,p.21 
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(3) 「学んだことをどれだけ記憶にとどめられるか―体験した時を超えるものは何―」 
 図 4-29 は(効果 10 倍の学びの技法 
：PHP 新書)のグラフである。 
聞いた時，見た時，聞いて見た時 
聞いて話した時，体験した時，よ 
り何より教えた時が 90%の結果も 
データ的に出ている。生徒主体で 
の授業デザインの意義があると言 
える。またこの試みは有効である。 
図 4-29 学んだことをどれだけ記憶にとどめられるか―体験した時を超えるものは何―」 
(4) 教師の授業づくりと人間関係の深まり   
  保健学習と道徳の授業づくりを図 4-27 のように構成した。  
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-30「教科間での内容を繋ぐ関連図」久留米市立城島小学校森永謙二校長作成 一部加筆 筆者 2013  
   
この場合の道徳は，学級担任が実施する。カリキュラムは，①道徳→保健学習・②保健 
学習→道徳・③保健学習(道徳)など流動的に組み替えられるようにした。 
       これらの場合，道徳の価値項目と保健学習の中学１年の「心身の機能の発達と心の健康」 
の１０項目(・発育発達・呼吸器循環器の機能の発達・性機能の成熟・自分らしさ・人との 
かかわり・社会性の発達・情意機能の発達・欲求とストレスのメカニズム・欲求とストレ 
スの対処法・病気とその予防)とを合わせ授業の組み合わせを行う。この場合，道徳をメタ 
認知的に扱うことも視野に入れた。図 4-22 は小学校の授業では，「子どもの健康知識への好奇心
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を高め(T1)，中学校での学習に見通しを持たせる(T2)」，中学校の授業では，「子どもの小学校で
獲得した健康知識を生かせるという自己効力感を持たせ(T1)，中学校の新しい保健学習に挑戦す
る気持ちを高める(T2)」を目指すもので，小・中養護教諭で行う TT 授業を実施することで，保
健学習目標の達成に効果があると同時に，学校段階の「接続をなめらかに」できると考えた。「子
どもの健康知識への好奇心を高め，中学校での学習に見通しを持たせる」とは，子どもに新しい
事項が解りたいという意欲を持たせ，次のステップである中学校での学習に関心を持たせること
である。また，「子どもの小学校で獲得した健康知識を生かせるという自己肯定感を持たせ，中
学校の新しい保健学習に挑戦する気持ちを高める」とは，子どもに小学校で学習した健康知識を
活用すればできそうだという安心感が生まれ，次の課題への期待ややってみようとする力が高め
られた。図 4-22 は，小中をつなぎ自己肯定感をもたせるための手立てに有効であった。図 4-30
は，授業づくりと人間関係の深まりを保健学習と道徳で繋ぎ内容の手立てを記載した。協働とは，
教科の内容を繋ぐものとし共同(協同)は，人やものを繋ぐことを意味することとした。人やもの
とは，ペア・班(実践事例校は４人編制)・集団(学級・学年・全校)である。ものとしては，「対話」
や「話し合い」を意味する。そして，自己肯定感の向上が育まれた。 
  
 
 
《 注 》 
(1) 藤田和也(2002)『養護教諭の教育実践の地平』,pp73,80,p88。 
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Research Question③－２「教育学的知見」における実践事例 
組織活動(生徒会：健康づくり部)の SL 理論を活用した実践 
             ［ 教育学的知見の構造 ］ 
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1  研究の目的(理論研究) 
２ 仮説 
  組織活動(生徒会：健康づくり部)における SL 理論および生徒主体による自治活動の
教育効果の期待による実践・実証 SL の理論のもと，生徒会の生徒主体の自治活動を通
して，「保健だより(モニカ通信)」，「出前授業」，「ピア活動」，などを通して生徒自身
の「学び合い」をリフレクションの結果から考察する。 
  (1)  研究の目的 
   ①  SL 理論の概念規定１(倉本,2008) 
    SL カリキュラムを全米レベルで促進する教育的動向が，特に 1980 年代後半に高
まり，社会構造の多様化・都市化などによって伝統的コミュニティー観が危機に瀕
している現代社会において，それを改善する手段としての教育観があったことを意
味している。この文脈を踏まえながらも，他にも SL の定義は以下のように挙げる
ことができる。 
「1．学校とコミュニティーとを体系的にコーディネートすることにより，実際的な
コミュニティーのニーズに対応するサービス活動に積極的参加をし，生徒が学びな
がら成長するものである。 
2． 生徒は，コミュニティーにおける実生活場面で，既習の知識とスキルを活用す
る機会を得ることができるものである。 
     3． SL は，教室の壁を越えてコミュニティーまで学習活動が広がり，他者を思い
やる感覚を育むことができる学校改善へと繋がるものである。」 
その定義は端的に以下のように整理している。児童・生徒が生きること（living）
と学習（learning）との間の連関をつかむ学習過程（process）において，成人にな
るとはどういうことなのか，自由で礼節をわきまえた市民として生きていくことはど
ういうことなのか，また，真に慈悲深く，他者への思いやりのある生き方をするとい
うことはどういうことなのかを理解する学習方法ないしはその過程である。この概念
規定で重要な観点は，「学習」と現実の「生活」との「統合性」の把握にある。わり，
SL は以下の要素を含まなければならないとする。 
② 明確な学習目標 
   「SL の実践と概念は学校外での学習活動を含むが，それでもカリキュラム上の
意図的な学習目標は明確にしておく必要がある。」 
③ 純粋なコミュニティーのニーズとの合致 
    「SL がコミュニティーのニーズに合致することで，既習の事項が実践活動の中
で活用され，学習者がこれまでの学習に学ぶ意味を感得することができることが重
要である。」 
④ システム的なリフレクション 
     「最も重要な SL の構成要素には，リフレクションの実施がある。サービス活動の
概括をする以上に，学習目標とコミュニティーのニーズを体験活動によって統合を
図り，サービスと学習を強固にするばかりでなく，教師と生徒の変革的能力を育成
することにも繋がっていく。」 
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      これらのことをより具体的にする意味で，サービス活動（体験的奉仕活動）が単
なるイベント活動に終始しないために，カリキュラムの内容方法上の統合性が重要
である。そこで，まず，その「統合性」の視点から「全米青年リ一ダーシップ評議
会」(NYLC)に依れば，SL には市民性育成の観点に加えて以下の 10 項目にわたる
教育目標もあるとする。 
 
1． 生徒の問題解決能力を伸長・育成する。 
2． 生徒の’協調性を育成（特に学級集団など）する。 
3． 生徒が社会的責任を感得（学習）する。 
4． 生徒がテクノロジースキルを習得する。 
5． 生徒がライティングやコミュニケーションスキルを習得する。 
6． 生徒がセルフエスティームを強める。 
7． 生徒が各教科で学習した内容・スキルの応用力を習得する。 
8． 生徒が学習動機を高め，学習態度を改善する。 
9． 生徒が意志決定／批判的思考力 1 正当な判断力・自己の気持ちを表現するなど
のスキルを学習する。 
10． 生徒がコミュニティーにおいて貢献することができる。（人生観と重ねる） 
       「SL は，生徒たちが主体的に参加するサービス経験を統合化し，その学習経験
を発展させていく教育方法である。その経験はコミュニティーの必要性に適合す
るものであり，学校とコミュニティーを関連させ，生徒たちの体験を学的カリキ
ュラムのなかに統合化していくものでもある。SL は，生徒たちが学校での学習
経験を活用しながらコミュニティーに貢献するサービス体験を通して，主体的な
学習経験をすることであり，コミュニティーの一員としての自覚と責任も学ぶも
のである。」と定義して論考を進めていくことにする。 
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(2)  生徒会(健康づくり部)の実践事例「出前授業―歯みがき講習―」 
Ⅰ．研究の目的 
  研究の目的は，佐賀大学文化教育学部４附属学校・園（附属幼稚園，附属小学校，
附属中学校，附属特別支援学校）の園児・児童・生徒間の交流プログラムを作成し，
幼児期から青年前期への連続した歯科保健活動の推進と実践を通して年齢の違う集団
や障害のある子ども達との相互の学び合いが実現出来たか否かを検討し，その有効性
を明らかにすることである。 
 
Ⅱ．研究の方法 
本研究では，先の 2 年間の研究 5)同様に園児・児童・生徒間の交流プログラムモデ
ルを作成し，小グループでの歯みがき指導・学習活動を 3 年間にわたり実施した（図
4-1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-31 交流プログラムモデル 大家作成 2009 
具体的には，まずパイロットスタディとして，平成 18 年度に養護教諭が主導して，
実践 1（附属中学校 3 年生 3 名による附属小学校 5 年 3 組児童 38 名へのピアエジュ
ケーション），実践 2（附属中学校 3 年生 3 名と附属養護学校中学部 3 年生 2 名との
歯みがき交流）を行った。そして，翌平成 19 年度から，受け入れ校・園の担任を巻
き込んで，実践 3～実践 5 を行った 2。 
そして，本研究の平成 20 年度は，実践 3 については附属中学校１年生６名による
附属小学校 6 年 1～3 組児童 116 名へのピアエジュケーションを行った。実践 4 につ
いては附属中学校 3 年生 3 名と附属特別支援学校中学部 2 年生 2 名との歯みがき交流
を行った。実践 5 については附属小学校 6 年 1 組児童 38 名と附属幼稚園年長児 30 名
との歯みがき交流を実施した 3。 
実践に当たっては，4 附属学校・園の養護教諭で指導案・ワークシートなどを作り，
双方の学校・園で事前指導を行うと共に，受け入れ校・園の担任と打ち合わせを行っ
た。実践の核になった附属中学校では，健康づくり部の活動として，6 月に学校歯科
校医などから「歯みがき講習」について指導を受け，各学級で「歯みがき講習」を実
施し，8 月に健康づくり部 3 年生三役（部長・副部長書記）で交流実践案を検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
附属中学校健康づくり部 
各学級にて歯磨き講習 
学校歯科
医 
実践２(H18) 
実践４(H19) 
附属特別支援学校中学部２年
生 
実践１(H18) 
実践３(H19) 
附属小学校５・６年生 
実践５(H19) 
附属幼稚園年長児 
佐賀大学４附属学校・園養護教諭研究会 
 163 
 
実践の評価については，附属小学校では小学 6 年生全員に，附属中学校との交流の
前後に歯みがきに対する意識の変容につきアンケートを，附属幼稚園との交流の前後
に Rosenberg の Self-Esteem Scale の日本語版 4 を用いて自己肯定感についてアンケ
ートを実施した。また，附属中学校では対象者に，附属小学校及び附属特別支援学校
との交流後にアンケート（自由記述）を実施した。附属特別支援学校及び附属幼稚園
では保護者にアンケートを実施した。さらに，到達度の評価として，佐々木の並行説
学力モデル 5 の情意形成過程の段階（図 4-38）を用いた。なお，データの分析には SPSS 
Ver11.0 を使用し，カイ二乗検定を行った（有意水準 5％未満）。 
Ⅲ 実 践 
   １．附属中学校と附属小学校の交流（実践 3）            資料 4-13 中学生の説明 
平成 20 年 11 月，附属中学校 1 年生健康づくり部 6 名は，   
昨年度と同じく附属小学校 6 年 1～3 組 116 名に「歯の健康」    
について 40 分ピアエジュケーションを行った。導入に「○ 
×クイズ」を取り入れ，展開でチョコレートクッキーを使用 
して歯の汚れを視覚的に確認し，その後の歯みがきのグルー 
プ活動では個々にアドバイスをしていた。最後に，アンケー 
トと再度○×クイズを行い，まとめをした（資料 4-13）。  資料 4-14 中学生との顔合わせ 
２．附属中学校と附属特別支援学校との交流（実践 2）         
     附属中学校3年生3名と特別支援学校中学部2年生2名（男    
女各 1 名：2 人とも発達障害）と「歯みがき交流」を 30 分 
行った。  
昨年度同様に中学部の収穫祭に招待し，事前に顔合わせを    
した(資料 4-14)後に，特別支援学校の養護教諭が「発達障害」  
について ミニ講義をした。また，特別支援学校中学部の生徒， 資料 4-15 歯磨き交流 
へは交流の流れをスケジュールで確認（予告）をした。 
そして 11 月，附属中学校 3 年生 3 名と特別支援学校中学部 2    
年生男子 2 名と「歯みがき交流」を 30 分行った（資料 4-15）。 
３．附属小学校と附属幼稚園の「歯みがき」交流教育（実践 5） 
附属中学校 1 年生から指導を受けた附属小学校 6 年 1 組の
うち 11 名の歯みがき交流実行委員の児童は，平成 21 年 2 月
に附属幼稚園を訪問して，幼稚園の養護教諭や年長児にインタビューし，17 日の「歯
みがき交流」に向け，劇やクイズなどを準備した。17 日当日は，附属小学校 6 年 1
組 38 名と年長児 30 名は，まず一緒に遊び，弁当を食べた後に「歯みがき交流」を
70 分行った。 
Ⅳ 結 果１ 附属小学校と附属中学校の実践（実践 3：ピアエジュケーション）結果  
(1)  平成１８年度の実践(実践１)結果 
指導を受けた附属小学校児童の実践後のアンケート結果は，担任の異動で集約が
できなかったが附属中学校生徒に対する実践後のアンケート(自由記述)結果を示
した。 
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(2)  平成１９年度の実践(実践３)結果 
附属小学校６年生アンケート結果 
     附属小学校６年生 110名に，実践前(１週間前)および実践後(１週間後)のアン
ケート調査を行った(有効回答率 96%) 
① 歯みがき行動の変化→検定結果（有意差の有無） 
変化が見られたのは，「１日の歯みがき回数」「１日１回５分以上ブラッシング」
「歯みがき時の注意点」の３項目である。１日の歯磨き回数は，「朝昼夕１日３回」が   
12.7%増加し(図 4-32 参照)，１日１回５分以上のブラッシングは，「時々実施」が 16.4%
増加した(図 4-33 参照)。また，歯みがき時の注意点の記入は，20.9%増加した(図 4-34
参照)。 
② 中学生の歯みがき指導についての評価  
 ３件法による調査で，「良かった」が全体で 88.3%と，指導に対する評価は高
かった。特に「歯みがき」については全員が理解でき，「新しい知識(磨く順序・
磨き方・歯周病など)を得た」が 50%以上であった。 
図 4-32  １日の歯みがき回数 
図 4-33 １日１回５分以上ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ 
 
《附属中学校生徒のアンケート》 
・私は初めて附属小学校に行きました。受け入れてもらえるかとても不安でしたが，実
際行ってみるとそんな不安がいつの間にか消えていました。とても指導しやすいクラス
だったと思います。 
・みんな私たちの指導を受け入れてくれたのでとても嬉しかったです。講習会は思って
いたよりもスムーズに進みましたが「部長に頼りすぎ，なかなか小学生に声をかけられ
なかった」など反省点もあり，次の講習会に活かせればいいなと思いました。小学生と
の交流はとてもいい思い出になりました。 
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図 4-34 ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞの注意点記入 
(2) 附属中学校生徒アンケート結果 
実践後に行った附属中学校生徒に対するアンケート(自由記述)の結果を，以下に
示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．附属中学校と附属養護学校(特別支援学校)の「歯みがき交流」（実践４）結果 
    (1) 附属特別支援学校中学部生徒の様子 
事前に顔合わせをし，交流の流れをスケジュールで確認（予告）していたので，
特別支援学校中学部の生徒達は昨年度同様に歯みがき交流をスムーズに受け入れ，
楽しく歯みがき交流ができた。保護者のアンケートには，「附属中学校の生徒さん
との交流を楽しみにしていました。交流の写真を見ながら教わったことを楽しそ
うに話してくれました。就寝前には鏡を見ながら丁寧に歯みがきをする場面が見
られました。」との記載が見られた。 
(2)  附属中学校の生徒の様子 
昨年同様に相手との距離感を確かめながら丁寧に対応してくれ，楽しく交流が
できた。 
実践後に附属中学校の生徒にアンケート（自由記述）を実施したが，前年同様に，
事前指導を受けて個々に交流をする中で，障害のある人への理解がさらに深まっ
たようだ。 
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《附属中学校生徒のアンケート結果（自由記述）》 
①『アドリブの必要性』 
小学生の質問にその場で答えるためには，幅広いあらゆる知識の習得の必要性を感じた。 
②『計画の重要性』 
計画を深く追求したりスムーズに行うためには，分単位や時によっては秒単位の計画を立てていな
ければならない。また，質問の時間や説明の時間，実際の活動の時間などを具体的にはっきりと小学
生に理解してもらうことの難しさが解った。 
③『用語の内容を簡単に言い換える』 
 中学生には理解できる用語もかみ砕いて簡単な言葉と内容にしなければ，小学生に理解してもらえ
ないし伝達することができない。 
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《6 年 1 組児童のアンケート（自由記述）結果》  
・自分が知らなかった事も，ネットや本でしらべて分かったので，自分のためにもなってよかった
と思います。 
・どうしたら興味をもって長時間あきずに聞くことができるか考える機会になり，教えることのむ
ずかしさを知れてよかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．附属小学校と附属幼稚園の「歯みがき交流（実践 5）」結果 
(1) 附属小学校の児童の様子 
6年 1組の児童 39名は総合的な学習で調べた内容を幼稚園児にどう示せばよい
か，準備段階では試行錯誤する場面も見られた。交流後のアンケート結果より，
「教えることは自分の勉強になる」が 78.9％で，「また教えてみたい」が 52.9％
であった。実践後に附属小学校児童に対するアンケート(自由記述)結果を，以下
に示した。 
（2)   附属幼稚園の年長児の様子   
パぺットや紙芝居を使ったステージ発表で，年長児は楽しく「歯の健康」につ
いて学んだ後，６年生にマンツーマンで磨き残しを磨いてもらうなど，楽しそう
に活動していた。交流の様子は写真入りのプリントで保護者に報告し，使った資
料は園内に掲示した。また，交流の事前(2 週間後)および事後(翌日)に家庭で保護
者が園児に聞き取り調査をした結果(有効回答率 88%)，全員が「歯みがき交流は
よかった（楽しかった）」と回答し，交流後に歯ブラシを気にするようになり，進
んで歯みがきをするようになった。「１日の歯みがき回数」は，「朝昼夕３回」は
6.6％減少したが，「朝夕 2 回」は 9.9%増加した(図 4-35 参照)。「１日１回５分以
上歯みがきをする(｢時々実施」を含む)」は 15.8%増加し(図 4-36 参照)，「歯みが
き時に鏡でチェックする（「時々する」を含む）」が 13.4%増加した(図 4-37 参照)。
また，フロスや糸ようじの使用，丁寧な仕上げ磨きを心がける保護者が見られる
ようになった。保護者のアンケート結果を，以下に示した。 
                              
図 4-35 １日の歯みがき回数 
《附属中学校生徒のアンケート（自由記述）結果》 
・この講習会で私は，初めてハンデｲキャップを持つ中学生とふれ合いました。初めての体験で，当
日の直前まで不安ばかりでしたが，実際に会ってみると２人とも明るくこちらも楽しく行うことが
できました。 
・私が一緒に歯みがきをした中学生は，ダウン症の中学３年生でした。言葉がスムーズではなく会
話は成り立ちませんでした。でも，時折見せてくれる笑顔で，私の緊張はほぐれていきました。 
・歯みがき指導は十分できたとは言えませんが，歯みがき以上の大切なことをいろいろ感じ取るこ
とができたし考える機会になりました。コミュニケーションの大切さやハンデｲキャップを持つ人を
支える人の温かさなど今まで知らなかったことを知りました。いろいろと私達をサポートしてくだ
さった養護学校の先生のお話を聞いて，こういう仕事についての新たな興味もわいてきました。今
回のサポート講習会(講義や交流の流れの事前打ち合わせ)は，私にとって新しい視点をもつ良い機会
となりとても有意義な時間を過ごすことができました。 
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図 4-36 １日１回５分以上ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ 
 
 
 
 
 
 
 
                  図 4-37 歯みがき時の鏡のチェック 
 
 
 
 
Ⅴ 小 結 
    実践の評価は，アンケート結果や指導中の様子の観察，佐々木の並行説学力モデル
5 の情意形成過程の段階（図 4-38 参照）を用いた。 
１．附属中学校と附属小学校での学び合い  
(1) 附属小学校児童の学び 
実践３後の小学６年生 110 名のアンケートの結果，交流後に「歯みがき回数」
が増加（P＜0.05），「１日５分以上ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞをする」が増加（P＜0.05），「歯みが
き時の注意点記入」が増加した（P＜0.05），図 4-38にあてはめてみると，小学生
は年齢が近い中学生との交流に新鮮さを感じ，興味と関心を持ち，「意欲形成（受
け入れ→関心・興味）」ができ中学生の歯みがき指導によって新しい知識の習得「習
慣形成（意欲→価値付け）」がなされたことが伺える。 
 
(2)  附属中学校生徒の学び 
中学校では，事前に小学校で使用する教材の準備に時間をかけ，試行錯誤をす
る中で精巧度が上がっていった。平成 18 年度は，小学 6 年生の 1 学級に,中学 3
年生が 3 名入り指導を行い，平成 19 年度は，小学 6 年生の 3 学級に中学 3 年生
が 2 名ずつ入り，指導を行った。図 4-38 に当てはめてみると，健康づくり部を
希望した段階で「意欲形成（受け入れ→関心・興味）」はあり，実践を通して人に
教える喜びを感じ，準備をしていたものをさらに積極的にアレンジして作成し直
すなど追求心が観察され，「習慣形成（意欲→価値付け）」から「主体性の形成（価
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《保育参加で交流を見た保護者のアンケート結果》 
小学生のお兄さんお姉さんがとても優しくみがき残しを一生懸命に磨い
てくれていた姿がほほえましく，よい交流を行っているなあと感じまし
た。 
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値付け→個性化）」へと発展していったことが伺える。また，実践終了後には，「楽
しかった，また次も来たい」などと感想を述べており，「主体性の形成（価値の組
織化→個性化）」へとつながる意識が認められた。小学生のアンケート結果でも，
歯みがき指導が好評であったこともあり，中学生は自分達が行った歯みがき指導
が有意義だったことを感じ，自己肯定感が高まったと考えられる。 
 
 
                                                                            
図 4-38 「佐々木の並行説学力モデル」  
 出典：西岡加名恵 6(2003)『ポートフォリオ評価法』図書文化,26,pp. 104－109。 
 
２．附属中学校と附属特別支援学校との学び合い 
   (1) 附属特別支援学校生徒の学び 
実践２では，事前に顔合わせをして動機付けを行い歯みがき交流を行った結果，
附属養護学校(特別支援学校)の生徒たちは歯みがき交流をスムーズに受け入れ，
説明にも興味関心を持ち，楽しく交流をすることができた。図 4-38 に当てはめ
てみると，特別支援学校の生徒は附属中学校の生徒との交流を受け入れ，「意欲形
成（受け入れ→関心・興味）」ができた。実践４では，実践２と同様に事前に顔見
せをした後に，自閉症の生徒へは交流の流れ(スケジュール)を事前に示し，歯み
がき交流を行った。図 4-38 にあてはめてみると，前年度の交流の様子を写真で
見て興味を示し，「意欲形成（受け入れ→関心・興味）」ができ，交流の目的を確
 169 
 
認する中で「習慣形成（意欲→価値付け）」に近づいたことが伺える。 
(2)  附属中学校生徒の学び 
    附属中学校の生徒達は，同じ年齢の障害のある生徒達と身近に交流するのは初め
てで，とまどいも多かったようであったが，直前に附属特別支援学校の養護教諭か
ら生徒理解のためのミニ講義を受け交流を行った結果，実践２では，迷いながらも
一所懸命伝えようとする意欲が見られた。図 4-38 にあてはめてみると，もともと
あった「意欲形成（受け入れ→関心・興味）」に，人に教える喜び「習慣形成（意欲
→価値付け）」が生まれることで自己効力感が高まり，さらに障害のある人やそれを
支える教師という職業にまで興味関心を持つ「主体性の形成（価値の組織化→個性
化）」がなされたことが伺える。実践４では，自閉症の生徒との交流をセッテｲング
し，事前の予告説明や障害に対する理解についてのミニ講義を受け交流を行ったが，
自分たちの活動が受け入れられる喜びや自分たちの活動への価値を確認し，「習慣形
成（意欲→価値付け）」が生まれることが伺える。また，障害がある対象への興味関
心が理解へと広がり，両校の生徒双方に学び合いが見られたと考えられる。 
 
３．附属小学校と附属幼稚園との学びあい  
(1)  附属小学校児童の学び  
6 年生は年長児に歯みがきを教えるという「動機付け」を受け，調べたことを
年長児に教えるために絵で示したり，クイズを用意したり工夫していった。図
4-38 にあてはめてみると，事前の準備で「意欲形成（受け入れ→関心→興味）」
から「習慣形成（意欲→価値づけ）」に進み，歯みがき交流では年長児に一生懸
命伝えようとする努力が見られた。6 年生は自分達の活動が受け入れられる喜び
を感じ，自分達の活動への価値付けを確認し，自己効力感の高まりがみられた。
さらに，交流後に「中学生みたいに，もっと上手に教えられたらいいな」と，教
えることの難しさを感じながらも，年長児に合わせた対応をする中で「主体性の
形成（価値の組織化→個性化）」がなされていったと推測される。 
   (2)  附属幼稚園年長児の学び 
年長児は小学６年生の劇を見たり，クイズに答えたり，楽しく活動でき，交
流後は大木の園児が自宅で自発的に歯みがきをするようになったり，歯みがき
の時に鏡を見るようになった。図 4-38 にあてはめてみると，「意欲形成（受け
入れ→関心・興味）」が生まれ，「習慣形成（意欲→価値づけ）」に近づいたと考
えられる。園児の歯みがきに関しては，保護者の関心が大きく関与するので，
交流を契機に保護者と連携して繰り返し指導を行う必要性がある。 
 
４．実践の全体的評価と今後の課題 
  佐賀大学 4 附属学校・園の養護教諭は，平成 18 年度から 2 年間，佐賀大学の栗原
教授及び堤非常勤講師（九州龍谷短期大学准教授）をスーパーバイザーに迎え，共
通のテーマである「学校歯科保健活動の推進」に向けて共同研究を行った。今回は，
「ピアサポートの考え方を取り入れた交流」という新たな視点で４附属学校・園間
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で実践を行い，園児・児童・生徒の学び合いを探ってきた。 
交流の中で，児童生徒達は相手を理解しようと務め，自ら考え，交流の内容や方
法を探り，工夫を重ね実践を行った。実践の中で自分たちの活動が相手に伝わる喜
びを感じ，自己肯定(効力)感が高まっていった。また，アンケート結果からは，知
識や意識の向上や習慣化が図られ，実践力を養うことができたことが伺える。さら
に，個々の実践では，小学生に教えることで中学生に，幼稚園児と交流することで
小学生に，情意形成過程において「主体性の形成」が図られたと考えられる。そし
て，中学生と特別支援学校の生徒との交流の中では，障害について学び合い，共生
の在り方についても学びを深めてくれた。このように，筆者らの想像以上に子ども
達の学び合いは成果を収めた。 
４附属学校・園の養護教諭は，児童生徒達の学びがスムーズに進むよう支援して
きたが，勤務校とは異なる集団の子ども達に接し支援を進める中で，養護教諭自身
もたくさんの学びを経験し，相互の連携も深めた。また，今回の実践は，４附属学
校・園間の共同研究のスタイルを学ぶ機会となった。今後は，認識過程の評価７と，
教える側となった児童生徒の自己肯定感の変化を追跡する研究を加えて，さらに実
践を継続していきたいと思う。 
 
（３） 考 察 
① 統合的(Integrated)カリキュラムを保健学習に導入し，保健と道徳の協働授業  
     デザイン(協働学習と生徒主体の学習)は,中学生の時期の「背伸び指向」・「I(主
我)指向」・「まなざし指向」の観点と,授業者がクラスメイトで本音を語ることが
でき,授業者とフォロアーの心根の理解と信頼関係が成立しており QOLの向上と自
己肯定感の向上における教育効果が明らかになった。 
    ② 生徒主体の組織活動に SL 理論および生徒主体による自治活動を導入した。 
   生徒会（健康づくり部）は,自治活動の主たる目的である企画力や運営力の習得が
できた。SL 理論は,活動後のリフレクションが有効であり,生徒達の学び合いに最
適な理論であった。これらの活動は,達成感と満足感が両在し,QOL の向上と自己肯
定感の向上における教育効果が明らかになった。 
③ 保健と道徳の協働授業は１回の実践である回を重ねる必要がある。 
      生徒会の活動は,教師が支援環境を整え,継続する必要がある。 
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終 章 
 
本研究の成果と今後の課題 
本研究の目的は,主として次の２点にある。 
第１に「カリキュラムマネジメント論」上で,「学校保健活動のカリキュラムマネジメン
ト」を捉え直し,学校経営の改善,言うなれば,組織的に経営する視点がカリキュラムの効果
性を高める上で,相乗的に教育的効果を生むということを主張することにある。    
第２に,学校改善に向けた養護教諭のリーダーシップと同じ要素の一つである「コーデｲ
ネーター力」の医学的知見,心理学的知見,教育学的知見の３視点に焦点をあてて,カリキュ
ラム開発とその保健室カリキュラムマネジメントに関する価値観の伝達を,学校カリキュ
ラムマネジメント脈へと捉え,その新たな枠組みが学校改善に繋がることを提起し,その妥
当性を実践的・実証的に検討することにある。 
具体的には,保健室をカリキュラムマネジメントする養護教諭が,勤務する学校の改善に
「変革的コーデｲネーター力」を発揮すれば,効果をあげることができることを,教育学的・
医学的・心理学的視点からアプローチすることにより,学校カリキュラムマネジメントのあ
り方を考察することである。 
 本研究の方法上の特色としては, 
 A）保健室カリキュラムマネジメントを研究対象として把握し,養護教諭の経営機能に特
化し,その資質論を分析視点として設定し,その断面を理論的・実証的に論じること。 
B) フィールドワーク(観察,インタビューも含む)によって得た資料を,本研究の実証分
析資料の一部に位置づけたこと。  
 C) 数量的なデータや典型的な実践事例研究において理論を実証し,かつ「実証からモデ
ル化」を試みたことにある。 
本研究の主たる成果は,次の２点にある 
１ 成 果  
(1) コーデｲネーター力 
第１に,学校保健活動における学校カリキュラムマネジメントと保健室カリキュラ
ムマネジメントの関係性において PDCA サイクルの経営と CAPD サイクルのモデル化を
構築し提起したことである。   
保健室を経営するにあたり,保健室の機能は,中教審答申に示されるように,学校保
健活動のセンター的機能として統括することができる。「場」としての機能として整
理すると,学校保健安全法第 7 条（保健室）に示される「健康診断」,「健康相談」,
「保健指導」,「救急処置」に加え,「発育測定」,「保健情報センター」,「保健組織
活動センター」などの機能（役割）がある。この機能の中から,日常の保健室業務で最
優先しなければならない重要なことは,「生徒への救急処置」である。この場合の対応
では,CAPD サイクルの導入が最も必然性があり有効であることが明らかになった。 
根拠は,救急処置を必要として保健室に来室した生徒を例にとると,まずその原因と
なる背景を(Check)し(Act)しその生徒に対して,(Plan)を立て,(Do)実行するのである。
CAPD サイクルが実情に適している要因である。この CAPD サイクルの Check と Act の
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間には,養護教諭の「判断力」が必要であり,それを最短で 100%活かさなければならな
い点が保健室の果たすべき役割である。 
中長期の保健室業務においても問題解決型のサイクルで実践している。その際,(C)の
子どもの健康情報や子どもの健康度など昨年度の実践評価,(A)望ましい子どもの健康
像に対する処置および改善,(P)発生した課題のための計画と医学的知見・心理学的知
見・教育学的知見の具体的な細案,(D)問題解決への実践へと流れ,スパイラル的に流れ
て次へと繋がっていく。 
保健室のカリキュラムマネジメントが学校カリキュラムマネジメント脈へと繋がりな
がら学校全体の活動の改善の一端を担うことができ,動的な相乗関係が生まれるので
ある。 
このように,CAPD は,カリキュラムを「静的」なものではなく,「動的」なものと捉
える場合は,学級経営や事務室経営,学校経営など様々な場合が考えられる。保健室経
営のみならず,「動的」なカリキュ ラムを要する場合は如何なる場合でも,このサイク
ルが最も適している点で一般性に示唆できる。 
保健室の日常の業務などをカリキュラムマネジメントすることは最大の使命である
が,その保健室カリキュラムマネジメントの quality を挙げるためには,さらに養護教
諭の資質の向上を図る必要がある。    
養護教諭の資質向上の要因の一つに,保健室経営案を確実に作成し業務遂行する必
要があり,本研究では,「保健室経営案モデル」を作成した。この「経営案」は,特に 10
年経験者未満の養護教諭に対してのモデルとして示唆を与えることができるであろう。
なぜなら,この「経営案」の項目は佐賀県の養護教諭対象のアンケート調査を素に作成
したもので実情に即しており信頼性も高いものになった。 
保健室経営の項目に準じて業務を遂行する養護教諭の「コーデｲネーター力」も整理
することができた。新たな試みのための基本原理として問題を解決するために,生徒も教
師も保護者もそれぞれがそれぞれの立場で自律的に保健活動および保健教育を行うように,
互いを結びつけられるコーデｲネーター力を開発しつつ整理できた内容を提示すると次の４
点にまとめられる。 
①  生徒に自律を促すことのコーデｲネーター力  
生徒自身が安易に大人に頼るのではなく,自身の健康や保健について自律的に考える
ように促すこと。これには,保健室での個の対応では,アセスメントを十分にとり,生徒を１人
称としてあくまでも客観的に対応すること。その時に必要な要素は,生徒との信頼関係と養
護教諭自身にあるホスピタリテｲである。 
②  情報発信による保健活動のコーデｲネーター力  
風景構成法・Q-Uの活用を利用し,相談体制の充実を図る体制を開発したこと。 
これから自律的な保健活動が進められるように,生徒と教師と保護者の３者を結びつける
情報発信を積極的に行うこと,その内容と方法のあり方を開発したことにある。まず,生徒
から情報をアセスメントによって得ること。これには生徒自身が自分の言葉で表
現しない内省を可視化する有効な手段を風景構成法や Q-U で見つけることができ
たことである。これらは,生徒との信頼関係があっても真意が読めない思春期の生
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徒に対して,プライバシーを保ちつつ表出させる有効な手段であった。これは学級
担任や他の職員に言えなくても,より生徒に寄り添える養護教諭のコーデｲネータ
ー力といえる。 
③  授業開発による保健活動のコーデｲネート力  
自立的な保健活動を進めるために,生徒と教師と保護者を結びつける保健指導や保健
学習の授業はどうあるべきかを施策したこと。保健学習では,問題解決型で生徒主体によ
る保健学習の授業デザインを開発した。中学１年生の各学級４クラスでの授業の展開は従
来行なわれていた,養護教諭が保健指導をする際の保健室での個の対応と学年集会や
全校集会での大集団での対応にくらべ,生徒のリフレクションなどと保健室での日常の見
取りから「学級単位の中集団での指導」がより効果が挙がることが,明確になった。 
④  大学・地域との連携のコーデｲネート力  
自律的な保健活動が進められるように,生徒と教師と保護者を結びつける大学及び地
域との連携のあり方について確立できた。本研究では,主に生徒会(健康づくり部)の生徒
主体の自治活動について関わった。生徒の自治活動を円滑に進めさせるためには,学校
内ばかりではなく,地域や関係諸機関の学校外との交渉において活動環境を整えること
は,多分に養護教諭のコーデｲネーター力が必要であった。この実践は組織活動がスムー
スに行えたことで実証できた。 
保健活動および保健教育において,それぞれの持つ課題を,生徒自身が,さらには生徒
と直接関わる保護者や教師が,自らの問題として自律的に取り組めばこそ,保健に関す
る知識も身につき,将来においてクオリテイの高い健康観のもと実践し改善を図るこ
とができるはずである。しかし,自律的に保健活動に取り組むことは,それほど容易な
ことではない。なぜなら,養護教諭をはじめとする保健に関わる者や専門機関の方々に
依存する方が楽だからである。そこで,学校においては,保健室は学校保健活動におい
てセンター的役割を担い,養護教諭は保健活動および保健教育を一手に引き受けるの
ではなく,コーデｲネーターとしての役割を果たすべきである。それは,健康や保健を視
点にして,生徒と教師と保護者を強く結びつけることである。そうすることによって,
共同して生徒を中心に誰もが自立的に保健活動および保健教育（自己教育）に取り組
み,その効果を高めることが期待できるからである。 
 
(2)  医学的・心理学的・教育学的知見からの実践・実証 
第２に養護教諭の医学的知見・心理学的知見・教育学的知見の３視点から,理論的・
実証的に論じ提起したことである。実践事例校における生徒の実態から,次の３つのこ
とを検証した。  
① Research Question 医学的知見から ICT(遠隔カメラ・「Eye-Tracker」)の利活用の検
証。 
・ ICT(遠隔カメラ)の利活用では,教室に入れない生徒 Aは,別室（自分一人）で教室の様
子を見ながら授業を受けられることは,安心して授業を受けることができ,精神的にも
安定していた。ノート型パソコン(主導機器)は自分で操作でき,自由度があり本人にと
って都合が良かった。「高機能カメラ」は教室内の声も聴くことができ,臨場感があっ
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た。時間外で,担当教師と man to man で授業を受けることは,彼らの難問の１つである
緊張せずに気軽に質問ができることも大きなメリットであった。さらにカメラ設置学
級の生徒たちにとっても緊張感があり授業の取り組み方が充実するなど教育的効果が
見られた。 
・ ICT(「Eye-Tracker」(非接触型の注視点測定システム) の利活用では,文章で「横書 
き」と「縦書き」では,生徒 A自身は,「横書き」への定点が多く,停滞時間も長く拘
りが強かった。ただし,「縦書き」は紙面上の上の部分のみをより注視する拘りが特徴
的であった。それは,図 4-7や図 4-9の「対象者(生徒 A)の「Eye-Tracker」の軌跡(heat 
map)」からも注視点(赤色)から停滞時間が長いことが解明できた。被対象者との比較
では,「横書き」の方が「縦書き」より拘りが強いことも解明できた。しかし,生徒 A
自身が「横書き」「縦書き」の,読みやすさや苦手さなど,生徒 A自身で「拘り」をもっ
ているのも解明された。今後の生徒 Aに対するワークシートなどは,「横書き」よりも
「縦書き」文書などで対応することの対処策が明確になった。 
生徒 A は,教室内の人との関わりの中で生活することを苦手とする。「まんが」の中
に出てくる「顔」と「文字」を比較し人への「拘り感」を測ることでは,「まんが」の
顔に対しても「拘り」があることが判った。それは,被対象者との比較からも言えた。
被対象者と比較すると,文章の「横書き」ほど「まんが」の差はなかったものの,生徒
Aは,「顔」への拘りでも顔全体を見るばかりではなく目の部分を中心に見ていること
も理解できた。教室でも友だちの目を気にして皆と同様の生活が送れないようである。
担任の学級経営における生徒 A への配慮の仕方が,具体的に明確になった。生徒 A が自
分の拘り感を客観的に理解し自覚できたこと。今後の対処策を見つけるきっかけがで
きたことは教育効果が大きかったと言えよう。 
② Research Question 心理学的知見の ICTの利活用・現実的脱感法によるの検証。 
・ ICT(「遠隔カメラ：教室のカメラと保健室のノート型パソコンを繋ぐ」)の利活用 
では,遠隔カメラは不登校傾向で学校には登校するが,学級に入れない生徒にとって
は,LIVE で別室に居ながら教室の様子がわかるし,授業も別室で受講できたこと,「あ
～あのように答えるのか。」,「私も K 君の意見と同じだあ～」など,本人達の意見や呟
き,感想などからも有効であった。 
学習支援の生徒に対しては,文字（国語・英語）や計算の処理能力が低下している生
徒にビジュアル化することで,対象生徒の学習補償の希望に限りなく添うように実施
した試案であった。示標児の生徒達も周りの様子は知りたいが,自分のことは干渉して
欲しくないなどのスタンスを取る生徒が多いなか,これからは学校社会も生徒達に対
してインクルーシブ的な対処をする必要がある。今後も,できる限り最前線の支援のあ
り方を探り,生徒にとってより良い環境で学校生活ができるようにと考える場合の示
唆となり得る。実践事例校で実施した「遠隔カメラ」は,「２ヶ所に設置したスカイプ
での交信」で,「Eye- Tracker(gaze plot)」は「専門機関で借用」し代用も可能である。
このように今回実践事例校で実施した ICT 利活用も,学校や生徒の個々のニーズに合
わせてアレンジ可能なことやさらに利便性を求めて思考することの突破口となり,今
後特別支援教育において幅広く活用させるための試案と言えるであろう。 
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・ 不登校 A子の事例も,現実的脱感作法とオペラント条件づけ法を適用した結果,指導
開始後,約５か月で好転的変容をもたらし学校復帰が可能となった。それは次の５
つが要因として考えられる。 
ⅰ  現実的脱感作法を適用する前に A子と学校職員(担任・養護教諭)の信頼関係がで
きたこと。 
・  A子と学校職員(担任・養護教諭)との関係を確立するために,専門医によるカウ
ンセリングを行い,専門機関と学校との連携を密にし,専門機関での両親に対す
るカウンセリングも現実的脱感作法の理解と協力につながった。 
ⅱ 継時近接法(プログラム)の作成及びその変さらに A子の意志を尊重したこと。 
・ プログラムに従って段階的に学校へ接近させたこの方法が A 子の不安,恐怖,緊
張を回避することなく,むしろ接近することによってそれを乗り越えることがで
きる自信とプログラムの進行によって,自分自身の行動の変化を客観的に理解す
る自己分析力を養う結果を伴なった。 
ⅲ プログラムの実行は間隔をおかずできる限り続けたこと。 
・  A 子が不登校をおこし親子関係も険悪となり時間の経過とともに親子が目標を
見失い,「すくみ」が生じてくる。このような時に継時近接法によるプログラムを
設定し実行することは,A 子も両親も目標をもつことができ,またこの目標が達成
されることにより親子関係も家庭の雰囲気も従前の増して良好なものとなった。 
ⅳ 全職員および全生徒の全面的協力が得られたこと。 
・  A子と担任・養護教諭との信頼関係や学校側の受け入れ態勢が十分に確立され,A
子を学校全体で保護し,全職員および全校生徒の共通理解と全面的協力を得たこと
で,A 子は学校復帰が可能になった。 
ⅴ オペラント条件づけ法を併用したこと。 
・  プログラムの実行に対する賞賛という社会的強化は,現実的脱感作法の進行はも 
ちろん対人関係も円滑にした。 
③  Research Question 教育学的知見の統合的(Integrated)カリキュラムを保健学習に
導入(協働学習と生徒主体の学習)し,QOL の向上と自己肯定感の向上における教育効
果と,生徒主体の組織活動に SL 理論および生徒主体による自治活動を導入し,主体的
な活動における教育的効果の検証。 
   これらの健康度(生きる力：生き抜く力)を上げる手立てとして,「心の理論」の概念
を鑑み「高める力」として,子どもの QOL の向上と自己肯定感(自尊感情)の向上を目指
し,子どものニーズに合った授業が求められる保健学習と道徳を協働的に仕組む授業
(含：教材開発)デザインを「統合的なカリキュラム」として考えた。そもそも,保健学
習は問題解決型の学習形体を取っており,１時間の構成は司会班と発表班での授業デ
ザインである。フィールドワークで調べた結果を発表するなど生徒のニーズにあって
おり,生徒主体の授業においては有効であった。保健学習と道徳の協働授業では,「生
徒理解と中学校道徳),(「背伸び」指向と中学校道徳),(「Ｉ（主我）」指向と中学校道
徳),(「まなざし」指向と中学校道徳)」から本音を引き出す中学校「道徳」授業の試
みと中学生の心理的発達段階からみての学校保健として有効性が明確になった。 
組織活動の生徒会(健康づくり部)の活動では,倉本が提唱したSL理論による定
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義を生徒会の健康づくり部の実践をとおして実証をした。SL論は,①明確な学習目
標,②純粋なコミュニティ・ニーズとの合致,③システム的なリフレクションであ
った。ここで言う学習目標は,起案書で充当することができた。コミュニテｲ・ニ
ーズに関しては,保健だより(モニカ通信)を佐賀市の関係諸機関に設置させて貰
い配布した。直接的ではなく間接的・ニーズが図られたと考えられる。理由は,配
布する際に,アンケートの欄を設け,直接的な意見を回収できたところにある。 
既習のスキルを活用し,「出前授業」を３回実施し,実践実施後に毎回リフレク
ションを実施した。次回への改策に繋がりスキルの習得は可能になっていった。 
「出前授業」の交流の中で,児童生徒達は相手を理解しようと務め,自ら考え,交流の
内容や方法を探り,工夫を重ね実践を行った。実践の中で自分たちの活動が相手に伝わ
る喜びを感じ,自己肯定(効力)感が高まっていった。また,アンケート結果からは,知識
や意識の向上や習慣化が図られ,実践力を養うことができた。さらに,個々の実践では,
小学生に教えることで中学生に,幼稚園児と交流することで小学生に,情意形成過程に
おいて「主体性の形成」が図られたと考えられる。そして,中学生と特別支援学校の生
徒との交流の中では,障害について学び合い,共生の在り方についても学びが深められ
た。このように,筆者らの想像以上に子ども達の学び合いは成果を収めた。 
また,生徒達の直接的な声では,リフレクションは,今後あらゆる企画に活用す
る必要があるし,今回の生徒会の活動をする上で多大なる効果の礎であることを
実感したようであった。またそれは,最上級生として下学年の部員を動かす上でチ
ームとして活動することにも必須であったと述べていた。さらに,倉本が定義した,
「生徒が学びながら成長する」ことの実証でもあった。SLは,教室の壁を越えてコ
ミュニティまで学習活動が広がり,他者を思いやる感覚を育むことができる学校
改善へと繋がるものである。学校内での取り組みは生徒のみでも十分に達成でき
ることであった。しかし,コミュニテｲ・ニーズに関しては,特にイベントの実施な
ど責任を負う場面では,中学生の立場では,社会制度(行政との交渉)的に難しかっ
たようである。 
それでも,各人,三役は名刺を作成し常に持参していた。これは,対大人との交渉
において有効であった。中学生から中学生へ,中学生から小学生へ,中学生から地域へ,
活動現場へ足を運び,サービスラーニングを実践した運営など、「学び合い」に効果的
だった。保健室をカリキュラムマネジメントする養護教諭が様々な場面でコーデｲネー
ター力を発揮し,積極的なアプローチとフォローをすれば,生徒の活動を通して学校改
善へと繋げられることが実証できた。 
２  課 題 
本研究の成果として記述したように２点にまとめたが,同時にいろいろな課題も明ら
かになった。 
(1)  教育経営学的側面 
教育課程経営（カリキュラムマネジメント）,保健室経営（カリキュラムマネジメン
ト）,学校文化論,養護教諭のコーデｲネーター的役割について,断面的にではあるが整
理し,その概略を把握することを試みた。教育経営学においては,「カリキュラムを誰
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が創りどう動かすのか」という理論やシステムの構築は,多くの研究が進展している。
それらが「如何なる教育効果を挙げるのか」という教育方法学をさらに踏み込んで研
究する必要がある。 
① Research Question①では,ア,別室での受講のためその場での質疑応答ができない。
イ,ノート型パソコンに音声認識(応答）機能がついていない。ウ,遠隔カメラによって,
教室の授業は live で参加することが出来るが,実験や実習の教科では,録画などを撮
ることに対して,時間や手間がかかる。エ,夏季休業中の実験（理科）・実習（家庭科・
技術・音楽・美術）などの学習補償で,理科の実験補充について教科担当は,原則,未実
習の実験は実際に行うが,再現不可能な実験結果は予めビデオに収めその実験過程を
生徒に再生して示す方法をとる。その際,ノート型パソコンでは見えにくい場合もある
ので,ＴＶのモニターやプロジェクターからスクリーンに変えて映す方法をとる。 
また,所画カメラを利用し,部分を拡大させるなど工夫を凝らしたビジュアルな映像
を生に提供している。家庭科（→他の生徒の作品映像など）・技術科（→録画）,音楽
科（→音響設備）,美術科（→作品の映像）理科と同様,アナログ的なテープレコーダ
ーから最近の ICT を利活用し,別室登校の生徒に対して教科の補充学習をしている。こ
れら,イとウについては,現段階における ICT 機器の機能面での限界であり,対応が困
難と考えられる。一方で,アの質疑応答については,教師の声掛けなどによって対応が
可能な領域であり,ICTに頼らず人的な面での A生徒への支援方法を改善する必要があ
ると考えられた。 
「Eye-Tracker(gaze plot)」の利活用については,ア,提示した文章は,初めて読む文書
であったが,文章のさらなる妥当性を考えると,種類とジャンルを増やして試行する
必要性がある。イ,「まんが」も生徒 A の好むスポーツを題材とした「まんが」であ
ったので,登場する人物は男子が多かった。顔への拘りを考えると女子の登場する「ま
んが」も必要であった。 
 
② Research Question②では,最近,不登校に対する資料や情報は大変多い。その受け止
め方も様々である。個々のケースも多様化している。当然それに対する対応も異なる。 
A 子の場合,行動療法という指導法で不登校の解消ができたが,この１つの事例で
成功した指導法が,次の事例にあてはまるとは限らない。初期対応,長期化への心構え,
専門機関との連携,学校体制づくりなど,その重要性はいうまでもない。そして,どの
生徒にも不登校は起こり得るものと理解し合い,全校あげて組織的に取り組む教師の
認識が必要である。学校として温かく見守っているという姿勢が家庭や本人に伝わる
ように,むしろ１人ひとりの生徒に目を配り,家庭,地域と連携した予防的な指導や早
期発見,早期指導に努めることが重要である。 
 
③ Research Question③では,保健学習と道徳の協働授業デザインでは,統合的カリキ
ュラムにおいて開発的な授業の試みではあったものの,本研究では一事例にしか過ぎ
ない。この実践が筆者の実践事例校の単校での試行であり,様々な学校環境の下で授業
を行っていないことである。 
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     組織活動(生徒会活動)においても,実践事例校の１年間の実践事例である。成案とい
っても,一部は長期にわたり実践結果が得られたものの,数か年にわたる実践ではない。
内容はまだまだ不十分である。今後も,継続的に実践事例校のみならず実験校を広げな
がら,少しでも子ども達が学ぶ意欲を実践でき,自治活動の機会を与える支援に改訂し
ていきたい。 
子どもの認識変容を測定する実践と評価問題まで実施できなかったことは,今後の大きな
課題である。 
 
(2) 改善提案 
[佐賀県への提案-補論に記載-] 
養護教諭の学校保健における経営機能に焦点化した,養護教諭制度の沿革と職務内
容,養護教諭の職務内容および実際,兼職発令について,中学校(含事例校の概要)(アン
ケート調査)など,養護教諭の経営機能に特化したカリキュラムマネジメントについて
教育方法学の側面から取り組むべき課題がある。 
ア 小学校・中学校・県立学校の養護教諭が受ける研修の体系化および研修の効果的
な在り方の構    
   築小学校・中学校・県立学校の養護教諭が受ける研修会について,小・中学校は,10
地区(佐賀地区唐津地区,伊万里地区,藤津・鹿島地区,杵島・武雄地区,神埼地区,鳥
栖・三養基地区)と県立学校の過去３か年の養護教諭研究会の在り方や地区作成の研
究冊子などを調査・分析し,具体的に研修内容や方法について検討し,研修の体系化
を図ること。また,効果的な研修内容を,例えば,いじめ関係,不登校・虐待関係,発達
障害関係に特化し,経験年数に応じてスキルの段階を設け,段階的な研修計画のモデ
ル作成,地区間の教材研究や相互評価など,充実させ新しく構築する。 
イ 養護教諭がよりよく研修を受けるための学校内組織における学校保健部組織の理
論研究および設立文献や先行研究及びアンケートを基に,保健室経営を中心とした
学校保健の理論研究を実施する。また,学校内組織における学校保健部組織の設立
に向けての設立案を作成する。 
ウ 小学校・中学校・県立学校の養護教諭が受ける研修の体系化および研修の効果的
な在り方の構築などである。 
今後,さらなる養護教諭の資質向上において客観性を損なわない研究が必要であ
り,継続的に取り組んでいきたい。 
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補 論  
 本研究からみる実践的提言 ―佐賀県への提言―  
              
                                      
 
 
 
 
 
 
 〈キーワード〉 ①養護教諭の資質向上 ②研修の体系化並びに効果的な研修の在り方  
 
１  研究の目標  
  佐賀県における小・中・県立学校の養護教諭の資質の向上のための研修の体系化を行 
い，効果的な研修の在り方について研究を進め，養護教諭の研修の充実に資する。 
  
２ 目標設定の趣旨 
  2008 年１月 17 日の中央教育審議会総会では，「幼稚園，小学校，中学校，高等学校
及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について(答申)」がまとめられ，教師が子ど
もたちと向き合う時間の確保など教育条件の整備等について述べられている。効果的・
効率的な指導のための諸方策として，教師の資質向上においては，教育基本法第９条で
教員の養成と研修の充実などについて新たに規定されたこと，教員の養成や研修の改善
が求められていること，教師の資質の不断の向上が極めて重要であることなど，教職員
の資質を養成や研修において高めていくことが重要であると示されている１)。 
佐賀県教育委員会は，教育に関わるすべての関係者が一定の共通認識の下，教育活動
に携わる６つの施策の柱を揚げ，中でも教育活動を行う環境の整備を最重要視している。
教育活動の主な目的は，知識基盤社会の時代を担う子どもたちに求められている「生き
る力」を育むことである。その教育活動を支える優秀な教職員の養成・確保や安全・安
心な学習環境の整備など，県民から信頼される質の高い教育環境の整備に取り組む必要
性を示している。具体的には，教職員のライフステージに応じて，経験年数別研修，職
務別研修，課題別研修等を行い，資質や実践的な指導力を高めることを求めている。さ
らに，取組方針の中で，教職員の研修の充実を挙げている。 
  今日における佐賀県養護教諭の課題点は，第１に，基本的属性(養護教諭の年齢構成)
のばらつきが大きいことである。2013 年度の年齢構成は，50 歳代が 49.5%，40 歳代は
21.8%，30歳代は 14.0%，20 歳代は 14.7%である。40・50歳代を合わせると 71.3%であり，
５年後や 10 年後の年齢構成を考えてみると，30 歳代，40歳代のミドルリーダー的立場
の養護教諭育成が必要と考える(次頁図１)。第２に,養護教諭の研修や授業時における保
健室不在時の保健管理や危機管理について課題がある。佐賀県は，2010 年度より４～６
月の定期健康診断時の繁忙期には養護教諭助手の加配があり，一部の学校と一定の期間
  
[ 要旨 ] 本研究は，佐賀県における小学校・中学校・県立学校(高等学校及び特別支援学校)(以下:
小・中・県立学校)の養護教諭の資質向上のために，研修の体系化並びに効果的な研修の在り方につ
いて研究を進め，養護教諭研修の充実に資することをねらいとしたものである。研究では，県内の
小・中・県立学校で，学校保健における養護教諭の現状を明らかにし，それを基に「学校保健の校
内組織モデル」及び「養護教諭の研修プログラム」の構築に取り組んだ。このような，養護教諭研
修の体系化及び養護教諭研修の在り方を具体的に系統化し構築することにより，今後の研修が有効
に行われ，今までの課題を克服できるものと考える。 
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養護教諭の年齢の推移 ｎ＝３０７
２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代
では，これらの問題が解決でき
ている。しかし，この制度は県
内の全学校配置，または年間を
通した配置ではない。今後，学
校保健が担う予防教育・開発教
育を推進させるためには，保健
室不在時の保健管理などの危機
管理について，学校内保健部組
織を整えることが必要と考え
る。第３に，学校保健の予防教
育・開発教育において養護教諭
が保健学習の授業に参画する機   図１ 佐賀県における養護教諭年齢別推移の割合 
会が少ないことである。児童生徒の心身の諸問題解決に向けては，養護教諭が兼職発令
を受け単独授業を行ったり，ＴＴの中でＴ１やＴ２として授業に参画したりすることで，
児童生徒に直接的に専門的な知識を習得させ，保健室での個別指導や学校全体への指導
に繋げることが必要であると考える。そこで，本研究では，研究テーマ・研究課題を受
け，小・中・県立学校の養護教諭の研修の体系化及び養護教諭の効果的な研修の在り方
について研究を進める。そして，研究成果を養護教諭の経験年数に応じた研修内容の充
実や新たな研修の構築に繋げ，養護教諭がより高い士気をもって能力を十分に発揮し，
よりよい学校組織の一端を担うことができるであろうと考える。 
３ 研究方法および内容(研究の全体構造)  
研究の全体構造を図２のように設定し，「Ⅰ 組織」の学校保健部校内組織と「Ⅱ 研
修の具体的内容モデル」の経験者研修，任意研修を中心に研究を進める。内容は，全県
下を対象としたアンケート実施による現状把握，学校保健校内組織モデル考案，養護教
諭の研修プログラム開発である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
学校保健組織モデル(養護教諭・２人制)（ア学校外研修，   
イ学校内研修，ウ学校内・外研修(繁忙期養護助教諭有)） 
 
 
 
地区別研修会 
(小・中学校，県立学校) 
基本研修Ⅰ 
(A保健管理,B保健指
導,C組織活動) 
基本研修Ⅱ 
(A生徒指導,B教育相
談,C特別支援) 
キャリアアップ研修 
(A人間力,B教授力,C 保健室経営力) 
基本研修の研修項目 
(ｱ保健管理，ｲ保健指導・
保健学習，ｳ組織活動，  
ｴ感染症の予防，ｵ健康相
談， ｶ学校環境衛生，   
ｷ特別支援・生徒指導，  
ｸ危機管理体制) 
 
(Ａ ，Ｂ教育
相談，Ｃ特別支援関
係) 
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受講希望項目
４ 研究の実際 
(1)  アンケート調査 
 ア  調査概要 
本研究で行ったアンケートの概要は下記の通りである。 
(ｱ) 調査目的 
小・中・県立学校の学校改善において，保健室カリキュラムマネジメントと学 
校保健教育の果たす役割から，学校改善に要する保健室(学校保健文化)経営の役 
割，特に養護教諭の学校の中における，対大人(教師や保護者)との関わりや，対 
子ども(児童や生徒)との関わりについて実態把握をする。その際，小・中・県立 
学校における養護教諭の専門性に特化した取組や養護教諭が保健室経営と自分自 
身の質を高めるための取組などを総合的に検証し，養護教諭の資質向上のための 
方策を考える際の参考とする。 
(ｲ)  調査時期 
2013年９月１日～９月 30日 
(ｳ)  調査方法 
SEI-Net の回答機能を利用し，佐賀県の小・中・県立学校の養護教諭 307 名を
対象にアンケートを送付，回収した。回収率は 34.6%であった。 
(ｴ)  質問項目 
2010 年 12 月～2011 年１月に実施された日本学校保健会の「養護教諭の職務等
に関する調査」と同様の調査項目とし，自由記述に「学校の全体的な雰囲気を捉
える項目」と,「養護教諭として取り組んでいる内容を捉える項目」を付記した。
質問は，４件法(積極的に取り組んでいる，どちらかといえば取り組んでいる，
どちらかと言えば取り組んでいない，全く取り組んでいない)で集計を実施した。 
(ｵ) 分析 
アンケートの結果から単純集計の分析を行い，本研究の組織論と研修論の考案
及び開発の基礎データとする。 
  イ 調査結果 
       アンケートの問 11 では，「今後，養護教諭の研修会や講座を開くとしたら，あな
たは，どのような研修を希望しますか。」の質問の結果を以下に述べる(図３－１・
２・３)。小学校における受講希望の上位項目は，①保健指導，②保健管理，③救急
処置，④教育相談(含，特別支援関係)，
⑤ＩＣＴの利活用であった。さらに，
薬品の取扱い，保健学習であった。
主な項目内容は，①は性に関する指
導，②は保健室  
経営のマネジメント能力の向上，③
は救急法，④は不登校等の問題，⑤
はＴＴ授業における利用方法であっ 
た。中学校における受講希望の上位    図３－１ 小学校の受講希望項目 
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項目は，①保健指導，②教育相談(含，
特別支援関係)，③保健管理，④統計 
学(ＷＩＳＣ検査等)であった。さら
に，危機管理(含，救急処置)，感染
症予防であった。主な項目内容は，
①は性に関する指導，②は事例研究
会での研修，③は小学校と同様，④
は保健統計や諸検査の研修であった。   図３－２ 中学校の受講希望項目 
県立学校における受講希望の上位   
項目は，①保健指導，②救急処置，     
③統計学(含，心理検査)④教育相談， 
⑤保健管理，⑥ＩＣＴの利活用であ 
った。主な項目内容は，①は性に関 
する指導，②は救急法の習得，③は 
フィジカルアセスメント等，④は心 
身症における専門機関との連携，⑤ 図３－３ 県立学校の受講希望項目 
は関係諸機関やＰＴＡとの連携，⑥は保健指導時の教材作成であった。アンケート 
の結果から，小・中・県立学校の養護教諭の研修の在り方の研修内容の希望する講 
座の項目を決定した。 
ウ  佐賀県における学校保健部の校内組織の現状     
     アンケートから学校保健部の校内組織について，例外はあるもののほとんどの 
小・中学校では学校保健部の組織がなかった。また，養護教諭が保健主事を兼務し 
ている場合もあった。一方，県立学校はほとんど学校保健部が設置されていた。構 
成は養護教諭を含め５人程度で保健主事は教諭が担当しており，養護教諭の保健室 
不在でも保健業務や養護教諭の研修が円滑に行われていた。小・中学校は，養護教 
諭の研修を円滑に進めるために，早急に学校の諸事情に合わせた校内の学校保健部 
を組織し設置する必要がある。佐賀県のほとんどの学校は，養護教諭の配属が１人 
(児童生徒の在籍数により２人制もある)のために，学校外で研修を受ける場合は保 
健室不在の状態で研修に臨まなければならない現状がある。もし，保健主事や他の 
職員が養護教諭の代用を成せばこれらは解消される。学校内で保健室を離れて業務 
を行う場合も同様である。ただし，学校内で養護教諭の所在が明らかであれば，緊 
急を要する場合は，当然養護教諭を呼ぶことになる。 
学校保健の推進において保健主事の果たす役割は大きい。その職務については， 
学校教育法施行規則において「保健主事は，校長の監督を受け，学校における保健
に関する事項の管理に当たる。」3)と述べられており，学校全体の保健活動に関する
調整や学校保健計画の作成，学校保健に関する組織活動の推進(学校保健委員会の運
営)など果たすべき役割はリーダー的役割である。学校内では，学校保健全般の把握
もその主な業務である。そこで，小・中学校における養護教諭，保健主事を中心と
した校内の保健部組織について再考した。  
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(2)  学校保健の校内組織モデル考案    
ア 学校組織に関する理論研究 ―ﾙｰｽ･ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ(loose coupling)論の視点から― 
ルース・カップリング(loose coupling)論は，学校組織の独自性に適合する組織
モデルの提示と，その機能的優位性を主張した学校組織に対する新たな分析視点，
学校の組織文化などを重視した学校経営のあり方を示唆するものである。佐古は，
「パーキーは，ルースに連結されたシステムとして学校をとらえる立場から，学校
文化(school culture)の創造および変容により学校の効果性は増進される。これは，
学校組織ではあからさまな統制(overt control)よりも，構成員間の合意を形成する
ことが，その効果性の増進に有効であることと述べており，学校文化を形成する 4
つの要因を，教師ならびに管理者に関するものは共同的な計画立案と友好的な仲間
関係，教師と生徒の両者に関わるものは共同体意識と明確な目標と高い期待の共有，
生徒に関わるものは秩序と規律をあげている。と述べている。また，モリスは，学
校組織におけるリーダーシップ行動の在り方について，校長は，校内を活発に動き
回ることに学校経営を行う上での象徴的な価値があると説いている。つまり，そう
した校長の活発な活動を通して組織への一体感が生み出されるのである。また，ル
ース・カップリングとタイト・カップリングとを組織を特徴付けるカテゴリーとし
て用いるのではなく，ルースな局面とタイトな局面との動的な過程として捉えるこ
とは重要であろうと述べている」２)(佐古 1986 )。このような考えを学校組織の中
で考えた場合，管理職のリーダー性，教師の専門職としての自律性，教育目標の立
案過程における教師の参画や目標の共有，研修を通しての教育方法・技術の合意形
成など統合メカニズムの 1つとして考えられるし，学校組織の統合を図る契機にも
なり得る。また，ルース・カップリング理論の統合的機能と自律性は，保健室経営・
学校保健部の組織にも十分に充当できる。後述する図４の太線の枠内がタイトな局
面で枠外はルースな局面と捉えることができる。この運用では，ルースとタイトの
両特性が保時されているか否かによって学校保健部の組織の効果性が左右される。
学校保健部組織の統合的機能と自律性の効果は，養護教諭を媒介として，疾病負傷・
いじめ・不登校・特別支援などの諸問題の円滑な解決が児童生徒に反映され，教育
効果に結び付くものである。本研究での養護教諭のリーダー性とは，学校経営では
管理職がリーダー性をもつが，保健室経営ではこの管理職が持つリーダー性を核と
する「コーディネーター力」として位置付ける。 
イ 学校保健部の校内組織モデルの考案    
学校保健校内組織モデルを，次の３つに分類した。すなわち繁忙期養護助教諭がいな
くて学校外で研修を実施する場合(図４－１），繁忙期養護助教諭がいなくて学校内で
研修を実施する場合(図４－２)，繁忙期養護助教諭がいて学校内・外で研修を実施する
場合(図４－３)である。 
また，ａ，ｂ，ｃ枠のメンバーは，養護教諭が保健室不在の場合の児童・生徒などへの
対応者である。後述する学校保健組織モデルでは，養護教諭が学校外及び学校内で研修
する場合の学校経営のリスク管理を述べているが，チームの構成メンバーをルース・カ
ップリング論の「タイトとルース」に特化して考えると，職員の関係は，タイト(□枠内
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職員)は静的でありルース(○枠内職員)は流動的である。また，それぞれの場合に直面し
た課題に応じて，原則，初期対応は固定化している○枠のタイトな関係のメンバーで対
処する。そして，ルースな関係の職員へと対処をつなぐ。また，流動的にａ，ｂ，ｃ枠
内のメンバーが状況に応じて臨機応変的に対処し，学校管理下内のリスク管理をスムー
ズに行う一方法として考える。 
(ｱ) 養護教諭が学校外で研修を行う場合(４～６月の養護助教諭がいない場合)  
養護教諭不在時の緊急の場面に  
おいては，学校管理下の場合，職 
員がその対応を必要とする。小学 
校では学級担任→保健主事・学年 
主任→管理職である。中学校では 
学級担任・教科担任→学年主任→ 
保健主事と図４－１に示す職員が 
対処可能な職員と考える。まず， 
タイトな関係の□枠の職員が対応 
しそれができない場合は，ルース 
な関係の〇枠内の職員でフォロー 
するという意味である。また，養 
護教諭不在の時は特別に管理職の   図４－１学校保健部組織モデル(学校外研修)  
最終判断を必要とするため，ａ枠内に管理職を加えた保健部組織とした。           
(ｲ) 養護教諭が学校内で研修する場合(４～６月の養護助教諭がいない場合) 
学校内での研修とは,１時間単
位の保健学習，学級活動，総合的
な学習等の授業の時間や校内研究
会，会議などが考えられる。養護
教諭は保健室不在時の緊急の場面
では，保健室が不在であっても保
健室のドアや職員室に所在場所を
掲示する。緊急の場面の初期対応
は，小学校では学級担任→保健主
事・学年主任であっても最終的に
は養護教諭が対応する。保健室の
養護教諭の代用者を一人在室させ  図４－２ 学校保健部組織モデル(学校内研修) 
る必要がある。中学校でも小学校同様に，養護教諭が対応できるまで学級担任・教     
科担任→保健主事→学年主任などで対応しその他，ｂ枠の職員で対処する必要がある。 
緊急の場面の対処は前述の通りであるが，保健室の常駐(交代制でもよい)を条件とす 
れば図４－２のｂ枠内の職員が可能と考えられる。いずれにしても児童・生徒が何時 
でも何処ででも(保健室を中心に)教職員に連絡できるように学校内で体制を整える必 
要がある。                            
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(ｳ)  養護教諭が学校外及び内で研修する場合(４～６月の養護助教諭がいる場合) 
佐賀県では，2012 年度より，   
４～６月の繁忙期の時期に，養 
護助教諭が配置されている。 
2013 年度は，小学校は 20校， 
中学校は４校で約８％である。 
この時期は，医学的知見と教育 
学的知見から２人で執務を分担 
することができ，学校外および 
学校内の研修時の養護教諭の保 
健室不在は解消される(図４－ 
３)。しかし，養護助教諭配置校 
でも４～６月の時期が終了すれ 
ば，養護教諭１人制と同じ条件   図４－３ 学校保健部組織モデル(学校内・外研修) 
になる。図４－１・２と同様に，学校内に保健部組織を作り体制化する必要性が 
ある。全学校の養護教諭の２人配置制度がない現在においては，図４－３の保健 
部組織の体制が，最も理想的な学校保健部組織と言える。     
(3)  研修プログラムの考案 
ア 佐賀県内の研修状況(2013,４月１日現在)  
佐賀県主催の研修(初任研や２・３年研，10 年研などは除く)は，年に２回(４月
は半日研修，９月は１日研修)実施される。地区別研修会(小・中学校，県立学校の
養護教諭が受ける研修会)は，小・中学校は，６地区(鳥栖・三養基地区，神埼地区，
佐賀小地区，佐賀中地区，小城・多久地区，唐津中部地区，唐津東・西部地区，武
雄・杵島地区，伊万里・西松浦地区，藤津・鹿島地区)，県立学校は６地区(鳥栖神
埼地区，佐賀ＡＢ地区，小城多久地区，唐松地区，杵藤地区，伊西地区)で原則毎月
１回実施される。組織は，地区ごとに校長が研究部長，養護教諭の地区代表１名が
理事，残りは会員である。(図５) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 平成２５年度佐賀県における研修会 
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イ  佐賀県養護教諭研修会のモデル作成 
アンケートを基に，小・中・県立学校の養護教諭の研修の体系化と研修の在り方の視
点から，養護教諭の資質向上のために校内組織と研修内容を検討することとした。研修
の体系化については，現在の学校や子どもの状況をふまえて養護教諭のライフステージ
に応じて，どのような研修を行っていくか考えた。効果的な研修の在り方では，養護教
諭がスムーズに研修を受けることができるよう学校保健部組織を整備し，研修項目を精
選するなどして考えた。 
(ｱ) 研修の体系化 
養護教諭が研修を受ける際に，年齢構成を 22 歳～30歳，31歳～40歳，41 歳～60 
歳と３つに区分した。該当年齢においては，初任者，２・３年経験者，10 年経験者は
それぞれに「経験者研修」を受講する。35 歳，45 歳，55 歳の経験者は「教員免許状
更新講習」を受講する。 
(ｲ) 研修の項目および内容 
小・中・県立学校の養護教諭の研修項目と内容を次のように考えることとした。 
研修プログラムは，基本研修Ⅰは養護教諭の専門研修，基本研修Ⅱは養護教諭が校
務分掌上関わりを持つ可能性が高い研修，キャリアアップ研修はスキルアップにつな
がる研修の３研修である。 
基本研修Ⅰの項目は，Ａ保健管理(健康診断・救急処置)，Ｂ保健指導(保健学習・保 
健指導)，Ｃ組織活動(児童会・生徒会・学校保健委員会)として設定した。基本研修Ⅱ
はＡ生徒指導(いじめ関係等)，Ｂ教育相談(不登校・虐待)，Ｃ特別支援(発達障害)と
して設定した。キャリアアップ研修の項目は，Ａは生き方力として人間力(ア自立・主
体性，イ責任感，ウ連携・協力性)，Ｂは専門的力量として教授力(ア知識・技能力，
イ理解・表現・実践力，ウ正確性)，Ｃはコーデｲネーター力として保健室経営力(ア企
画・運営力，イ判断・対応力，ウ洞察・感知力)として設定した。 
研修内容は，基礎研修Ⅰ・Ⅱは，2013年度の教育センターの講座を参考にして，講 
座モデルを作成した。基礎研修Ⅰは，経験年数に応じてスキルの段階を設けた。経験
者研修受講者に該当しない養護教諭は，受講は現在施行している教育課程研修のよう
に３年間で全課程を受講する。35・45・55歳は免許更新講習で充当する。ただし，41
歳～60歳の養護教諭は，21歳～30 歳，31歳～40 歳の該当養護教諭対象に講師として
研修を講義するトップダウン研修システム,講師の勤務校で実践実習を受持ち蓄積さ
れた知識・技能を伝授してもらうボトムアップ研修システムとした。(図６) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 188 
 
保健管理講座 
(技能の習得) 
組織活動講座 
(企画・運営) 
保健指導講座 
(授業案作成) 
経験年数 A  保健管理 
(健康診断・ 
救急処置) 
B  保健指導 
(保健学習・ 
保健指導) 
Ｃ 組織活動 
(児童会・生徒会・ 
学校保健委員会) 
～38 年経験者 
(～60 歳) 
 
 
（41 歳 
  ～ 
60 歳） 
★学ぼうセンター講座 ★教えよう養護教諭のコツ 
33 年経験者
(55 歳) 
免
許
更
新
講
習 
   
23 年経験者
(45 歳) 
13 年経験者
(35 歳) 
 
（31 歳 
  ～ 
40 歳） 
   
10 年経験者
(32 歳) 
(12 日) 
 
 
 
経
験
者
研
修 
 
 
 
（22 歳 
～ 
30 歳） 
   
３年経験者
(25 歳) 
(６日) 
１年経験者 
２年経験者 
(2 日) 
(23・24 歳) 
新規採用者
(22 歳) 
(21 日) 
 
センター講座    
  ① 
センター講座    
   ② 
センター講座    
  ③ 
トップダウン研修 ボトムアップ研修 
詳細は，Ｐ95 
［エ基本研修Ⅰの具体的な研修内容の作成］に記載 
 
 
 
 
 
 
図６ 基本研修Ⅰの研修モデル(養護教諭の専門研修) 
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経験年数 A  生徒指導 
(いじめ等) 
B  教育相談 
(不登校・ 
虐待) 
Ｃ 特別支援関係 
(発達障害) 
～38年経験者 
(～60歳) 
 
 
（41歳 
  ～ 
60歳） 
★学ぼうセンター講座 ★教えよう養護教諭のコツ 
33 年経験者
(55 歳) 
免
許
更
新
講
習 
   
23 年経験者
(45 歳) 
13 年経験者
(35 歳) 
 
（31歳 
  ～ 
40歳） 
   
10 年経験者
(32 歳) 
(12 日) 
 
 
 
経
験
者
研
修 
 
 
 
（22歳 
～ 
30歳） 
   
３年経験者
(25 歳) 
(６日) 
１年経験者 
２年経験者 
(2日) 
(23・24 歳) 
新規採用者
(22 歳) 
(21 日) 
 
センター講座    
    ① 
センター講座    
    ② 
センター講座    
    ③ 
トップダウン研修 ボトムアップ研修 
基本研修Ⅱにおいて，養護教諭という立場から考えるとコーディネーターよりもそれを
支援するほうがより効果的であると思われる。ただし，研修の習得レベルはコーディネー
ターと同等でなければならない（図７）。研修内容は，2013 年度の教育センター講座等を
活用し充当した。 
図７ 基本研修Ⅱの研修モデル(健康相談) 
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キャリアアップ研修においては，人間力，教授力，保健室経営に特化したプログラムを
考えた。(図８) 
 
 
図８ キャリアアップ研修モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
経験年数 A 人間力(生き方
力) 
ア自立・主体性 
イ責任感 
ウ連携・協力性 
B教授力 
(専門的力量) 
ア知識・技能力 
イ理解・表現・実践力 
ウ正確性 
Ｃ 保健室経営力 
コーデｲネーター力 
ア企画・運営力 
イ判断・対応力 
ウ洞察・感知力 
～38年経験者 
(～60歳) 
 
 
（41歳 
  ～ 
60歳） 
★学ぼうセンター講座 ★教えよう養護教諭のコツ 
33 年経験
者(55歳) 
免
許
更
新
講
習 
   
23 年経験
者(45歳) 
13 年経験
者(35歳) 
 
（31歳 
  ～ 
40歳） 
   
10 年経験
者(32歳) 
(12日) 
 
 
 
経
験
者
研
修 
 
 
 
 
（22歳 
～ 
30歳） 
   
３ 年 経 験
者(25歳) 
(６日) 
１ 年 経 験
者 
２ 年 経 験
者 
(2日) 
(23・24歳) 
新 規 採 用
者(22歳) 
(21日) 
センター講座    
   ① 
センター講座    
   ② 
センター講座    
   ③ 
トップダウン研修 ボトムアップ研修 
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エ  基本研修Ⅰの具体的な研修内容の作成 
基本研修Ⅰは，アンケートの結果から養護教諭の執務の中で，保健管理・健康相
談，保健指導・保健学習，組織活動(生徒会・学校保健安全委員会)に特化しシラバ
スとして作成した(資料１)。 
基本研修Ⅰ 養護教諭の執務(専門性)に関する研修内容例 
［保健管理・健康相談］最新の健康教育に繋げる養護教諭の実践(学校における疾病予防と保健管理) 
社会の変化による子ども達の健康の現代的課題に養護教諭が教育職として専門職として適切に対応できる専門
性・独自性・企画力・運営力を理解し身につけるとともに，実践に繋ぐことができることを目的とする。 
 現代的健康課題の解決に向けて養護教諭の職務を考えるために下記の内容について考えていく。 
ⅰ 学校における疾病や事故などに対する救急処置（症状の的確な見極めと医療機関等への受診を含めた養護教諭の
判断が重要な意味を持ち，医療に関する確実な知識・技術の能力を高めるため）の知識・技術の習得をする。 
ⅱ 感染症における近年の現状について免疫学的特徴を理解すること。 
ⅲ 薬の作用機構を概説し，有効性と副作用を正しく認識することの重要性を理解すること。 
ⅳ 学校における精神保健と適切な支援に向けて，[心][脳][体]から問題を望める視点を養うこと。 
[保健指導・保健学習］学習指導要領の改訂ポイントを概観し，これからの保健学習の進め方について 
学習指導要領の改訂ポイントを概観し，これからの保健学習の進め方について，講義形式と演習（グループワー
ク）形式の講習を実施する。特に，養護教諭による実践例を踏まえ，「小中連携教育」の視点から保健学習のあ
り方や学習内容の系統性について考えていく。 
ⅰ 学習指導要領における保健学習・保健指導の概要について理解する。 
ⅱ 学習指導要領の保健領域の内容とこれからの保健学習の進め方，またその評価について理解する。 
ⅲ 小中連携を目指した保健のカリキュラム編成の考え方，養護教諭が取組む保健教育の意義とその実践例を知る。 
ⅳ ライフスキルを活用した保健教育と，元気な学校を目指すヘルスプロモーティングスクールの推進を考える。 
［組織活動（生徒会・学校保健安全委員会）］ 学校保健の組織活動（対子ども・対大人）の進め方について 
社会の変化による子ども達の健康の現代的課題に養護教諭が教育職として専門職として適切に対応できる専門
性・独自性・企画力・運営力を理解し身につけるとともに，組織的に実践に繋ぐことができることを目的とする。 
・生徒会の健康づくり部の生徒主体の企画・運営の環境を整え支援体制を理解する。 
・学校保健安全委員会の企画・運営を行い現代的健康課題の解決に向けて専門機関・保護者・地域の方々と話し合
い解決策を探る。また予防的・開発的な運営を考える。 
                資料１ 基本研修Ⅰの研修内容例   
５ まとめ 
本研究では，養護教諭の資質の向上のために，研修の体系化並びに効果的な研修の在
り方について研究を進め，組織モデル，研修プログラムを作成した。この研究を通し
て養護教諭の研修をより円滑に運営するために以下の提案をしたい。 
(1)  組織について 
提案１は，県内の養護教諭の指導主事組織に関して次の３点を考えた。養護教諭の
指導主事は，2013 年現在学校教育課の２名である。そこで，学校現場における養護教
諭の日常の執務がより円滑にいくために教育事務所の３か所と教育センターに指導主
事を，各地区に主任養護教諭の配置をすること(図９)。指導主事または主任養護教諭
は,佐大附属学校・園や大学・各専門機関との連携を深め,地区別研修会等の研修を
附属学校の研究発表日と兼ねることを試案として提案する。 
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提案２は，全学校(へき地校や小規模校は除く)において養護教諭の年間を通しての
複数配置にすることである。複数配置は保健室不在が解消され，教育的知見と医学的
知見(含；心理学的知見)からの児童・生徒への指導が円滑になるからである。年間
通しての複数配置ができない場合は，全学校(へき地校や小規模校は除く)における繁
忙期養護助教諭の配置を提案する。2013 年度の４～６月の繁忙期養護助教諭配置は
小学校 20 校，中学校４校であった。４～６月の繁忙期配置校の勤務時間は１日７時
間 45 分である。この１日の時間を２分し４～６月を４時間勤務，９～11 月を３時間
45 分勤務にして養護助教諭配置を二期に分けることである。提案３は，全学校が保
健部組織(最低２名養護教諭＋保健主事)を編制することである。保健主事を中心と
する保健部の組織設立によりチームで保健業務を遂行するため学校保健部組織が必
要である。提案４は，各学年団への所属である。小学校は中学年の３・４学年，中
学校は１学年，高校は３学年へ所属する。発達段階で心と身体に関して支援が必要
な節目の学年に所属することは意義があると考える。また，校内研究会や校内にお
ける多種組織への所属である。意見交換や交流が密にでき共有協調が深まり円滑な
執務を遂行するため生徒指導部，教育相談部，特別支援部へ所属することは意義が
ある。 
(2)  研修について 
九州管内の教育センターの講座   
の活用効果を高めるため。九州８県  
の教育センター間の特に養護教諭 
専門講座を自由に受講できるよう 
なシステムの構築を提案する。これ 
は研修のバリアフリーができ，九州 
管内の各県が養護教諭の主要講座 
を１項目ずつ担当すれば８講座の 
開催が可能になり，受講者の選択権 
が増し研修機会も増えると考える 
(図 10)。                    
(3)  その他             図 10 九州管内の教育センター間の自由研修 
ア  養護教諭の執務内容のマニュアル作成 
養護教諭の新規採用時，転勤時における各学校のリスクの軽減化のために,「項
図９ 指導主事・主任の配置組織図  
Shidousyujinohaichi  
Shi 
 
②東部教育事務所 
(養護教諭指導主事) 
 
④各地区（小・中学校）  ④各地区（県立学校） 
10 地区の主任養護教諭   ６地区の主任養護教諭 
 
 
県内大学・佐賀大学附属学校・園 
①学校教育課(養護教諭指導主事２名) 
名) 
 
②西部教育事務所 
(養護教諭指導主事) 
 
③教育センター(養護教諭指導主
事) 
 
②西部教育事務所 
(養護教諭指導主事) 
 
①学校教 ( ) 
名) 
ンター(養護教諭指導主事１名) 
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目を統一した学校保健執務マニュアル」を作成し,内容(手立てや方法)は各学校の
実態に合わせる。  
イ  養護教諭の執務に関すること 
県内養護教諭全員への兼職発令交付の実施である。2013 年度の県内兼職発令交
付者は,小・中合わせて４名(1.3%)で，全国平均は 11%である(2012 年現在)。兼職
発令の法的手続きを簡素化すれば交付者を増やす方法になりうると考える。また，
養護教諭の授業参画は，教育的知見と医学的・心理学的知見から児童・生徒を見
取ることができ，全校での集団指導や学年指導，保健室での個人指導に還元でき
るなど相乗効果が大いに期待される。 
ウ SEI-Net を活用した統計処理について   
健康診断結果を集中的に電算化し合理化を図る。現行の文部科学省から出され
ている学校保健統計(抽出された学校が県の統計課に報告)と同形式で学校から県
への報告ができるようにする。また，学校から保護者に配布する児童生徒の健康
診断結果の個表も，エクセル集計の基本データを個表とリンクさせるなどの合理
化を図る。 
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